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財団法人 日本情報処理開発協会 編

情報化白書1992

新局面 を迎える情報化 一人間中心の情報化

本 白 書 の総 論 で は、 「新 局 面 を迎 え る情 報 化 一人 間 中心 の情 報 化 」を テ ー マ と して 、情 報 化 の新 しい トレ

ン ドと課題 を追 求 して い ます 。 ま た、 各 論 では 、 産 業 ・企 業 、個 人 ・生活 、社 会 ・行 政 な ど広 範 囲 に お よ

ぶ わ が 国 の 情 報 化 の 現 況 を網 羅 し、 さ らに は 、注 目され る コン ピ ュー タ産 業 、 情 報 サ ー ビス産 業 、電 気 通

信 産 業 の現 況 と市 場 規 模 を 、 国 内 、海 外 に 分 け最 新 デ ー タで分 析 、 解 説 してい ます 。

デ ー タ編 では 、 白書 発 刊 以 来 、 多 くの ユ ーザ 側 の情 報 化 投 資 の指 標 と して 利 用 、 引 用 され て き た コ ン

ピ ュー タ利 用 状 況 、 シ ス テ ム運 用 コ ス トな ど全 調 査 デ ー タを 掲 載 して い ます 。
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情報技術への新しい挑戦

－RealWorldComputing－

東京大学 工学部教授

甘利 俊一

技術の発展は人々の社会生活を変える。情報処

理技術の驚 くべき発展は,コ ンピュータを人々の

生活にまで入 り込ませ,そ の生活を変えようとし

ている。コンピュータがもたらした新 しい文明と

もいえる情報化社会である。 しかし,現 在のコン

ピュータは人々の生活に入 り込むには,ま だあま

りにも固い。人間の感覚や情報処理の様式 とな じ

まないのである。21世紀の新 しい情報文明が花開

く前に,情 報処理技術はこのような問題を解決す

る必要がある。

振 り返ってみると,コ ンピュータはこれまで保

護された情報環境の中で運用されてきた。初期の

コ ン ピ ュー タは,よ く整 備 され た 数 値 や デ ー タを

これ また 整備 され た ア ル ゴ リズ ム に従 っ て高 速 大

量 に 処 理 す るだ け で あ った。 も と よ り コン ピ ュー

タ には これ 以 上 の 能 力 が あ る 。 人工 知 能 は この能

力 を活 用 す べ く努 力 を 傾 け,第 五 世 代 コ ン ピ ュー

タ プ ログ ラ ムに よっ て,論 理 的 推 論 能 力 を 中 心 に

据 え る べ く発 展 して きた 。 しか しこれ とて 論 理 と

い うきわ め て整 合性 の高 い世 界 内で 動 作 す るに す

ぎな い 。

人 間 の情 報 環 境 は これ とは ま っ た く異 な る。 わ

れ われ は常 に多 量 の 情 報 の洪 水,そ れ も互 いに 矛

盾 した り,不 完 全 で 必 要 な情 報 が 欠落 して いた り

す る情 報環 境 の 中で,す べ て の情 報 を 総合 し適 格

な 判 断 を下 さな けれ ばな らな い 。 生 物 は この よ う

な 情 報 環境 の 中 で生 存 で き る よ うに進 化 して きた。

情 報 化 社 会 の到 来 に 当 って,コ ン ピ ュー タ も こ う

した 環 境 の も とで動 作 し,人 間 の能 力 を拡 大 しそ

の助 け とな らな け れ ば な らな い。

第 五 世 代 コ ン ピ ュー タの 後 を 引 き継 ぐ通 産 省 の

情 報 処 理 技 術 開発 の プ ログ ラ ムに は,こ の よ うな

意 図 の も とに"RealWorldComputingProgram

(四 次 元 コ ン ピ ュ ー タ)"と 呼 ば れ,本 年 か ら ス

タ ー トす る。10年 計 画 で21世 紀 の情 報 処 理 技術 を

展 望 し,こ れ を 発 展 させ る もの で あ る。

これか らの コン ピュ ー タ シス テ ム の発 展 の 方 向

は超 並 列超 分 散 で あ る。 これ ま で コン ピ ュー タは

フ ォ ン ・ノイ マ ンの規 範,す なわ ち 中央 処 理 装 置

が あた か も人 間 の意 識 の流 れ の よ うにす べ て の情

報 の流 れ を 管 理 す る仕 組 み の も とで発 展 して き た。

しか し要 素 技 術 の 発展 の結 果,多 数,そ れ も1万

とか100万 とか い う数 の ユ ニ ッ トが並 列 に動 作 し,

情 報 が そ の上 に分 散 的 に乗 って い る シス テ ムの 実一



現 を 可 能 に し よ う と して い る。 しか し これ は従 来

の コ ン ピ ュ ー タサ イ エ ンス に対 す る本 格 的 な挑 戦

で もあ る。 並 列 の ア ル ゴ リズ ムを どの よ うに構 築

す べ きか,従 来 の集 中的 記 号 表 現 にか え て情 報 の

分 散 表 現 は どの よ うに あ るべ きか を 解 決 しな け れ

ば な らな い。 これ な しに は,超 並 列 の シ ス テ ム は

い た る と こ ろが ひ ま で遊 ん で い る無 用 の 長 物 と化

し,と て も これ を 使 い こな す こ とは で きな い 。

さ らに,こ れ か らの コ ン ピ ュー タは1台 の 巨 大

な シス テ ム と して存 在 す るの で は な くて,多 くの

異 種 コ ン ピ ュー タが ネ ッ トワー クで統 合 した 巨 大

な ネ ヅ トワー クシ ス テ ム に な り,こ の上 で情 報 が

分 散 化 され,並 列 の処 理 が 行 わ れ れ る で あ ろ う。

こ こ で は光 シ ス テ ム に よ る接 続 が 重 要 に な る し,

そ の一 部 と して 光 コ ン ピ ュ ー タが 登 場 す る可 能 性

が あ る。 また,記 号 処 理 を 主 体 とす る これ まで の

コ ン ピ ュ ー タ を 補 完 す る も の と して
,情 報 の パ

タ ー ン化 に よ る分 散 表 現 に よ り学 習 と並 列処 理 を

可能 に す る ニ ュ ー ロ コ ン ピ ュー タ が 重要 な意 味 を

持 って くる。 これ は 人 間 で い え ば無 意識 の うち で

の情 報 処 理 と対 応 す る。 こ こで い う超 並 列 シ ス テ

ム とは,こ の よ うな 方 向 を 統 合 し た も の で あ っ

て,巨 大 な1台 の コ ン ピ ュー タ を完 成 させ る こ と

を指 向す るわ け で は な い。

情 報 処 理 技 術 の 新 しい発 展 に 向け て,基 礎 理 論

の 研 究 が 重 要 で あ る。 これ は 脳 の 仕 組 み に ヒ ン ト

を 得 た ニ ュ ー ロ技 術,学 習,記 号処 理 と ニ ュ ー ロ

風情 報 の 分 散 表 現 との統 合,さ らに 記 号 レベ ル で

の 分 散並 列処 理 な ど多 くの興 味 あ る課 題 が挑 戦 を

待 って い る。 さ らに,こ の よ うな基 礎 が 矛 盾 に満

ち た現 実 世 界 で の情 報 処 理 に有 用 で あ る こと を実

証 す るた め の応 用 課 題 を選 び,そ の 有 効 性 を 示 す

必要がある。 これには現実世界での視聴覚情報処

理から種々の問題解決,さ らに地球規模の環境 ・

気象問題の解析が挙げられる。

こうしてみて くると,こ のプログラムは従来の

プロジェク トとは様相が違 うことに気が付くであ

ろう。従来はより進んだ技術に追いつき追いこす

ために努力を集中し,未 来技術の範 として1つ の

完成品を作 り出す ことに力点が置かれていた。こ

のような時代は去 った。今やわれわれには世界の

先頭に立 って未知の技術に挑戦 しようとしている

し,完 成品を作る技術ならば民間企業が今や十分

な力を持っている。このプログラムの目指すとこ

ろは,21世 紀初頭の情報技術の可能性 と限界とを

明らかにすること,す なわちどのような技術が可

能であ りどの方向は技術的にまだ成熟 していない

かを示し,こ れを知的財産 として世界に公開する

ことである。

このような視点に立てば,こ れは国際的学際的

な協力のもとに,企 業,国 立研究所それに大学が

加わって真に強力な協力体制のもとで遂行されな

ければならないことがわかる。このプログラムは

有形の完成品を作 るのではなく,無 形の知的財産

を残すこと,と くにこのプ ログラムがcenterpf

excellenceと して機能 し,こ こに知の国際的学際

的交流の核ができることが最 も期待されることで'

ある。新 しいスタイルのプログラムの創造を 目指

して,関 係者がそれぞれの局所的利害を乗 り越え
～

て協力する必要があろう。一



新情報処理技術に関する総合的調査研究
一 リ ア ル ワ ー ル ド コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・ プ ロ グ ラ ム ー

(Real-WorldComputingProgram:RWCProgram)

新技術調査研究室

【概要】

通商産業省は 「第五世代 コンピュータプロジェ

ク ト」に続 く国家プロジェクトとして,平 成4年

度から10年 計画で 「リアル ワール ドコンピュー

ティング ・プログラム(四 次元 コンピュータ)」

を推進する計画を明らかにしている。㈱ 日本情報

処理開発協会(JIPDEC)で は,通 商産業省のご指

導のもとに平成元年度か ら3年 間にわたって 「新

情報処理技術に関する総合的調査研究」を実施 し

てきたが,こ の調査研究事業は,新 しい国家プロ

ジェクト実施のための予備調査 として位置づけら

れるものである。

本解説は,3年 間の調査研究活動の集大成 とし

てとりまとめたプログラム実施のための 「基本計

画書(案)」 の概説(第1部)と,調 査研究活動の

概要報告(第2部)で 構成 している。

過去30余年にわたる情報処理技術の進歩は著 し

く,そ の成果を支えに社会の情報化 も急速に進展

し,コ ンピュータは今やわれわれの社会活動に

とって不可欠のものとなった。 しか しながら,そ

の利用範囲の拡大や多様化にともない,情 報処理

機能の一層の高度化が求め られ,特 に最近では,

固定化した逐次処理型の情報処理機能か ら,人 間

にとって親和性に富む,よ り柔軟性の高い知的情

報処理機能への変革が強 く期待されるようになっ

た。

このため,従 来の コンピュータが不得手とす

る,人 間の脳が行っているような,高 度かつ多彩

な情報処理の実現に向けて,必 要とされる機能,

計算原理及び実装技術,さ らには,革 新的な情報

処理技術 と社会の係わ り等を含めた総合的な調査

研究の必要性が生 じた。

3年 間の調査研究では,21世 紀を 目指す革新的

な新情報処理技術を特徴づけるキーコンセプ トと

して,理 論基盤としての 「柔らかな情報処理」と

システム基盤としての 「超並列超分散処理」の2

つを提案するとともに応用面からの理論 ・新機能

についての調査研究も実施 した。また,こ れ らの

コンセプ トの内容をより明確化 ・具体化するため

の研究課題を明らかに し,新 情報処理技術推進の

ための基本計画書を作成 した。

ここで提案する新 しいパラダイムをわれわれは

「リアル ワール ドコンピューテ ィング(Real-

WorldComputing:RWC)jと 呼ぶ。そして,こ

の新 しいパラダイムRWCの 研究開発の理念 とし

ては,(1)人 類の持続的な発展の実現に向けて,基

礎的かつ革新的な基盤技術の創造へ挑戦すること

と,(2)国際貢献の観点から,国 際的な交流と協力

の推進を重要視すると共に,研 究成果を国際公共

財として広 く内外に公開すること,の2点 を掲げ

る。

なお,技 術的な詳 しい内容および個々の委員会

活動の成果等については,そ れぞれの報告書を参

照 して頂きたい(表2-6)。一



一
第1部RWCの 概要

】」RWCの 背景

本調査研究が提唱する新 しいパラダイムRWC

は,21世 紀を目指す革新的な新情報処理技術を特

徴づける 「より人間に近い知的情報処理」を実現

するものである。

図1-1は 情報処理技術の流れにおけるRWC

の位置づけを示 したものである。 この図は コン

ピュータの進歩 と,情 報処理機能の拡大 とい う

2つ の視点から表している。今日の情報処理技術

は,チ ューリングマシンを計算実行モデルとする

フォン ・ノイマン型コンピェータにより発展 して

きた。そしてハー ドウェア技術の驚異的な発展に

支えられ,数 値 ・事務計算分野を中心にその威力

を発 揮 して き た。 しか し,問 題 を 解 くアル ゴ リズ

ムは存 在 す る が,記 述 す る 手間 が 膨 大 とな り,そ

の結 果 ソフ トウ ェア技 術 者 の不 足 とい う危 機 を迎

え る こ とに な った のは 周 知 の 事 実 で あ る。

ま た,一 方 では,第 五 世 代 コ ン ピ ュー タや エ キ

スパ ー トシ ス テ ム とい うこ とば に 象徴 され る よ う

に,知 識 情 報 処 理 とい う高 度 の情 報処 理 機 能 を実

現 す る段 階 へ 移 行 し て い っ た 。 第 五 世 代 コ ン

ピュ ー タ プ ロ ジ ェ ク トで は ,主 に 論理 的 な処 理 の

側 面 に お い て 言 葉,す な わ ち 記 号表 現 に よって 表

せ る よ うな 知 識 を用 い て 並列 推 論 を行 う方 向で の

大 きな 研 究成 果 が得 られ て い る。 しか し,問 題 の

定 式化 とそ れ を効 率 的 に解 くアル ゴ リズ ムの 発 見

は 困難 で あ り,情 報 処 理 方 式 は依 然 と して 「固

く」,よ り人 間 に 近 い 柔 らか な 知 的 情 報 処 理 を 実

現 す る に は まだ 不 十 分 で あ る とい え る。

情
報

処

理
機

能

の
拡
大

四次元 コ ンピュータ

第五世代 コンピュータ

柔 らかな
情報処理

知識
情報処理

数値 ・

事務計算

、

コンピュ ータの進歩

図1-1情 報処理技術の流れにおけ るRWC一



こ こ で提 案 す る新 しい パ ラ ダイ ム 「リアル ワ ー

ル ドコ ン ピ ュー テ ィン グ」 とは,こ の1よ り人 間

に 近 い 知 的情 報 処 理 」 だ け で な く,「 人 間 と共 生

で き る,人 間 との 親 和 性 の 高 い情 報処 理 」 の実 現

を 目指 す 概 念 の こ とを い う。 この 新 しい パ ラ ダイ

ムが達 成 され る21世 紀 の 情 報 化 社 会 で は,コ ン

ピュ ー タの存 在 を 意識 せず,あ らゆ る人 が ネ ッ ト

ワー クの 情 報 資 源 を 高 度 に 利 用 で き る よ うに な る

こ とが期 待 され て い る。 表1-1は,RWCと 従

来 の情 報 処 理 の比 較 を示 した も ので あ る。

表1-1RWCと 従来 の情報処理 の比較

RWC(1[ア1レ ワールド,ンピューティンの 従来の情報処理

対 象 リアルワールド(物理的世界1 抽象世界(論 理的世界〉

取扱情報 パ ター ン情報 記号情報
一.」 、

視 点 直観的側面

虚 列的、総合的、無意識的)

論理的側面

(直列的、分析的、意識的)

計算モデル パーセプ トロン チ ュー リングマシン

計 算 機 ニューロコンピュータ等 ノイマ ン型 コンピュータ

処 理 並列分散学習型情報処理 逐次手続的情報処理

得意問題 [不良設定問題]
・多変量データ解析

・パ ター ン情報処理

(認識理解、予測)

[良設定問題]
・数値計算

・AI(狭 義)

・知識工学

・記号処理

1.2RWCの 概念と研究開発分野

われわれが存在するリアルワール ドには多種多

様な情報が存在 している。そ うした情報の暖昧

さ,不 完全さ,変 容性を許容 しつつ,妥 当な判断

や問題解決などを行 うことを可能にする21世紀の

情報処理技術体系の基本理念を 「リアルワール ド

コンピューティングパラダイム」と呼ぶことにす

る。

この新しいパラダイムであるリアルワール ドコ

ンピューテ ィングを可能にするためには,2つ の

技術基盤が不可欠である。第1に,人 間に近い柔

軟性 と学習性,適 応性をもった 「柔らかな情報処

理」とい う情報処理の枠組みのための理論基盤で

ある。第2に,限 られた時間内に,限 られた資源

(物量)を 用いて,柔 らかな情報処理を行 う 「超

並列超分散処理」とい う計算の枠組みを反映した

システム基盤である(図1-2)。 それぞれの内

容については,「1.4基 本計画の概要」で解説

する。

一
一
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柔 らかな情報処理機能

高 度 機 能 統 合 化

柔 らかな推論 ・

問題解決

らか な

ヒュー マ ンイ ンタ フ ェー ス と
ぐ ミュ レーシ ョン

柔 らかな認識 ・理解

柔 らかな自律制御

理説

柔 らかな論理

システム 盤

超並列超分散処理

図1-2RWCの 研究開発分野

1.3研 究開発の基本方針

RWC研 究開発の基本方針は,国 際シンポジウ

ム,国 際ワークショップ,さ らに海外調査時の訪

問先での説明等で,国 内外に向けて繰 り返 し説明

してきたように,次 の5点 に集約できる。なお,

これらの項 目はそれぞれ独立な概念ではな く,相

互に補完 しあって実現するものである。

(1)柔 軟な実施体制:

統合性,象 徴性,共 通性の高い研究を集中研究

所において,個 別性,要 素性の高い研究を分散研

究所において とい う研究課題 の適切な配分を行

い,両 者間の有機的で柔軟な連携を確保する。

(2)競 争原理の導入:

研究開発の前期(10年 計画の前半5年)で は,

競争原理(さ まざまなアプローチ間の競争による

研究の効果的な進展)を 導入し,中 間評価時には

その結果に基づいて研究開発課題を絞 り込む。

(3)学 際性,国 際性:◆

基礎的かつ挑戦的な 目標を達成するため,学 際

的 ・国際的な連携を推進する。そのため,電 子技
ト

術総合研究所や大学等の研究機関との共同研究を

積極的に行い,ま た国内外の大学等の研究機関に

対し再委託の公募等を行 う。

④ 研究成果の公開性:

研究成果の公開性を保つため,研 究開発の推進一



状況および成果を国内外の会議等で報告,公 開

し,ま たシンポジウムや ワークショップ等を積極

的に開催する。

⑤ 研究インフラの整備:

以上の柔軟な実施体制と研究成果の公開性を支

えるために,世 界的な規模の分散研究基盤とし

て,高 速ネットワーク環境の整備を行 う。

1.4基 本計画 の概 要

RWCプ ログ ラ ムの 「基 本 計 画 書(案)」 で は,

1理 論基 盤 」,「応 用 のた め の新 機 能 」,「超 並 列 シ

ス テ ム」,「ニ ュー ラ ル シ ス テ ム」,「光 コン ピ ュー

テ ィン グ ・デ バ イ ス」 の5つ の 研 究 項 目に つ い

て,そ れ ぞ れ 研 究 の枠 組 み,課 題 及 び ス ケ ジ ュー

ル を示 して い る。 以 下 で は,研 究項 目 ご との枠 組

み と主 な研 究 課 題 を 紹 介 す る。 な お,ス ケ ジ ュ ー

ル に つ い て は 「1.5研 究 開 発 ス ケ ジ ュール 」

で解 説 す る。

1.4.1理 論基盤

「理論基盤」の目的は,人 間のもっている柔軟

な情報処理能力(柔 らかな情報処理)を,新 しい

パラダイムとして実現するための理論基盤を整備

することである。多種多様な情報を取 り扱 った

り,コ ンピュータによる学習や自己組織化を実現

するためには,従 来の情報の表現方法や評価方法

を拡張する必要がある。そこで,ま ず,こ うした

拡張の中に,共 通して潜んでいる理論のエッセン

ス(柔 らかな論理)を 見つけ,次 に,こ のエッセ

ンスを踏まえて柔らかな情報処理のための理論的

枠組みを整理 し直す ことが必要になる。この 「理

論基盤」の主要な研究課題 としては,次 の6つ が

挙げられている。

① 情報の柔軟な表現

② 情報および処理モジュールの評価

③ 柔軟な記憶 と想起

④ 情報および処理モジュールの統合

⑤ 学習と自己組織化

⑥ 最適化技法

1.4.2応 用のための新機能

「人間がもつ柔らかさ」を備えた新 しい機能を

コンピュータ上に実現することが,「 応用のため

の新機能」の目的である。まず,人 間がもつ柔 ら

かさとして,次 に示す3つ の性質に注 目している。

(1)解 放性:

システムが周囲の環境に応 じて自律的にシステ

ム自体を変化させ,適 応できる性質

(2)頑 健性:

周囲の環境がもつ揺 らぎや入力情報の歪曲,不

完全性に対してシステムの挙動が安定 している

性質

(3)実 時間性:

システムが現実的な時間内に処理を行える性質

したがって,第1の 研究課題は,コ ンピュータ

システムの要素機能にこの人間がもつ柔らかさを

付加 し,以 下に挙げる柔らかな機能を実現する技

術の研究開発を進めることになる。

① 柔 らか な認 識 と理 解

② 柔 らか な推 論 と問 題 解 決

③ 柔 らか な ヒ ュー マ ンイ ン タ フ ェース と

シ ミ ュ レー シ ョン

④ 柔 らか な 自律 制 御

第2の 研究課題は,こ こで挙げた要素機能を1

つに集約した統合システムを開発することによっ一



一
て,RWCの コ ンセ プ トを実 証 して み せ る こ とで

あ る。 基 本 計 画 書(案)で は,① リア ル ワー ル ド

適 応 自律 シス テ ム,② 情 報 統 合対 話 シ ス テ ム,の

2つ の シス テ ム を取 りあ げ て い る。

1.4.3超 並 列 シス テ ム

「超 並 列 シス テ ム」 で は,RWCの た め の計 算

基 盤 と して,汎 用 的 な超 並 列 シ ス テ ム に関 す る研

究 開発 を行 う こ とを 目的 と して い る。 従 来 の よ う

に1つ の プ ロセ ッサ を集 中的 に利 用 す る の で は な

く,多 数 の要 素 プ ロセ ッサ を分 散 的 に 利 用 す る こ

と は,単 に計 算 速 度 を 向上 させ る ばか りで な く,

新 しい機 能 を実 現 す るた めに も重 要 で あ る。 「超

並 列 シ ス テ ム」 は,こ う した 超 並 列 分 散 処 理 を 指

向 した新 しい コ ン ピ ュー タ で あ る。

多 数 の要 素 プ ロセ ッサ を効 果 的 に動 作 させ る た

め の並 列 モ デル に は,ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク,

オ ブ ジ ェク ト指 向,デ ー タ フ ロー な どが 提 案 され

て い る。 本 プ ロジ ェ ク トで実 現 を 目指 す 超 並 列 マ

シ ンは,こ れ ら の並 列 モ デル を1つ の マ シ ン上 で

実 行 可能 な汎 用 的 な コ ン ピ ュ ー タで あ る。 この超

並 列 シ ス テ ムは,ア プ リケ ー シ ョン と して柔 らか

な情 報 処 理 を 実 現 す るぼ か りで な く,そ の ハ ー ド

ウ ェアや ソフ トウ ェアに つ い て も柔 らか さを追 求

す る。 例 えば ソフ トウ ェアに つ い て は,柔 らか な

ユ ーザ イ ンタ フ ェー スを 実 現 し ,応 用 問題 に適 応

して動 作 環 境 を 最 適 化 す る よ うな機 能 も必 要 と考

え て い る。

な お,基 本 計 画 書(案)で は,100万 オ ー ダ ー の

要 素 フ。ロセ ッサ を もつ 超 並 列 シス テ ムを最 終 シ ス

テ ム とす る予 定 に な って い る。 図1-3に 超 並列

シ ス テ ムの 実 現 イ メ ー ジを 示 す 。 この1超 並 列 シ

ス テ ム1の 主 要 な 研 究 課 題 と して は 次 の5つ が挙

げ られ て い る。

①

②

③

④

⑤

超 並 列 ア ーキ テ クチ ャ

超 並 列 オ ペ レーテ ィ ン グ シス テ ム

超 並 列 言 語

プ ロ グ ラ ミン グ環境 と シス テ ム 開発 環 境

シス テ ム評価

∠ 一 ≡=====杉 '

ノアつ ラ一-9　 '一'』'免 し'
"" 一""川__一._一__'、/''""

/乞一 一 『ザー　』=" ''
'''''"

一''"
,'

才 一灰___,'103モ ジ ュ ール

''

''

'

'
'

lo3プ ・セ ッサ

・…:〉

<シ ス テ ム>

106要 素 プ ロセ ッサ

,',"

<テ ク ノ ロ ジ>

40要 素 プ ロセ ッサ

/チ ップ

25チ ップ/モ ジ ュー ル

1,000モ ジ ュー ル

/シ ス テ ム

、

図1-3超 並列 システ ムの実現 イメー ジ一



1.4.4ニ ュー ラ ル シ ス テ ム

「ニ ュー ラル シス テ ム1は,「 超 並 列 シス テ ム」

と と もにRWCの 計 算 基 盤 とな る もの で あ る。 特

に こ こで は,大 規 模 な ニ ュー ラル シス テ ムを 実 現

す るた め に 不 可 欠 な技 術 開発 を 目的 と して い る。

ニ ュー ラル ネ ッ トワー クは,人 間 の神 経 細 胞 に よ

る情 報 処 理 の 枠 組 み を 工 学 的 に モデ ル 化 した もの

で あ る。 多数 の 単純 な処 理 ユ ニ ッ トが,相 互 に 情

報 交 換 を 行 い,協 調 と競 合 の メ カニ ズ ム に従 って

処 理 を進 め る とい うもの で あ る。 この 新 しい 情 報

処理 の枠 組 み に よ り,特 定 の 情 報 処 理 を 高 速 に

行 った り,知 的 な 振 る舞 い を コ ン ピ ュー タに させ

る こ とが 期 待 され てい る。

近 年 で は,さ ま ざ ま な ニ ュー ラ ル ネ ッ トワー ク

が 提 案 され,パ ター ン認識 や 最 適化 問題 な どに適

用 され て い る。 しか し,よ り人 間 に 近 い 柔 らか な

情 報 処 理 シ ス テ ム で は,従 来 に な い 大 規 模 な

ニ ュー ラ ル ネ ッ トワー クの実 現 が 不 可 欠 で あ る。

そ こ で 本 プ ロ グ ラ ム で は,100万 ユ ニ ッ トの

ニ ュ ー ラ ル ネ ッ ト ワ ー ク を サ ポ ー ト し,10

TCUPS(TeraConnectionsUpdatesPer

Second)の 処 理 速 度 を もつ ニ ュ ー ラル シス テ ム を

到 達 目標 と して い る。 図1-4は,最 終 シス テ ム

の1つ の実 現 イ メ ー ジ で あ る。 さ らに 最 終 的 に

は,超 並 列 シ ス テ ム と統 合 す る こ とで,リ ア ル

ワール ドコ ン ピ ュー テ ィン グの た め の 統 合 化 され

た計 算 基 盤 の構 築 を 目指 して い る。 こ の 「ニ ュー

ラル シ ステ ム」 の 主 要 な研 究 課 題 と して は 次 の4

つ が あげ られ て い る。

① ニ ュー ラル モ デ ル

② ニ ュ ー ラル ハ ー ドウ ェ ア

③ ニ ュー ラル ソフ トウ ェア

④ 超 並 列 シ ス テ ム との結 合

ボー ド

erlt・etA

Msr

<シ ス テ ム>

lO6ニ ュー ロ ン

<テ ク ノ ロ ジ>

2×IO7ト ラ ン ジ ス タ

/チ ップ

60チ ップ/ウ エハ

lO4ニ ュー ロン/ウ エハ

100ウ エハ/シ ス テ ム

310t

WS1カ ード

図1-4ニ ュー ラ ル シ ス テ ムの 実 現 イ メー ジ一
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1.4.5光 コンピューティング ・デバイス

「光コンピューティング ・デバイス」は,RW

Cが 目指す柔らかな情報処理を実現する手段とし

て,従 来の電子技術が不得意とする大量情報伝送

技術や画像情報などの直接処理を可能とする光技

術を確立することを目的としている。今 日,半 導

体加工技術が進展 し,チ ップの集積度は大幅に向

上した。 しかし,従 来のチップが電子を情報の媒

体 とする電子システムである以上,い わゆる配線

のボ トルネックの問題を解消することは難 しいと

されている。

一方 ,光 はその大容量性や超高速性を利用する

ことにより,大 量の情報を伝送することができる。

また,光 は そ の 並 列性 と制 御 性 に よ り,柔 軟 に デ

バ イ スや モ ジ ュー ル 間 を接 続 す る こ とが で き る。

この よ うな 光 の潜 在 的 可能 性 は,RWCが 目指 す

柔 らか な 情 報 処 理 や超 並 列超 分散 処 理 に とっ て,

極 め て 魅 力 的 な もの とな って い る。 この 「光 コン

ピ ュー テ ィン グ ・デ バ イ ス 」 の 主要 な研 究 課 題 と

して は,次 の4つ が あ げ られ て い る。

① 光 イ ン タ コ ネ ク シ ョン

② 光 デ ジ タル コ ン ピ ュ ー タ

③ 光 ニ ュー ラル コ ン ピ ュ ー タ

(イ メ ー ジ を図1-5に 示 す)

④ 光 共 通 要 素 技 術 の 研 究

学習 によるネッ トワークの変更

入力

画像
、、

s

z'

八 熊

光プアイバ

へ
鍵
麹

ぼ
、ぽ

侯
誘

'・二×
.♂'

箋
重みつき全結合ネッ トワーク

教師入力

⑬
図1-5光 ニ ュー ラル シ ス テ ム の イ メ ー ジ

1.5研 究開発 ス ケ ジ ュー ル

RWCプ ログラムの研究開発は,「1.3研

究開発の基本方針」で示した5項 目(① 柔軟な実

施体制,② 競争原理の導入,③ 学際性,国 際性,

、

④ 研 究 成 果 の公 開 性,⑤ 研 究 イ ン フ ラの 整備)に

基 づ い て実 施 す る よ うに 計 画 され て い る。 まず,

研 究 分 野 を 「理 論 ・新 機 能1,「 シス テ ム」,「光 コ

ン ピ ュー テ ィン グ ・デバ イ ス 」 の3分 野 に 大 き く

区 分す る。 次 に,研 究 開 発 期 間(10年)を 前 期一



(5年)と 後期(5年)に 分けて,前 期終了時に

は中間評価を,後 期終了時に最終評価を行 う予定

にしている(図1-6)。

前期では,分 野ごとの研究開発を基本とし,特

定の研究開発課題に限定 しない(絞 り込まない)

で,競 争原理に基づく研究開発の効果的進展をね

らう。中間評価は,前 期における成果に基づき,

後期の研究開発目標 となる統合化,ま た実証用シ

ステム開発のための研究開発課題の絞 り込みを行

う。 この中間評価は,RWCプ ログラムの最終成

果に大きな影響を与えるので非常に重要なものと

なる。後期は,中 間評価で絞 り込まれた研究開発

課題に基づき,RWCの 技術 目標である 「柔らか

な情報処理機能」への統合化,実 証用プロトタイ

プシステムの開発等を行う。
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図1-6研 究開発スケジ ュー ル

1.5.1理 論 ・新 機 能

まず,「 理 論 」研 究 の 前 期 で は,並 列 性 や 柔 軟性

を もつ情 報 処 理 に 関 して,理 論 と これ ま でに 提 示

され た モ デ ル(パ タ ー ン認 識,多 変 量 デ ー タ解

析,ニ ュー ラル ネ ッ トワー クな ど)を 再 評 価 し,

これらを 「柔らかな論理」の下で統一的な観点か

ら再構築と新展開を図る。同時に,情 報統合や学

習 ・自己組織化などの基礎的機能の研究も行 う。

後期においては,前 期の研究成果を基に,柔 ら

かな認識や推論 ・制御などの要素的機能のための一
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構 成 的 理 論 とモ デ ル の 研 究 を 行 う。 さ らに,新 機

能 研 究 に お け る シス テ ム統 合 化 の た め の基 礎 とな

る理 論 ・モ デ ル の 研 究 も行 う。

次 に,「 新 機 能 」研 究 の 前期 で は,主 と して統 合

シ ステ ムに 必 要 な 個 別 新 機能(柔 らか な認 識 ・理

解,柔 らか な 推 論 ・問 題 解 決,柔 らか な ヒ ュー マ

ンイ ン タ フ ェ ー ス と シ ミュ レー シ ョン,柔 らか な

自律 制 御)を 実 現 す るた め の研 究 を行 う。

後 期 に お い て は,前 期 で研 究 した個 別 機 能 を統

合 して,統 合 シス テ ムす なわ ち リア ル ワー ル ド適

応 自律 シス テ ム と情 報統 合対 話 シ ス テ ムの実 現 に

向 け た 研 究 を行 う。 こ こで の1つ の研 究 目標 と し

て は,実 時 間 で 動作 す る シス テ ムの実 現 で あ る。

1.5.2シ ス テ ム

「シ ス テ ム」 研 究 は,「 超 並 列 シ ス テ ム 」 と

「ニ ュー ラル シス テ ム」に 分 け て進 め られ る。「超

並 列 シス テ ム」 研 究 開発 の前 期 で は,い くつか の

ハ ー ドウ ェ ア プ ロ トタイ プシ ス テ ム の 開発 が行 わ

れ る。1つ は プ ラ ヅ トフ ォー ム と して,そ れ 以 外

は 最終 的 な超 並 列 シス テ ムの 中 間 目標 と して開 発

され る。 この た め に,超 並 列 アー キ テ クチ ャ,超

並 列 オ ペ レーテ ィ ン グ シス テ ム,超 並 列 言 語,プ

ロ グ ラ ミン グ環 境 と シス テ ム開発 環 境,シ ス テ ム

評価 な どの 研 究 開発 が 行 わ れ る こ とに な る。

後 期 に お い て は,前 期 で 開 発 され た プ ロ トタ イ

プ シス テ ムの 評 価 に 基 づ き,超 並 列 シ ス テ ムに お

け る実 証 用 プ ロ トタイ プ シス テ ムが 開発 され る。

ソ フ トウ ェ ア研 究 で は,超 並 列 の オ ペ レー テ ィ ン

グ シス テ ムや 言 語 シス テ ムの 実現 が焦 点 に な る。

「ニ ュ ー ラル シス テ ム」研 究 開発 の 前期 で は,

は じめ に新 規 の 理 論,モ デ ル お よび ハ ー ドウ ェア

ア ーキ テ クチ ャが研 究,評 価 され,ハ ー ドウ ェア

プ ロ トタイ プ シス テ ムの 開発 が行 われ る。 プ ロ ト

タイ プ シス テ ムは後 期 ニ ュー ラル シス テ ム や新 機

能 の実 験 用 に用 い られ る。

後 期 に お い て は,理 論 お よび モ デ ル が 精 選 さ

れ,100万 ユ ニ ッ ト規 模 の 実 証 用 プ ロ トタ イ プ の

開 発 が行 わ れ る。

「シ ス テ ム」 全 体 の 研 究 開 発 の 後 期 に お い て

は,超 並 列 シ ス テ ム と ニ ュ ー ラル シス テ ム との統

合 が 主 要 な研 究 開 発 テ ー マ とな る。

1.5.3光 コ ン ピ ュー テ ィン グ ・デ バ イ ス

「光 コ ン ピ ュー テ ィ ング ・デ バ イ ス 」 研 究 開 発

の前 期 で は,光 イ ンタ コネ ク シ ョン,光 ニ ュー ラ

ル シ ス テ ム お よび光 デ ジ タル ・シス テ ムに 必 要 と

な る基 本 的 な デ バ イ ス技 術 の 開 発 を 行 い,同 時

に,光 部 品 の標 準 化 お よび モ ジ ュー ル 化,ま た 小

規 模 な光 シ ス テ ム の ア ーキ テ クチ ャ も研 究 課題 と

す る。

後 期 で は,光 コ ン ピ ュー テ ィ ン グ シス テ ムの プ

ロ トタ イ プ の開 発 を 目指 す と と もに,シ ス テ ム側

と設 計 指 針 に 関 す る イ ン タ ラ ク シ ョ ンや 光 モ

ジ ュール の提 供 を 目指 す 。

第2部 調査研究活動概要報告

2.1委 員会 活動

本調査研究事業は,通 商産業省機械情報産業局

内に設置された委員会(通 称:親 委員会,委 員

長:石 井威望(東 京大学教授(平 成元,2年 度),'

慶鷹大学教授(平 成3年 度))の 下に,当 協会内に

委員会 ・分科会 ・ワーキンググループ(WG)等ト
を設置 して実施してきた(表2-1～2-3)。

新情報処理技術調査研究委員会(平 成元一2年

度)お よび新情報処理技術フィージビリティ調査

研究委員会(平 成3年 度)以 外はすべて当協会新

技術調査研究室が事務局を担当した。ただし,平一 一



成3年 度においてのみ,一 部を㈹ 日本電子振興協

会のご協力を得た。以下では,親 委員会以外のす

べての活動概要を報告する。

2.1.1平 成 元 年 度

表2-1委 員会活動(平 成元年度)

委員会等の名称 委員長等(敬 称略) 開催数

新情報処理技術調査研究委員会 石井 威望(東 京大学)他21名 3同
一

基礎技術分科会 甘利 俊一(東 京大学)他14名 2回

超並列 ・超分散処理WG 弓場 敏嗣 低 総研)他3名 7回

学習WG 鈴木 良次(東 京大学)他14名 10回

光技術 ・新デハイスWG 神谷 武志 喋 京大学)他9名 10回

.・_L-一.」 一'一 ー一 一 ピ ー 一 一.一.

新機能分科会 柏木 寛(電 総研)他14名 2回

3次元情報処理WG 島田 潤 パ 電総研)他ll名 10回

認識 ・理解WG 杉江 昇(名 古屋大学)他11名 9回

自律 ・協調WG 井上 博允(東 京大学)他9名 8回

社会応用分科会 佐々木iE(ノ ヤー力 他20名 6回

(1)基 礎技術分科会

新しい情報処理の基礎となる技術について,研

究開発の現状を レビューすると共に,今 後の技術

動向を予測 し,技 術シーズの側から新 しい情報処

理の目指すべき方向について提言を行 うことを 目

的とし,超 並列 ・超分散情報処理,学 習,光 技術

・新デバイスの3項 目についての検討を行 った。

(1-1)超 並列 ・超分散処理

工学的構成的な立場に立って,脳 の情報処理機

能の実現を目指したニューロコンピュータ等の新

情報処理の原理(数 理的基礎理論),基 本機能 の

モデル,シ ステムアーキテクチャ等のさまざまな

側面から,柔 軟で高度な知的情報処理の基盤とし

ての超並列 ・超分散処理について総合的な調査 ・

検討を行 った。

(1-2)学 習

神経回路網における学習 ・記憶機構の生理学的

解析,神 経回路モデルの学習理論の数理工学的な

解析,人 間の学習機能の認知科学的観察 ・モデル

化による解析等の検討を通し,パ ターン的学習モ

デルや記号的学習モデル,さ らにはそれらの融合

的学習モデル等について調査 し,高 度で柔軟な新

情報処理の実現に不可欠な学習の基礎技術につい

て総合的な調査 ・検討を行った。

(1-3)光技術 ・新デバイス

超並列 ・超分散処理等の新情報処理方式を実現

する革新的ハー ドウェアの構成に必要な電子デバ

イス,光 デバイス,分 子 ・バイオ素子などの新デ

バイス技術の可能性 と今後の課題を明らかにする

とともに,デ バイス技術の側から見た新情報処理

システムの 目指すべき方向を検討した。

(2)新 機能分科会

現在のコンピュータが不得意 とし,今 後の実現

が期待される新たな機能に関し,そ の具体的なイ

メージを明らかにするとともに,取 り組むべき課

題を抽出することにより,機 能の側から新 しい情

報処理の目指すべき方向について提言することを

目的として,3次 元情報の処理,視 覚 ・聴覚等の

認識や理解,生 体が行動する際に見られるような

自律 ・協調機能の3項 目について検討を行った。

(2-1)3次 元情報処理

3次 元空間の情報を扱 うための新しい情報処理

機能の探索を目指 し,例 えば,立 体的な情報を1

次元の数字や記号の列に分解せずにそのままの形

で表現 し取 り扱 うことを可能とするような,3次

元的な情報表現法,情 報伝達法等の項 目につい

て,情 報工学,光 学等の分野における最新の研究

成果を踏まえ,調 査 ・検討を行 った。

(2-2)認識 ・理解

生体の持 っているパターン認識機能や状況理解

の仕組みと,そ れを工学的に実現する方法につい

て調査検討を行った。具体的には,認 識や理解の一
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構造に関する生理 ・心理学的な知見の調査を行 う

とともに,シ ーンの認識 ・理解構造,音 声の認識

や言語理解機能など,外 界の時間的空間的情報を

把握し知識を獲得 し,そ れらを基に対象を認識 ・

理解する機能の実現を目指して,構 成的な機能モ

デルや情報処理システムについて調査 ・検討を

行った。

(2-3)自律 ・協調

多自由度系の制御に見られるような,部 分的な

要素がシステム全体と調和を取 りつつ機能する自

律的かつ協調的なメカニズムについて調査検討を

行った。このため,自 律 ・協調の枠組みとして,

ニューラルネ ットワーク等のモデル,部 分システ

ム間の通信方式,超 並列処理システムによる実現

方法等について調査 し,感 覚行動系への適用可能

性の検討を行った。

(3)社 会応用分科会

新たな情報処理技術の応用分野を明確にすると

ともに,そ の社会的インパク トについて調査検討

を行った。

2.1.2平 成2年 度

表2-2委 員会活動(平 成2年 度)

委員会等の名称 委員長等(敬 称略) 開催数

新情報処理技術調査研究委員会 石井 威望(東 京大学)他21名 3回

基礎研究分科会 鈴木 良次(東 京大学)他21名 6回

計算機科学分科会 甘利 俊一(東 京大学)他18名 5回

統合型コンピューテ{ングWG 弓場 敏嗣(電 総研)他32名 1回

統合型コンピューテ{ン蹴 幹事会 弓場 敏嗣(電 総研)他9名 4回

新機能 ・理論Sub－聡 大津 展之(電 総研)他12名 6回
ニューラルシス私S曲 －WG 岡部 洋一(東 京大学)他10名 5回

超並列シス私Sub－部 弓場 敏嗣(電 総研)他8名 7回

光 コンピュータ・デ'{叙WG 神谷 武志(東 京×学)他20名 7回

光情報処理技術Sub－蹴 石原 聰(電 総研)'他4名 4回

デジ妨 光 並列 コンピュータSub-% 一岡 芳樹(大 阪大学)他4名 3回

光 ニュー田 ンピュータS面 一㏄ 久間 和生(三 菱電機)他4名 4回

光イン夘 ネクンヨンSub－閲 和田 修(富 士通)他4名 4回

社会応用分科会 佐々木 正(ン ヤープ)他20名 ll回

平成2年 度は平成元年度にとりまとめられた新

情報処理技術のコンセプトの具体化手法を明らか

にすることを 目的として,以 下の項 目についての

検討を行った。

(1)基 礎研究分科会

新情報処理技術において,生 理学,認 知科学,

生体情報処理等の分野に関する基礎研究テーマと

しての取 り組みが必要と思われる項目の検討,明

確化を行った。

(2)計 算 機 科 学 分 科 会

超 並 列 ・超 分 散 処 理 お よび 柔 らか な 情報 処 理 を

キ ー コ ンセ プ トとす る新 情 報 処 理 の技 術 に 関 し

て,デ バ イ スか ら応 用 に いた る シ ステ ムの 具体 的

イ メー ジ を 明 らか にす る と と もに,そ の 実 現 の た

め に研 究 開発 が 必 要 な課 題 を 抽 出 し,新 情 報処 理

の 技術 体 系 を と りま とめ た 。 この た め に,光 コ ン

ピ ュー タ ・デ バ イ ス,お よ び 統 合 型 コ ン ピ ュ ー

テ ィ ング の2項 目につ い て検 討 を 行 った 。

(2-1)統 合 型 コ ン ピ ュ ーテ ィ ン グ

汎用 超 並 列 コ ン ピ ュー タ と ニ ュ ー ロ コ ン ピ ュー

タ とを統 合 した統 合 型 コン ピュ ー タを 開 発 目標 と

して,WSI(WaferScaleIntegration)等 のデ バ

イ ス,ア ー キ テ クチ ャ,計 算 方 式,応 用 の各 観 点

か ら検 討 を 行 う と と もに,計 算 機 シ ス テ ム と して

の実 現 可能 性 を探 り,統 合 型 コ ン ピ ュー タ,統 合

型 情 報 処 理 の技 術 体 系 の検 討 を行 っ た。,

(2-2)光 コ ン ピ ュ ー タ ・デ バ イ ス

デ ィ ジ タル 光 並 列 計 算 機,光 ニ ュ ーFコ ン

ピ ュー タ等 を 開発 目標 と して,デ バ イ ス,ア ーキ

テ クチ ャ,計 算 方 式,応 用 の各 観 点 か ら検 討 を 行

うと と もに,計 算機 シ ス テ ム と しての 実 現 可 能性

を 探 り,光 コ ン ピ ュー タ の技 術 体 系 の 検 討 を 行 っ

た 。一
!
}

{

}



(3)社 会応用分科会

平成元年度に引き続いて,21世 紀の社会動向,

重要課題,お よび将来の情報処理に対する社会

ニーズと,技 術的シーズとを照合し,新 情報処理

技術のあるべき姿を明確にするとともに,社 会的

インパクトを明らかに した。

2.1.3平 成3年 度

(案)の 内容について検討を重ね,最 終的に新情

報処理技術フィージビリティ調査研究委員会へ提

出するに至った。

(2)プ ログラム準備委員会

平成3年 度の具体的な事業計画の検討,ワ ーク

ショップ運営に係わる諸事項の検討,制 度検討準

備会のための検討等を行 った。

表2-3委 員会活動(平 成3年 度)

委員会等の名称 委員長等(敬 称略) 開催数

新情報処理技術開発
フィージピllアイ調 査 研 究 委 員会 石井 威望(慶 慮大学)他21名 3回

ワークショップ実行委員会 甘利 俊…(東 京大学)他11名 12回

理論 ・新機能分科会 大津 展之(電 総研)他22名 6回

超並列ンステム分科会 島田 俊夫(電 総研)他13名 6回

ニューラ'レシステム分科会 古谷 立美(電 総研)他13名 6回

光システム分科会 矢嶋 弘義(電 総研)他14名 6回

プUグ ラム準備委員会 一ー一18名 7回

PFF準 備会 一一一17名 7回

制度検討準備会 一一一13名
10回

(3)PFF準 備会

光技術分野での米国との共同研究の可能性につ

いて検討を行った結果,日 米科学技術協定の下で

実行可能なスキームをとりまとめることができた。

④ 制度検討準備会

本準備会では,こ の研究開発プロジェクトを実

際に推進 していく技術研究組合の組織 ・体制,ま

たそのために必要な諸規程について検討を行った。

(1)ワ ークショップ実行委員会

RWCプ ログラムの基本計画の策定を目的に,

2回 の国際 ワークショップを開催するためワーク

ショップ実行委員会を設け,そ の下に研究分野ご

との4つ のワークショップ分科会を設置 した。

第1回 目のワークショップでは,ま ず本実行委

員会から研究計画の基本的枠組みを示 した後で,

国内外の研究者から提出された研究課題について

の議論を踏 まえた基本計画書(素 案)を 提示 した。

第2回 目のワークショヅプでは,第1回 に提示

した素案とその後参加者に送付した基本計画書に

対 して寄せられた意見等を参考にして新たに作成

した基本計画書(案)を 提示 し,内 容に関する基

本的理解を得ることができた。また,本 プログラ

ムの実施体制についての基本案も示された。本実

行委員会ではワークショップ終了後 も基本計画書

2.2海 外派遣

RWCプ ログラムは国際的な交流と協力の推進

を重要視 しており,調 査研究の第1年 度目から海

外の政府機関や研究者 との交流を実施してきた。

表2-4は 米国および欧州への派遣団の記録であ

る。
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表2-4海 外派遣記録(平 成元年度～3年 度)

派遣期間 訪問国 主 な 訪 問 先 ・ 参 加 国 際 会 議 等

2年1月10日 米 国 AT&T,CalTech,CMU,IBM、MIT,StanfordUniv .,
～1月21日 UCB,UCSD.USC他

会 議 DCNN-WASH-90(1/15～1/19),TPC'90(1/15～1/16)

2年9月30日 米 国 AT&T.BostonUniv.,CalTech,CMU,DARPA,IBM,MIT ,
～10月14日

StanfordUniv..UC,UCB,UCSB,UCSD,USC他

会 議 Frontiers'90(10/8～10/10)

2年9月30日 ベルギー EC委 員会DGXIII総 局

～10月14日 仏 InsUtutD'OptiqueTheorique&ApPUquee,CNRS,

CNRS－ しIMSI,Univ.ofdeParis-Sud

独 Univ.ofErlangen,GMD,Univ.ofDusseldorf

英 国 DTI,

ImperlalCollegeorScience,TechnologyandMedicine

ス イス EPFL(EcolePolytechniqueFederaleDeLausanne)

会 議 VCIP'90(10/1～10/4)

4年1月15日 米 国

一 一 ・.

光技術に関する日米専門家会合
～1月21日 場 所 UCSD(Univ.ofCaliForniaSanDiego)

参 加 OSTP.DARPA.DOC,UCSD.USC.AT&T.NSF他

4年3月19日 ベルギー EC委 員会DOXIII総 局
～3月29日 独 GMD

仏 INRIA

英 国 DTI

2.3成 果発 表会 ・報 告会 等

調査研究の成果を国内はもとより,広 く海外へ

も情報を提供する目的で国際シンポジウムや国際

ワークショップ等を毎年開催 し,成 果の普及とR

WCの 啓蒙に努めてきた(表2-5)。

表2-5成 果発表会 ・報告 会等(平 成元年度 ～3年 度)

開 催 日 成果発表会 ・報告会等の名称 場 所 参加人数

2年3月30日 平成元年度

新情報処理技術調査研究中間報告会
機械振興会館 250名

2年12月2日
～12月4日

新情 報 処理 技 術国 際ワークショッア90

(NIPT'90)

箱根 ホテル小滴園 45名

(16)

3年3月13日
～3月14日

新情報処理技術国際シン彩ウム'91

(MPT'91)

新高輪 プllンス棚 453名

(36)

3年11月5日
～11月8日

第1回 ワー クシ ョップ

(1stMPTWorkshOP'91)

横 浜 プリンスホテル 100名

(28)

4年3月2日
～3月3日

第2回 ワー ク シ ョ ップ

(RWC'92:Real-WorldCompuUng'92)

桁 ル ニュ一言一夕ニ 99名

(24)

*参 加人数の()内 は、外国 及び在京大使館等の機関か らの参加人数。
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2.4成 果 報告書
一6に 示 す 。

3年 間の調査研究事業で作成した報告書を表2

表2-6 成果報告書(平 成元年度～3年 度)(除 く内部資料)

発行年月 (発行者)報 告 書 等 の 名 称

2年3月 (通産 省)
・新情 報処 理技 術調査 研究委 員会 報告書

・REPORTOFTHERESEARCHCOWITTEEONTHENEWINFOMATION

PROCESSINGTECHNOLOGY(上 言己報告 書の 英語版)

撒 ㌫ 省委繍 査熊 技術集離 業等研究開発艦 告書
(ニューロコンピュータ等新情報処理技術総合的調査研究)

(D基礎技術分科会報告書(2噺 機能分科会報告書

'新麟 驚 麟 巖6當 ㌔
次元情報処理W・報告書

(2)学習WG報 告書(5)認 識 ・理解WG報 告書

(3)光技術 ・新デバイスWG報 告書(6)自 律 ・協調WG報 告書
m米 国実態調査報告書

3年3月 (通産 省)

・新情 報処理 技術 調査 研究委 員会報 告書

.REPORTOFTHERESEARCHCOMMITTEEONTHENEWINFOMATION

PROCESSINGTECHNOLOGY(上 記 報告 書の英 語版)

!跳 ⊆省委調 査縮 技術集糎 業等研究噸 査報告書
(ニューロコンピュータ等新情報処理技術総合的調査研究)

(1陛礎研究分科会報告書

②計算機科学分科会報告書(3)社 会応用分科会報告書

'新騰 欝 鶴 嬬 曇醐 驚
.欧・・実態調査報告書

胱 ・ン白→・…嶋 告書(4繍 報処理欝 需1ポ㍊

4年3月 (通 産 省)

・ 「|1アルワールFコンピューティング・プログラム」 基 本 計 画 書

:量竃繋 麟 欝 約諾麟 豊灘 難 語版、

・新情報処理技術に関する総合的調査研究報告書

一/



一
【謝辞】

本稿では,㈱ 日本情報処理開発協会新技術調査

研究室が事務局として3年 間にわたって実施 した
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3年 間にわたる調査研究事業を予定通 り終了す

ることができたのは,通 商産業省のご指導はもち

ろんのこと,本 調査研究において,ご 指導 ・ご協

力を賜わった委員各位,な らびに国内外の多数の

研究者各位のご協力に外ならない。 ここに深甚な
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情報処理技術者試験制度の現状 と今後の課題

通商産業省機械情報産業用

情報処理振興課 吉 澤 ゆか り

通商産業省では情報処理技術者試験制度の見直

しを行 うため,機 械情報産業局長の私的諮問機関

である情報化対策委員会情報処理技術者試験部会

試験制度研究会(委 員長 浅野正一郎学術情報セ

ンター教授)に その検討を諮問し,当 研究会は,

情報処理技術者へのニーズと育成に関する調査及

び欧米の試験制度に関する調査を踏まえ,情 報処

理技術者試験制度の見直し作業を行ってきたが,

平成4年3月 にその提言をとりまとめ,情 報処理

技術者試験部会に報告された。

本稿は,そ の提言の内容及び参考までに情報処

理技術者へのニー'ズと育成に関する調査の結果に

ついて紹介するものである。

なお,本 提言で懸案 となった情報処理技術者像

の明確化と人材育成方法等については,産 業構造

審議会情報産業部会情報化人材対策小委員会(委

員長 稲葉秀三財産業研究所理事長)に おいて審

議を行 うこととな り,そ の第1回 小委員会をさる

5月19日 に開催 し具体的検討に入った。

1.は じめ に

現行の情報処理技術者試験制度は,昭 和44年 の

発足以来,二 十有余年にわた り情報処理技術者の

育成に大 きな役割を果た してきている。この間,

技術の進展などに応 じて試験区分を追加するとと

もに,出 題内容についても技術の進歩を取 り込む

などの対応をしてきてお り,全 体 としては,評 価

も高 く応募者も順調に増加 している。しかしなが

ら,近 年におけるコンピュータ技術の発展は,情

報処理技術者をとりまく環境に大きな変化をもた

らしている。ハー ドウェア,情 報通信,ソ フ ト

ウェアシステム構築技術等は格段に進展し,そ の

適用分野は拡大 してシステムも大規模化,高 度化

が進む一方,使 用するコンピュータの多様化も進

んでいる。今 までの大型 コンピュータに替わっ

て,小 型 コンピュータと組合わせたシステムの構

築すなわちダウンサイジング現象も顕著化してき

ている。このような情報処理技術の急速な進展な

どの環境の変化に伴い,情 報処理技術者試験に対

して以下のような更に検討すべき点とともに新た

な要望がでている。

(1)育 成すべき情報処理技術者像 と試験区分のあ

り方

(2)産 業界から要望のある試験区分の追加や新た

な技術者像に対応 した試験区分の追加

(3)カ リキュラムの公表等開かれた試験制度への

改善

(4)試 験の運用方法,試 験区分ごとの出題方法 ・

内容の在 り方一
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この うち技術者像を明確にするためには,試 験

という側面を越えて産業界が求める情報処理技術

者の人材育成とい う観点からの検討が必要である。

現行の試験制度は進展しつつある情報化社会に定

着してお り,社 会で合意された技術者像なしに試

験制度のみの大幅な見直しを行 うことは社会的に

混乱を招 くことも懸念される。

したがって,試 験制度の見直しについては,技

術者像の明確化を含め更に慎重な検討 と各界のコ

ンセンサスを得 る配慮が不可欠である。 このた

め,当 研究会では技術者像 とそれに基づく試験区

分の在 り方についての具体的な取 りまとめは行わ

ず,産 業界からの要望や これまでの内外の試験制

度に関する調査を踏まえた検討の結果 として,緊

急に改善が必要 と考えられる当面の課題について

提言するにとどめた。 これらの提言がすみやかに

実施されれば,更 に試験の有効性が高まるものと

期待 される。

2t我 が国の試験制度に関する当面の改善

課題 についての提言

(1)出 題内容の見直 し

従来のメインフレーム中心の情報処理から,多

種多様なコンピュータをネットワーク化 して,複

雑化する業務処理を柔軟に行 う分散型の情報処理

の体系が浸透 しつつある。 このように,情 報処理

技術は今後ますます複雑化,多 様化するなかで,

情報処理技術者試験が常に情報処理産業界の実情

に即 した出題内容となるよう,恒 常的に見直すこ

とが必要である。

特に,近 年顕著となっているダウンサイジング

の潮流はオフコンからワークステーション,パ ー

ソナル コンピュータへと移行 してきてお り,開 発

に使用される言語はC言 語が主流となっている。

しかしながら,現 在,第1種 情報処理技術者試験

及び第2種 情報処理技術者試験の試験で行なわれ

ているプログラムの作成能力の出題は,FORT

RAN・COBOL・PL/1及 びアセンブラ言

語の4言 語であ り,C言 語は現行の試験対象から

外れている。C言 語の試験への採用を早急に行 う

ことが必要である。

この提言をうけて通商産業大臣指定試験機関の

醐 日本情報処理開発協会では,C言 語の試験への

採用について検討を進めてきた結果,受 験生が選

択するプログラム言語の一つとしてC言 語を追加

して出題することとした。C言 語の仕様はJIS

(日本工業規格)が 制定されるまでは,現 在JI

S作 成のもととなっているISO(国 際標準化機

構)規 格の仕様に より試験を行 う。

また,試 験の実施時期は,第2種 情報処理技術

者試験は平成4年10月18日(日)予 定の秋期試験

から,第1種 情報処理技術者試験は平成5年4月

18日(日)予 定の春期試験から実施する。

(2)増 大 す る受 験 者 へ の 対 応

本 試 験 の応 募 者 は近 年,年 率10%を 越 え る伸 び

で 推 移 して お り,平 成3年 度 で は60万 人 に達 し,

今後 更 に 増 加 す る勢 い で あ る。 受 験 者 数 の急 増 に

伴 い,昭 和61年 か ら第2種 情 報 処 理 技 術 者 試 験 を

年2回 の 実施 と して対 応 して きた が,今 日で ば,

試 験 委 員 に よる答 案 の採 点 ・試 験 会 場 の 確 保 等 が

限界 に達 して きて い る。

海 外 の 状 況 を み る と,オ ラ ン ダ のEXIN

(StichtingHetNationalExameninstituutVoor

Informatica)で は 国家 試 験 と して初 級 技 術 者 の 試

験 区 分 の一 部 にパ ー ソナル コン ピュ ー タを 用 い た

試 験 を実 施 して お り,米 国 のICCP(lnstitute

forCertificationofComputerProfessional)で も2

年 後 を 目標 に コ ン ピ ュー タに よ る試験 の 導 入 を計一
{
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画している。

本試験においても,第2種 情報処理技術者試験

については機械化 した試験を実施する可能性が残

されていると思われ,こ のための検討が望まれる

が,当 面は,出 題形式の見直しを行い,記 述式の

問題の一部を多肢選択式として機械採点の比率を

高めるなど,受 験者の大幅増加への対処について

検討す る必要がある。

(3)開 か れ た 試 験 制 度 へ の 対 応

従 来 よ り,「 出題 範 囲」 と して 公 表 して い る 科

目の 内容 は,総 花 的 ・羅 列 的 で あ り,「 範 囲 が 広

す ぎる 」,「何 を勉 強 した ら良 いか 分 らな い 」 等 の

指 摘 が あ る。 ま た,現 在,模 範 解 答 や 試 験 結 果 等

は 公 表 は して い な い が,不 合格 とな った受 験 生 か

ら模 範 解 答 を 示 して ほ しい との 要 望 もあ る。

海 外 の例 を み る と,米 国 のICCPで は,AC

M(AssociationforComputingMachinery)やIE

EE(lnstituteofElectricalandElectronics

Engineers)等 の カ リキ ュ ラ ムを参 考 に して,受 験

者 の 学 習 の 役 に 立 つ カ リキ ュ ラ ムや 問題 の例 題 等

を集 め た オ フ ィシ ャル ス タデ ィ ガイ ドを 出 版 して

い る。

技 術 者 の育 成 を 目的 と した 本 試 験 制 度 に お い て

は 上 記 の受 験 老 の要 望 に可 能 な限 り応 え,教 育 ・

学 習 に 有 益 な 情報 を提 供 で きる体 制 とす る こ とが

必 要 で あ ろ う。 この た め,受 験 者 が 系統 だ った学

習計 画 に基 づ いて 自己 研 讃 を 行 い得 る よ うな 「出

題範 囲」 の公 表 を検 討 す る必 要 が あ る。 また,模

範 解 答 や得 点 分布 な どを公 表 して受 験 者 が 自 らの

レベ ル を 知 り学 習 の 参 考 に す る こ とが で きる よ う

検 討 す る こ とが 望 ま しい 。

(4)デ ータベース技術者,シ ステム制御技術者及

びプロジェク ト管理技術者に対する試験区分新

設への対応の考え方

最近の急速な情報化の進展に伴い,産 業界から

は新たな試験区分増設への要望がある。

① データベース技術は,重 要な技術分野である。

しかし,現 状ではデータベース技術者とはどの

ような技術者を指すのか,そ の活躍の場面はど

こかな ど 「技術者像」に対するコンセンサスが

得 られていない。将来,技 術者像を明確化して

いく中で検討を行なうべきである。

② システム制御技術者を対象 とする情報処理技

術者試験については,現 在財 日本情報処理開発

協会で実施 しているマイクロコンピュータ応用

システム開発技術者試験をそのまま導入す るの

ではなく,広 範なシステム制御関係の技術者を

対象とした試験の可能性を検討した うえで,そ

の導入の是非を決定すべきである。

③ プロジェクト管理技術については特種の試験

の中に一部取 り込んでいるが,プ ロジェクトが

大型化する中で,産 業界よりプロジェクト管理

技術者の育成 ・評価のニーズが高まっている。

プロジェクト管理技術者試験については今後の

「技術者像」明確化の中でプロジェク ト管理技

術者の位置づけを検討するとともに,試 験実施

が技術的に可能か否かを検討 した上で,そ の導

入の是非を決定すべきである。

情報処理技術者へのニーズと育成に関す

る調査の結果

情報処理技術者試験は,発 足後22年 が経過 し,

情報部門の人材採用や業務依頼の指標 として広 く

利用されるなど,社 会的責任が増大してきている。

本調査研究は,近 年のハー ドウェア ・ソフ ト一



一
ウェア ・通信技術の進展による,情 報処理技術者

をとりまく環境変化の方向性を抽出するととも

に,そ れに対 して情報処理システム提供側が考え

ている対応を明らかにするとともに,今 後求めら

れる情報処理技術者の育成について把握すること

を目的として実施 した。

調査に当たっては,情 報処理技術者試験に団体

申請している約4,000事 業所から511事業所を選択

し,平 成3年7月 から8月 にかけてアンケー ト調

査により実施 した。アンケー ト調査票の回収率は

370件(回 収率72.4%)で あった。

現在

N・368

スーtt－コノビュータ オη スコノピュータ ワーケス丁ツ'ノlt"]ナ ルコンピュータ1イ,O]ン ピュ一夕 そ の 他

/

将 来

N・360 308 2214.7 7.8 剛 …奮4

1.情 報処理分野をとりま く環境の方向性

調査結果によると,情 報処理技術は多様化 ・複

雑化 ・専門化の方向に向い,情 報処理システムの

社会的影響は拡大し,情 報処理システムの利用形

態 ・利用方法は多様化 していくことを予想してい

る。

L汎 用 コノピ・一夕

2.ス ーパー」ンヒ'ユータ

3.オ7ィ スコンピュータ

4.ワ ークステーソタン

5.パーソナルコンピュータ

6.マ イクロコンピュータ

7.その他
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将来N・984
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図2主 に利用す るコンピュータ

2.専 門 化

専門化を情報処理システムの構築に必要とされ

る技術,必 要 とされる専門知識の特化,細 分化等

の側面で調査 した。

Lプ ログラミング技術

2.柵 ワーク技 術

3,データベース技 術

4.画像処理技術

5.制御技術

6.知識情報処理技術

7.シス九運用技術

8.ソステム監査技 術

9.そ の他
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ネットワーク技術,デ ータベース技術で全体の

75.2%を 占めるが,今 後は,ネ ットワーク技術,

データベース技術はやは り必要だがこれに加えて

画像処理技術,知 識情報処理技術,シ ステム監査

技術が必要になると考えている団体が多い。

また,必 要となる情報処理技術の専門知識につい

ては,高 度化 し専門知識として特化 していく領域

は今後増大 し,個 々の専門領域はますます細分化

し,技 術の進歩速度は今後一層上がると8割 以上

の団体が予想 している。

3.シ ステム開発体制の再編成

多様化する情報処理技術およびシステム化ニーズ

の下でシステムを構築するために,今 までのよう

に対象業務知識や情報処理技術の高低によってプ

ロジェク トを編成するのではなく,個 々の技術分

野に精通する専門技術者,そ れら専門技術者を統

合 しプロジェクトの全体的な管理 ・調整を行 う統

合調整役の共同作業で対応 していこうと考えてい

る。

1.業務知識と一般的な情報処理

知識を備えた技術者

2.1.+専 門技 術者

3.2.+統 合調整 役

4.専門技術者のみ

5.専門技術者+統 合調整役

6.経験やスキルの高低

7.そ の他
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図4プ ロジ ェク ト編成方 法

システム開発に当た ってのプロジェク ト編成

は,現 在は 「対象業務についての知識をもち,一

般的な情報処理知識を備えた情報処理技術者で編

成する(28.4%)」 及び 「対象業務知識,一 般的な

情報処理知識を備えた情報処理技術者+専 門技術

者+プ ロジェクトの全体的な調整 ・管理等を専門

に行 う統合調整役で編成する(27.1%)」 と答え

た団体が多かった。将来は,「対象業務知識,一 般

的な情報処理知識を備えた情報処理技術者+専 門

技術者+統 合調整役」で編成するべきだ と考えて

いる団体が34.3%に 上った。

情報処理技術者の職種を経験やスキルの高低以

外に,「専門技術者,統 合調整役などの ように役

割で分けている」,ま たは 「現在は分けていない一 ノ



一
が今後必要」とした団体は7割 以上に上った。

さらに,統 合調整役の役割を特にプロジェク ト

管理面とその他の調整(部 門間,ベ ンダ間,専 門

技術間などの調整)に 分割 し,プ ロジェクト管理

専任者を割 り当て る必要 がある と した 団体 は

51.1%に 上った。ただし,3割 以上の団体が 「プ

ロジェクト管理専任者を割 り当てる必要があるか

どうか どちらともいえない」と答えていることか

ら,開 発システムの規模や複雑さの程度によりプ

ロジェク ト管理専任者の必要が生 じる場合と生 じ

ない場合があると見るべきだろ う。

統合調整役を含 める構成が将来的 にはほぼ

50%,専 門技術者を含める構成が同 じく80%弱 で

あることか ら,将 来的にはプロジェクト編成に当

たって統合調整役と専門技術者の必要性が増大し

ていくといえよう。

4.要 請される技術者の育成

(1)専 門技術者の育成

コンピゴ ータ固有技術の専門分野に特化 した技

術者(以 下,専 門技術者)の 育成についての調査

結果を以下に示す。

① 専門技術者の育成の必要性

減少する 現状 と同様 緩やかに増大 加速的に増大

(D高度化 し専門知識 として特化

していく領域(N・343)

(2}個々の専門領 域 の細分化

(N・342)

(3)技術進 歩速度(N・343)0.oi

OlO2030405060708090100(%)

図5専 門知識 ・技術の方向性

情報処理技術の専門知識について,高 度化 し

専門知識 として特化 してい く領域は今後増大

し,個 々の専門領域の細分化はますます進み,

技術の進歩速度は今後一層上がると予想する団

体が大多数を占めた。特に,技 術進歩速度が加

速的に増大すると考えている団体が半数以上を

占め,技 術進歩への対応に対する危機感の高ま

りが うかがわれる。

このような状況の中で,「現在および今後 とも

専門技術者の育成が必要」 と考 えてい る団体

は,実 に全体の98.6%に 上 り,専 門技術者の育

成 が如 何 に急 務 で あ るか を 如 実 に 示 して い る。

② 専 門 技 術 者 の 育 成 が 必 要 な 分 野

専 門 技 術 者 の 育 成 が 必 須 で あ る と答 え た 団体

が50%を 超 え た 分 野 に は,フ.ロ グ ラ ミング技 術

(62.0%),ネ ッ トワー ク技 術(80.6%),デ ー

タベ ー ス技 術(80.9%)が あ る。

また,85%の 団体 が今 後 新 しい専 門 技 術 が 出

て きた とき,こ れ に対 応 した 専 門 技 術 者 を 育成

す る必 要 が あ る と考 え て い る。一



q)プ ロ グ ラ ミング技 術(N・345)

(2)ネ ッ トワ ー ク技 術(N・346)

(3)デ ー タベ ー ス技術(N・346)

〔4)画像 処 理技 術(N=345)

{5)制 御技 術(N・346>

(6)知 識 情報 処 理技 術(N・343)

(7}シ ス テム 運用 技術(N・344)

(8)シ ステ ム監 査技 術(N・345)
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図6専 門 技 術 者 の育 成 が 必要 な 分野

(2)統 合調整役の育成

システムの開発にあたってプロジェクトを円滑

に運営す るための役割を専門に担当する統合調整

役の育成についての調査結果を以下に示す。

① 統合調整役育成の必要性

現在,31.4%の 団体が統合調整役をプロジェ

ク トに加えている。また,50.0%の 団体が将来

統合調整役をプロジェクトに加えるべきだと考

えている。

統合調整役 が必 要 と思 う理 由につ いては

30.4%の 団体が,「 プロジェク ト全体をまとめ

るのは,専 門技術とは異なった才能を必要 とす

る」からと考え,24.0%の 団体が 「プロジェク

ト管理は作業量が多 く,片 手間では出来ない」

からと考えている。すなわち,専 門技術 と統合

調整は同一人では賄いきれず,共 同作業でプロ

ジェク トを運営 していかざるを得ないとの認識

が読み取れる。

また,現 在あるいは今後,統 合調整役の育成

が必要だ と考えている団体は99.4%に のぼる。

N=886

カジェク}全体をまとめるOU、専F

とは黙 った糀 を瀕 とする

加ジェクト管理0、作業量が多く、

片手間甜出来⑳

允ジェクト運営の面から、開発者と

場を異に†る者が瀕 である

技術者間の意見調整等を的確に

行う戌、統合調整役ぱ別人のほが良い

図7統 合調整役が必要と思う理由一/



新局面を迎 える情報化 人間中心の情報化

1992年 版情報化 白書 「総論」 よ りの抜粋

1992年版情報化白書が5月25日 に出版

された。編集にあたっては,石 井威望慶

鷹義塾大学環境情報学部教授を委員長 と

する 「情報化 白書編集委員会」を中心

に,多 数の執筆者の方々のご協力を仰

ぎ,コ ンピュータ関連業界の最新動向を

取 り上げている。

構成は右図のとお り。

'92年版白書は
,①r新 局面を迎える情

報化 人間中心の情報化』をテーマと

して,人 間を中心に据えた情報化の観点

から,国 内外の変化や人間の意識 ・価値

観の変化 ・情報化および関連テ クノロ

ジーの変化が,人 間にどのようなインパ

ク トを及ぼすかを考察した総論と,② 情

報化編,情 報産業編,環 境 ・基盤整備

編,国 際編の4本 柱で例年どお り内外の

情報化および関連する諸問題の動向を多

様な観点から紹介した各論,③ 最新統計

などの基礎的データや年表を一括に収録

したデータ編で構成されている。

ここでは,そ の中から総論の一部をご

紹介することとしたが,情 報化分野に携

わる方々にとっては必携の書と思われる

ので,是 非ご一読をお薦めしたい。

《
各

論

》

◆総 論

情報化 白書1992年 版の基本構成 と狙い

産業における情報化

2.個 人 ・生活における情報化

社会 ・行政における情報化

地域における情報化

.情 報関連技術の進展
コンピュータ産業

.情 報サービス産業

.電 気通信産業

標準化

セキュリティ対策

人材育成

ヒューマンインタ7ェ ース

情報化関連施策

国際環境の変化 と情報化の進展

アメリカ

ヨーロッパ

アジアNIES、 その他諸国

1新局面を迎える情報化 ・・人間中心

の情報化」をテーマとして、わか りや

すい読みものとしてまとめた。

産業、個人 ・生活、社会 ・行政、地域

における情報化の新しい動きと課題を

ユーザの視点でまとめ、情報化の利用

側の実情を示した。

情報化の提供側として、・ンピ。一久1

情報サービス、電気通信の各産業とこ.

れらの基礎となる情報関連技術の新し

い動きを示 した。

情報化の進展を支える基盤テーマとし

て、標準化、セキュリティ対策、人材

育成、ヒューマンインタフェースの新

しい動きを示 し、併せて、これら全体

を支援する通産省の施策を紹介した・

先進国、NIESお よびその他諸国も

含め、グローバルな視点から情報化の

新 しい動き、関連施策、錬領導を示し

た。

、

統計数値等の基本的データおよび

情報化年表(1991年1～12月)を 更新

して示した。一
』

{
蕊



「1992年版情報化 白書」総論:

新局面を迎える情報化一人間中心の情報化

1.は じめ に

1.1情 報 化 の トレ ン ド

わ が 国 に お い て"情 報 化"が 始 ま り,"情 報 化

社 会"の ビ ジ ョンが提 唱 され だ した の は60年 代 半

ば で あ った。70年 代 に は,コ ン ピ ュー タや 通 信 技

術 の 目覚 ま しい 進 歩 に 支 え られ て"産 業 の情 報

化"が 飛躍 的 に進 展 し,さ らに80年 代 に入 る と,

パ ソ コ ン ,ワ ー プ ロの 小 型化,高 性 能 化 が進 み,

情 報 化 は 個 人 や 日常 生 活 とい うパ ー ソナ ル な 分 野

に まで 浸 透 し始 め,1985年 の 通 信 自由 化 を 契機 と

して ネ ッ トワ ー ク化 が 急 速 に 進 ん だ 。

また,80年 代 後 半 以 降"高 度 情 報 化"と い うこ

とが いわ れ る よ うに な り,そ れ まで 高 度 な 産 業 化

を促 進 す る要 素 のみ が 重 視 され る傾 向に あ った 情

報 化 が,個 人,社 会 全 般 に ウ エ イ トを 置 い た 視 点

で 捉 え られ る よ うに もな った 。 そ れ は,高 度 消 費

社 会 の 成熟 とそれ に伴 う価 値 観 の多 様 化 に 基 づ く

個 人,社 会 か らの要 請 で もあ った 。

90年 代 に 入 って起 こ った湾 岸 戦 争 や1日 ソ連 の崩

壊 な どの よ うな 国 際 環境 の激 変 は,情 報 お よび メ

デ ィアの 役 割 と人 間 社 会 との 関 係 を ま す ま す 強 く

意 識 させ る も ので あ った 。 技 術 の 面 で も,例 え ば

ニ ュー ロあ る いは フ ァジ ィ ・コ ン ピ ュ ー タ,そ し

てバ ー チ ャル リア リテ ィ(仮 想 現 実 感)な ど,人

間 の感 性 や 行 動 に 直接 か か わ る新 しい技 術 の開 発

が急 ピ ヅチ で進 め られ て い る。

1.2人 間のための情報化

こうして80年代後半以降は,r人 間および生活

を重視 した情報化』が情報化全般の大きな トレン

ドになっている。これは情報機器やシステムが,

企業人だけでな く主婦,子 供たち,そ して高齢者

にも使いやすいものにな り,社 会的インフラ(基

盤)と なるような人間中心の情報化社会を目指す

ものである。

しかし,現 段階では,社 会のインフラ部分にお

ける情報化はまだ未整備な状況にある。今後,人

間そのものを重視 した人間中心の情報化を推進す

るためには,人 間と技術との調和のとれた発展を

促進することが肝要になろ う。

2.社 会環境の変化 と情報化

90年代に入って激動を続ける世界情勢に一貫 し

てみられる特徴は,民 主化と情報化の影響である。

特に,グ ローバルな情報の共有が世界各国の政治

・経済体制を揺さぶっているといっても過言では

ない。また,国 内においては景気の後退およびそ

れに伴 う情報化投資の短期的な冷え込みなどが懸

念される一方,わ が国の社会経済の高齢化,情 報

化,国 際化が加速する中で,日 本型システムの有

効性が問われつつある。

ここでは,こ うした国内外の環境の大きな変化

を概観するとともに,そ の底流にある情報化のう

ね りをみていこう。

2.1国 際環境の変化

ゴルバチ ョフがソ連共産党書記長 として登場 し

た1985年 以降,世 界史的な大事件が多発している。

特に,1989年12月 のマルタでの ゴルバチ ョフ=

ブッシュ会談は,冷 戦の終結を告げるとともに新

秩序形成を宣言するものであった。この間,ソ 連

では国内の経済改革を最優先させるためにペ レス

トロイカやグラスノスチの推進カミ図られていた



が,国 内 で の民 族 紛 争 が 激 化 し,社 会 主 義 の イデ

オ ロギ ー もそ の効 力 を 失 った 。 この よ うな イ デ オ

ロギ ーの 変 化 は,ま ず 東 欧 社 会 主 義 諸 国 に お い て

政 治 革 命 とな って 表 出 した 。 ポ ー ラ ン ドや ハ ンガ

リーの 民 主化,そ して1989年11月 の ベ ル リンの壁

の崩 壊 と続 き,最 終 的 に ソ連 邦 の崩 壊 へ と つ な

が って い った。

2.1.1国 際 環 境 の 激 変 と情報 化

湾 岸 戦 争 の ニ ュー ス ソー スは テ レビで あ った 。

世 界 中 が 戦 争 の進 行 とほ ぼ 同 時 に ほ ぼ 同 一 の 情 報

(テ レビ画 面)を 眺 め,そ の 推 移 を 追 っ た 。 ま

た,情 報 ・通 信機 能 を ふ ん だ ん に装 備 した ハ イ テ

クを駆 使 して 行 わ れ た とい う点 に お い て ,そ れ は

「情 報 戦 争」 で あ り,人 間 の行 動 や 社 会 の動 き に

情 報 メデ ィア が果 たす 役 割 の大 き さを 改 め て 知 ら

しめ る もの で あ っ た。

こ う した例 は近 年 に世 界 で起 きた 大 きな 出 来 事

に共 通 して見 られ る。 例 え ば,イ ラ ン革 命 に は カ

セ ヅ トテ ー プ レ コー ダが ,フ ィ リピ ン革 命 に はV

TRが,中 国 の天 安 門 事 件 に は フ ァ クシ ミ リが影

響 を 与 え た 。 こ う した メデ ィアに よ って もた ら さ

れ た 情 報 の 共 有 が 人 々の 行 動 の原 動 力 に な り,新

しい体 制 の構 築 に着 手 す る の に貢 献 した の で あ る。

湾岸 戦 争 は情 報 戦 争 で あ った と同時 に,人 々に

バ ー チ ャル リア リテ ィ(仮 想 現 実 感)に つ い て 考

え させ る もの に も な った 。 つ ま り,テ レビ画 面 を

通 してみ る戦 争 の場 面 は,映 画 や ゲ ー ムを 観 て い

るか の よ うで,あ た か も コ ン ピ ュ ー タ グ ラ フ ィ ッ

クス の 立 体 映像 が 醸 し出 す 人 工 現 実 の 世界 さな が

らの 世 界 で あ り,非 現実 的 な もの と して捉 えた 人

も多 か った の で は な い だ ろ うか。

2.1.2新 た な 国 際 秩 序 の 模 索

この数 年 の激 動 を経 験 して,国 際 社 会 は 新 た な

秩 序 の構 築 を 目指 し始 め て い る。

現 在,わ れ わ れ の 眼 前 に 横 た わ る大 きな 課題 は

地域 ・民族紛争,南 北問題,核 拡散防止 ・軍縮 ・

安全保障などの問題である。その内,特 に南北問

題について考えよう。

東西関係には大きな変化が訪れたが,南 北問題

はむしろ80年代を通 じて,南 北格差,南 南格差が

拡大 し,貧 困人口が増大 した。世界銀行の1990年

の年次報告でも80年 代を 「失われた10年 」 と呼

び,貧 困層は発展途上国全体で11億5,000万 人に

のぼると推定している。 これ らの地域では貧困が

多産を生み,多 産が貧困を生むという悪循環があ

る。 このペースで人 口が増え続けると食糧をどう

確保するか も大問題である。

さらに問題なのは,南 北格差は経済的な問題に

限らず,世 界的にみると情報は量的にも質的にも

北側に偏っている。こうした情報格差が存在する

中で南側諸国も含めた新しい国際秩序が模索され

なければならないのである。

2.1.3地 球環境問題への対応

現在認められる地球環境問題としては,① 二酸

化炭素の排出増による地球温暖化,② フロンガス

によるオゾン層の破壊(紫 外線の増加による生態

系への影響)な どの大気の問題,③ 硫黄 ・窒素酸

化物(化 石燃料の燃焼 で発生)に よる酸性雨の

(森林を枯らす)問 題,④ 熱帯林破壊を中心とす

る途上国の環境破壊と開発の問題などが挙げられ

る。 その原因としては,厳 密に実証されたわけ

ではないものの,近 代の石油エネルギーへの依存 ・

による大量生産 ・大量消費 ・大量輸送に特徴づけ

られる産業文明が環境破壊を促進してきた点が大
、

きいことは確かである。

80年代半ばごろから広 く一般に地球環境問題が

認識 され るようになったのは,宇 宙からの観測が

さまざまな破壊を見せつけたからであり,地 球規

模の環境モデルを可能にしたスーパーコンピュー

タや衛星の存在があるからである。南極で観測さ
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一
れたオゾン層の減少の事実 も,1986年 にNASAの

人工衛星(ニ ンバス7号)に 搭載されたオゾンセ

ンサーによる計測結果を映像化 したのも,さ らに

アマゾン幹線道路を軸に魚の骨状に延びた熱帯雨

林伐採の映像が見られたのも,情 報 ・通信技術の

成果である。その うえ,こ うした環境破壊の有様

がテレビ放映など,目 に見える形で人々に伝達さ

れて,世 界中の人々に地球環境保全の大切さが実

感をもって浸透 されたという効果 も大きい。

2.2国 内環境の変化

日本の国内問題として考えねぽならない課題は

数多い。その中でも,特 に重要な問題は①マクロ

経済の状況,② 人口問題とその産業お よび労働力

へのインパクト,③ 社会構造上の問題点と情報化

の基盤整備である。

2.2.1マ クロ経済の状況

1986年12月 から91年初頭にかけて続いた景気拡

大は,公 共投資の拡大に円高,物 価安,金 利安と

い う要因が重な り,日 本経済の構造調整を促すス

ケールの大きいものとなった。 しかし,黒 字減 ら

しと内需拡大を図 り,公 定歩合を史上最低 の

2.5%に まで引き下げた(1987年2月)金 融の緩

和によるカネ余 りは,空 前のバブル経済を生み,

マネーゲーム社会をつくり出した。

ここでは,ま ず今後のマクロ経済の動向を左右

するいくつかの重要な要因について見てみよう。

(1)高 貯蓄率

わが国の家計は平均4千 万円を超える資産(土

地などの実物資産 と株式等の金融資産)を もち,

国民総資産残高(ス トック)は1988年 末で同年の

名 目GNP(フ ロー)の 約16倍 に達 し,経 済のス

トック化の進展が続いている。

しかし,経 済企画庁の推計によると,す でに貯

蓄率は1976年 の23.2%を ピークに低下が続いてお

り,1989年 には14.2%,2010年 には9%程 度にま

で低下するとみられている。国内総貯蓄の50%を

占める家計貯蓄は投資資金の源泉でもあることか

ら,こ うした動きは内外の投資資金の逼迫にも繋

が り,国 内の経済成長率の低下,そ して国際的に

はジャパンマネーの流れにも影響を与えるとの懸

念 もある。

(2)設 備投資

設備投資は1987年 度以降2桁 の伸び率を続けて

きた。対GNP比 率(名 目ベース)も1990年 度に

は19.8%と 高い水準にあり,こ れは先進主要国と

比較 しても圧倒的に高い数値である。近年の活発

な設備投資の背景にあるのは技術革新であり,そ

の中心になっているのがマイクロエレク トロニク

スや新素材の先端技術である。しかし一方で,資

本ス トックの伸びはそれほど高 くはない。それは

技術革新や リス トラクチャリングに伴 う設備の更

新が多く,ス トックの蓄積に直接的には繋がって

いないからである。

(3)公 共投資

豊かな社会とは,何 よりも第1に 社会資本が充

実 していることである。そのため,21世 紀に向け

て社会資本整備の充実を図っていく上での指針と

して,1990年6月 に政府は 「公共投資基本計画」

を策定 した。その中で,政 府は本格的な高齢化社

会の到来を控えて,2000年 までの間に総額430兆

円の公共投資を行 うとしている。

2.2.2人 ロ問題とその産業へのインパク ト

人口と労働力の今後の推移は,単 に日本経済の

動向を知るためだけではなく,高 齢化と情報化の

あ り方など日本の社会全体の趨勢を見通す上でき

わめて重要である。したがって,以 下で,人 口と

労働力に関する主なポイントを見てお くことにす

る。

(1)高 齢化 と少産化一 ノ



高齢化社会の到来は予測を上回るスピー ドで近

づいている。2015年 には,65才 以上の人 口が ヨー

ロッパ28.7%,北 米 ・日本25% ,ソ 連22.7%,東

アジア20、2%と なるという予測がある。日本の場

合,高 齢化のスピー ドが速いことが特徴である。

同時に少産化の傾向も顕著である。特に合計特

殊出生率(1人 の女性が生涯に生む子供の平均

数)が 女性の晩婚化,未 婚率の上昇によって年々

減少 し,平 成2年 には1.53人 という結果が発表 さ

れて波紋を呼んだ。平均寿命や死亡率の予測値に

大きな変動がないとすると,21世 紀初頭にわが国

が世界一の老人国になるのは必至の情勢である。

これからの日本社会は,少 産化の傾向を回復す

る対策 と高齢化に対応 した価値観やライフスタイ

ルの確立 と併せて ,労 働生産性のアップを図ると

いう3つ の課題を背負っていかなければならない。

(2)労 働力人口と人手不足

90年代は第1次 ベビーブーム層が働き盛 りの世

代であり,第2次 ベビーブーム層が生産年齢人口

に加わってくるものの,若 年労働力は減少する。

15才未満の年少人 口の減少 という長期的な傾向

は,2000年 以降も出生率の低下に伴 う生産年齢人

口の低下とともに,日 本の社会経済全体に深刻な

影響を与えると予想される。

現在のところ,企 業の雇用意欲は衰えを見せ

ず,建 設業を中心に欠員率が高い。また,職 種で

は技能工,生 産工,サ ービス,販 売などの職種に

おいて人手不足感が大きい。 また専門 ・技術 ・管

理 といった職種にも不足感が広がっている。こう

した労働力不足の背景のひとつには離職者の増加

がある。特に若年層の離職率の上昇 と失業期間の

長期化は,転 職希望の高まりなど職業意識の変化

が作用 している。ただ し,若 年層ほど仕事と余暇

の両立を図 りたいとする意識が強いこと,労 働条

件のよい業種ほど離職率が低いこと,賃 金より労

働時間を比較的重視することなどの一般的傾向が

見られる。その補充や新規採用の困難 もあって,

規模の小さな企業では勤務延長 ・再雇用制度の導

入や臨時 ・パー トタイム労働 ・派遣労働者の活用

で人材の確保 と活用を図ろうとしている。

他方で,近 年の労働市場の特徴 として,女 性の

就労の増大,外 国人労働者の増大 も挙げられる。

(3)日 本の雇用慣行

勤労者が7割 強を占める日本社会において,日

本的な雇用慣行といわれる新卒一括採用,終 身雇

用,年 功賃金,年 功序列,企 業別組合,OJTに

よる訓練,大 企業における高い定着率などは,日

本の政治的,経 済的,社 会的安定に貢献している。

しか し一方で,新 卒時の採用の厳選化と労働力流

動化の抑制,ひ いては受験競争の激化,労 働者の

自主性や選択性の喪失というデメリットをも伴っ

てきた。

ピラミッド型の労働力構成 と平等主義 ・企業主

義のもとで高度経済成長期を通 じて形成された日

本の雇用慣行 も,石 油危機後の安定成長経済下で

変貌をすでに余儀なくされ,そ の後も高学歴化,

女性就労の増大,人 口の高齢化,第2次 ベ ビー

ブーム層の就労 という労働市場の動向やマイクロ

エレクトロニクスに代表される技術革新などの影

響を受けて,徐 々に変化 してきている。

こうした労働環境の変化に伴って,就 労形態の

多様化が進展 し,企 業経営の人事戦略 もこれまで ・

の雇用慣行とは様変わ りしよう。実際に,現 在 ,

女性や高齢者のための環境整備を図る観点から,
ト

育児休業制度,女 子再雇用制度,柔 軟な労働時間

管理制度や継続雇用制度,短 時間勤務制度などの

導入が行われつつある。また,リ ゾー トオフィス

やサテライ トオフィスさらには在宅勤務など,情

報通信ネットワークを活用 した勤務形態など科学

技術面からの支援も期待される。一



2.2.3社 会経済システムの変化

(1)企 業型社会からの脱却

経済面の豊かさとは裏腹に生活面の豊かさを実

感できないとい う国民生活の実態は,産 業,生 産

を中心とする社会のメカニズムが会社中心の生活

サイクルを生み出した結果でもある。国民生活の

充実を図るための 「手段」としての企業そして経

済の発展が,次 第にr目 標」に転化し,企 業を中

心 とした生活構造や社会経済システム,い わゆる

「企業型社会」が形成されてきた。

しかし,近 年では仕事 より生活を重視するとい

う人が増え,人 々の考え方も一昔前とは逆転 して

お り,労 働に対する評価尺度 も量 より質の面で捉

えようとする方向にな りつつある。労働時間の短

縮問題は,ゆ とりある豊かな生活を目指 して,こ

れまでの経済効率を優先する社会経済 システムを

見直そ うとする1つ の動きでもある。

② 一極集中是正のグラン ドデザイン

東京圏を中心とする大都市への行政および経済

機能の集中は人口,住 宅,文 化,教 育,情 報の一

極集中を進行させてきた。東京圏の過密は国際的

にみても特異なほどに進んでおり,人 口の全国比

は25.7%,23区 内だけでも6.6%を 占め,就 業者

でとらえた人口密度 もきわめて高い。

都心部に勤務し周辺県に居住する大量の就業者

は,遠 く・狭 く・高い住環境と長距離通勤を余儀

なくされ,生 活のゆとりや豊かさが損なわれる大

きな要因ともなっている。

そのためにも,大 都市圏を上回る豊かさをもつ

地方への就業の分散を推進するため,社 会システ

ムの整備を進行 し,し かも,情 報化をツール とす

るグランドデザインとそのための実行力が今 もっ

とも必要とされている。

3.情 報化の深化 と人間社会

技術開発においても生活者の需要や使い勝手を

重視する傾向が顕著にな りつつある。 しか し情報

・通信技術の進歩など,情 報化を促進する手段は

着々と整いつつあるものの,現 状ではそれを受け

入れる社会の仕組みや基盤が必ず しも即応できる

体制にはなっていない。

そ こで,情 報化が人間社会に及ぼすインパクト

とはいかなるものかを,人 間の意識,価 値観,ラ

イフスタイルの変化という視点から概観する。

3.1情 報化と人々の意識

日本の情報化は今まさに成熟期を迎え,新 たな

飛躍を模索し始めている。安定 した経済成長下に

あって,モ ノの豊かさに充足 し,効 率的で便利で

安全な生活の確保もある程度のレベルで達成 しえ

たとき,人 々の欲求はより高次の豊かさを目指そ

うとする。経済的豊かさと利便性を維持 しつつ,

さらにゆ とりと充実を基本とする豊かな生活を求

めばじめたのはその現れである。

モノの価値が主 として人間の生理的な欲求を満

足させることを基本 とするならば,情 報の価値は

人間の達成欲求を満足 させることにつながるもの

といえる。そ うした点からすると,情 報の価値の

生産を中心とする情報化社会では,物 的欲求に加

えてより高次の欲求を充足できる可能性が開けて

いるといえよう。

情報化は自らの論理のみによって進展 してきた

ものではない。それは人間社会の要請に基づ くも

のであ り,消 費社会の成熟と価値観の変化にも大

きく影響されている。情報化を見るに当たって

は,そ の点をまず踏まえておかねばならない。そ

の上,人 間の考え方 も変化する。近代工業社会に

おいては有形のものを作 り出すことにウエイ トが

おかれていたのに対して情報化が進むと無形のも

のにも価値を認める考 え方が確立 されて くる。一



ファッションの流行といった感覚を尊重する傾向

が若者世代の文化の中心になっているのはその現

れであろう。

近代における情報技術の発達は各メディアの個

別の発達であった。印刷術,電 信,電 話,ラ ジ

オ,テ レビ,レ コー ド,写 真 ,コ ンピュータ

等々,そ れぞれが自立した技術 として,そ してよ

り正確な情報をより大量に伝達する手段 として発

達 してきた。 しか し近年,個 別に発達してきたメ

ディアがさまざまな形で融合 しマルチメディアへ

と胎動 しは じめた。それらは理性,そ して感性に

訴える情報メディアへと志向している。その背景

には,近 代的な合理精神 よりも主観的感覚性 ,さ

らには情報メディアが切 り拓きつつある新たな可

能性を好む人々の意識の変化があ り,技 術的な可

能性の前にそ うした傾向が加速されようとしてい

ることがあげられよう。

特に70年 代中頃を境に多様化,個 別化が主要課

題 となっている。その現象はいたるところに見ら

れるが,そ れは石油危機,エ レク トロニクス革新

といった経済的,技 術的理由のみによって表出し

たものではなく,人 々の倫理や美意識の変化にも

強 く影響を受けている。例えば,多 品種少量生産

は,価 格の低廉 さを犠牲にしても,実 用性よりも

容器や色彩 といった雰囲気(主 観的感覚)を 愛好

し,多 様性を支持する消費者の意識に基づ くもの

である。

80年代の技術進歩はあえて効率を引き下げてで

も多様性を可能にする方向に向ったといえよう。

多様性を欲求する人間心理には,他 人との差別化

(私だけ),時 間的な差別化(い ち早 く)に よる主

観的満足感を得ることへの価値の高ま りがある。

選択する行為に自己表現の可能性を見いだしてい

るわけである。その意味で多様化とは情報化でも

あったといえる。

また,そ の視点から情報化 についてみ るなら

ば,多 量で高速度に情報が提供される社会にあっ

て,人 々は情報の消化不良に陥ってそれが慢性化

し,感 性が弛緩してしまっている面はないであろ

うか。また,あ らかじめ加工された精度の高い情

報とばか り接触 していると,自 分で考えた り探っ

た りする習慣が乏 しくなって,人 間のもつ感性や

ひらめきが発動される機会が少な くなる危険性 も

ある。一様で客観的な答えのみが求められる試験

方法への対応が身についてしまった若者に特にそ

の傾向が顕著に見受けられる。便利さの裏で失わ

れるものがあるのであり,過 度の依存を回避 して

いくという個々人の意識改革が必要となろう。

90年代に入った現在,人 間の具体的な生き方に

情報化の知恵をどれだけ生かせるかを考える段階

に来ている。情報も情報技術も自己増殖してい く

力をもっている。それをコン トロール していく人

間の英知と強力な精神が何にもまして必要だとい

えよう。

3.2情 報化とライフスタイルの変化

情報化を個人の意識の面で捉えると,こ れまで

の経済的繁栄の追究に加えて ,自 らの感性に合っ

たゆとりと豊かさに基づく個性的なライフスタイ

ルを求める傾向が強まったといえよう。

現在,核 家族の中でさえも家族の個人化が進行

しつつあ り,時 間も空間も私有化 ,個 人化 しつつ'

ある。

その結果,同 じ場所に居るというだけで成 り立
し

つ コ ミュニ ケ ー シ ョンや 地 理 的 な 近 接 で 作 り上 げ

られ て いた コ ミュ ニ ケ ー シ ョン以 外 に 空 間 を超 え

た 情 報 ネ ッ ト ワー ク上 で行 わ れ る コ ミュ ニ ケ ー

シ ョ ンが盛 ん に な りつつ あ る。 す なわ ち,親 子 関

係 や 地 縁 ・血 縁 に よる ム ラ社 会 の 中 で の コ ミェニ

ケ ー シ ョン 以 外 に,同 世 代 ,仲 間,サ ー クル と
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一
い った ヨ コの 関 係 に よる結 びつ き が強 ま りつ つ あ

る。

もち ろ ん,人 々の ライ フ ス タイ ル の変 化 は,社

会 シス テ ム そ の もの の変 化 に よる と こ ろ も大 きい 。

そ の 意 味 で,今 後 の 人 々 の ラ イ フ ス タ イル の 変 化

を 見 通 す に は,情 報 化 に よる 部分 と社 会 シ ス テ ム

の 変 化 に 求 め られ る部 分 との 両方 に注 目 して い く

必 要が あ る。

4.人 間と科学技術(特 に,情 報 関連のハ

イテク)

科学技術の発展は人間社会に利便性をもたらす

と歓迎する意見が一般的である。 しかし一方で,

科学技術,な かでも技術の発展は人間疎外を生む

との不安も存在す る。科学技術が人間性に背き,

非人間的だと危惧 される一因は,そ の自己増殖性

にあると思われる。技術は科学と融合しているば

か りでなく,国 際情勢,軍 事,産 業構造,経 済機

構,教 育などと結びつ き,相 互のインパ クトによ

る変化と制度化により自走性(一 種の無 目的な暴

走も含めて)を も獲得してしまう。技術が望まし

くない方向に進むとい う危険に対して,そ れを有

効に支配し制御する手段を人間がもち合わせてい

ないとすると,人 間は自ら生み出した技術によっ

て引き起こされる事態を収束できないというディ

レンマに陥る。科学技術がもたらすあ り得べき危

険に対 して常に警戒 し,警 報を発 し続ける不断の

努力が人間に要請される義務であ り,権 利でもあ

る。

しか し,悲 観的な見方ばか りではない。技術は

人為であるがゆえに,人 間の本性に適 うものとな

るはずである。技術を追究 し,極 め尽 くし,文 化

的な成熟を見せたとき,そ れは人間に寄 り添 うも

のとなるであろう。科学技術への評価の目とその

役割への期待は並立可能 と思われる。

4.1情 報 ・通信技術の発展と人間社会

新 しい情報 ・通信技術はいつの時代も社会を変

えてきた。前述 したように,近 年の世界情勢の激

変に情報とメディアが与えたインパクトは大きい。

ふるく遡れば,印 刷機が発明されたからこそ,マ

ルチン・ルターの宗教改革は成功したのである。

今後の情報 ・通信関連のハイテク技術には,国

や文化の相違を克服する役割が期待される。例え

ば,言 葉の壁を克服する自動翻訳(通 訳)機 や個

人レベルの交流を可能にするパソコン通信などが

考えられる。今後,記 憶容量の大きい超LSI技

術が量産できるようになれば,ポ ケットサイズの

自動翻訳機は遠からず実現可能である。パソコン

の導入は西側先進諸国のみならず,民 主化の流れ

とともに世界を席巻する可能性は十分ある。あと

は,利 害の一致するプロジェクトづ くりなどで相

互理解を深めていけば障害も徐々に克服できるの

ではないだろうか。それは,言 うほどに簡単では

ないに しても,最 近の情報技術が社会を変えた事

例を思い浮かべると,そ うした期待もあながち夢

物語ばか りとはいえないであろう。

しかし同時に,情 報技術が国民生活に与える影

響の内で,マ イナス面の増大が見込まれる領域と

しては 「人間 ・環境に及ぼす影響」,「従来の倫理

・道徳 との摩擦」,「国民の不安感」などがあげ ら

れる。このうち特に,社 会が急速に情報化 されつ

つあるために生じている国民の不安感として,社

会基盤の脆弱さ,プ ライバシーの侵害,技 術への

不適応の問題などが指摘されている。このような

不安感を極力払拭 し,マ イナスのインパクトを最

小限に抑えるためには,情 報化の影の部分につい

ても配慮するとともに,事 前評価に よる影響の把

握が重要課題 となろ う。一/
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4.2人 間 と コ ン ピ ュー タ

人 間 と機 械 との 関係 の変 化 は,コ ン ピ ュー タ の

出現 に よ って,人 間 工 学 か ら ヒ ュ ー マ ン イ ン タ

フ ェー ス とい う新 しい観 点 が 導 入 され た こ とに 端

的 に 現 れ て い る。

今 日,コ ン ピ ュ ー タに 関 す る使 い 易 さ の 論 議

は,人 間 の メ ン タル な 側 面 に 注 目 した心 理 的 な モ

デ ル が 基本 に な って い る。 マ ン ・マ シ ン ・イ ンタ

フ ェー ス の段 階 で は,マ ン とマ シ ンは 対 立 概 念 で

あ り,両 者 の境 界 部 分(例 えば,コ ン ピ ュ ー タで

はCRTデ ィス プ レイや キ ー ボ ー ド)を うま く繋

ぐこ とが で き るか ど うか が機 械 の 使 い 易 さを決 定

付 け る ポイ ン トで あ った 。 一 方,ヒ ュー マ ンイ ン

タ フ ェ ース は最 初 か ら人 間 と機 械 の一 体 化 を 目指

した設 計 を行 う方 向 で あ り,人 間 と機 械 の 情 報 的

接 点 を 中心 に 論 じて い る点,ま た,高 度 な コ ン

ピ ュー タ技 術 を前 提 と して い る点 な どで従 来 の マ

ン ・マ シ ン ・イ ンタ フ ェー ス とは 異 な る。 人 間 が

自分 自身 の こ とを 考 え,創 造 性 を 発揮 し うる分 野

で あ る。

コ ン ピ ュ ー タは機 械 を コ ン トロール す る機 械 で

あ り,人 間 の思 考 活 動 と深 くかか わ り相 互 に 影 響

を及 ぼ し合 う とい う関係 をつ くる点 で,人 間 との

か か わ りに お い て他 の機 械 と は異 な る対 象 で あ る。

しか し,現 在 の コン ピュ ー タや 情 報 技術 は 未熟 な

た め に 人 間 の 能 力 に 及 ば な い 。 コ ン ピ ュー タ を人

間 の 能 力 に近 づ け る た め の 工学 的研 究 は そ う した

観点 か ら進 め られ て い る。 ニ ュー ラルや フ ァジ ィ

処 理 のみ な らず,感 性 や ひ ら め き な どに か か わ る

人 間 の右 脳 の領 域 に踏 み 込 み,現 実 世 界 の 多 種 ・

多 様 で不 完 全 な 情 報 を 処 理 で き る 「リアル ワ ール

ドコ ン ピ ュ ーテ ィ ン グ」 の 研 究 も始 ま って い る。

一 方
,人 間 の知 的 な 能 力 とは 何 か とい う と,こ

れ も 未 解 明 な 領 域 で あ る 。 人 間 を 真 似 た コ ン

ピ ュー タ の 開発 で 困難 な点 は,人 工 知 能 でい えば

脳がどういう基本構造になっているかとい うこと

に加えて,そ の基本構造の上にのせる人間の心の

ソフ トウェアがプログラム不可能な奥深いものだ

からである。人間の機能を模倣 しようとする技術

の開発も,模 倣 される人間の生体機能の解明もま

だ入口の段階にすぎないのである。

4.3仮 想 の情 報空 間

コン ピュ ー タの 発 展 の 第1期 を 大 型 コ ン ピ
ュー

タに よ る管 理 ・コ ン トロー ル の 時期 ,第2期 をパ

ソ コ ンの 到 来 に よ る個 人 と コ ン ピ ュー タ の対 話 の

時期 とす る と,現 在 は コ ン ピ ュー タが 人 と人,人

と 自然 の 間 を と り もつ 「メ デ ィア」 に な る第3期

が 始 ま りつ つ あ る とい え よ う。 パ ソ コ ン通信 や グ

ル ー プ ウ ェアの 考 え 方 に そ の 萌 芽 が 見 られ ,バ ー

チ ャル リア リテ ィ(仮 想 現 実感)に 新 しい 可能 性

が 現 れ て い る。 バ ーチ ャル リア リテ ィの よ うな 人

間 の 身体 感 覚 や体 験 を 直接 伝 達 す る メデ ィアの 出

現 は,人 間 の視 野 や イ メ ー ジ,そ れ に よ り触 発 さ

れ る思 考 を増 幅 し,新 しい 時 空 を 超 え た 世 界 を作

り出 す 可 能 性 を も って い る。

しか し一 方 で は,こ うした 情報 空 間 に対 して ,

人 間 が 非 現 実 の 世 界 に 自閉 して しま うこ と を危 惧

して警 戒 す る見 方 もあ る。 そ のた めに は,科 学 技

術 に対 す る過 信 に陥 ら な い謙 虚 さを もち,そ こに

内在 してい る危 険 因 子 を 慎 重 に 見 極 め つ つ,人 間

が い か に 豊 か な イ マ ジネ ー シ ョンを コ ン ピ ュー タ

の作 り出す 情 報 空 間 に埋 め込 ん で いけ るか ,こ れ

か らは それ が 問わ れ て くる の で あ る。

4.4電 子 的 コ ミ ュニ ケ ー シ ョン の広 が り

有 史 以 前 よ り,コ ミュ ニケ ー シ ョンは人 と人 と

の 対 話 で成 り立 っ て き た 。 そ して 今 日 ,テ レ コ

ミュニ ケ ー シ ョン と コ ン ピ ュ ー タ情 報 処 理 が 加

わ って,コ ミュニ ケ ー シ ョン の形 態 もマ ル チ な展
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開 を 見 せ 始 め た 。 従 来 型 マ ス メデ ィア が,① 一 方

向性,② 大 量,③ 同 時 性 を 特 徴 とす る の に 対 し

て,新 しい コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 手 段 は,① 相 互

性,② 脱 大 衆 化(個 別 性),③ 非 同 時 性 を もた ら し

た.そ こに,新 た な コ ミ ュニ ケ ー シ ョン空 間 が広

が って きて い る。

そ の 中心 的 存 在 で あ る コン ピ ュー タは た だ の 道

具 で は な く,人 間 が それ で何 を表 現 した いの か と

い う意 思 に 基 づ き,最 も人 間 ら し い 能 力(創 造

力)を 発 揮 し う る手段 と して の役 割 を果 た す もの

で あ る。 人 間 と コ ン ピ ュー タの 関わ りは,個 人 と

キ ーボ ー ドや デ ィス プ レイ との 接触 場 面 だけ の 問

題 で は な くな り,情 報 ・通 信 メデ ィア を 介 した人

と人,人 と社 会 の つ な が りを 支 え る もの と して機

能 して い る。 情 報 ・通 信 ネ ッ トワ ー クの 上 に電 子

的 な コ ミュニ ケ ー シ ョン空 間 が 広 が り,そ こに新

た な社 会 が 生 まれ つ つ あ る。

情 報 化 社 会 に おい て,コ ミ ュニ ケ ー シ ョン手 段

を いか に使 い こ な して い くか とい うこ とは 最 重 要

な課 題 で あ る。 例 え ば今 後,分 散 オ フ ィスや サ テ

ライ トオ フ ィス が普 及 す る と,よ り人 間 的 な 要 素

を 加 味 した コ ミュニ ケ ー シ ョ ンシ ス テ ムが 重 要 と

な る こ と もあ り,グ ル ー プ ウ ェア な どの ツ ール に

期 待 され る と ころ は 大 きい。

情 報 ・通 信 メ デ ィア を 介 した 新 た な コ ミュ ニ

テ ィが 形 成 され る との 期 待 が あ る反 面 で新 た に 生

じて くる 問題 も あ る。 情 報 ・通 信 メデ ィア を媒 介

とす るや りと りが増 え て きて 人 と人 とが 面 接 す る

機 会 が減 る と匿名 性 は 高 ま る。 人 は多 数 の 中 に 埋

没 す る と,自 分 の都 合 の み優 先 させ て 周 囲 を 省 み

な い とい う無 責 任 さを惹 起 させ や す い。 他 者 へ の

不 干 渉 は 自己 の 周辺 へ の無 関心 や 無 視 を も増 長 さ

せ る。 また,人 に よ って は,人 間 同士 の曖 昧 な コ

ミュ ニ ケ ー シ ョン よ りも,機 械 相 手 の方 が安 心 感

を 覚 え た り,そ う した 中 で 人 間 が疎 ま し く思 え た

り,切 り換 え が うま くい か ず ス ト レス を 生 じた

り,次 第 に社 会 の 中 で疎 外 感 を 感 じ孤 独 に な って

い く傾 向 も指 摘 され て い る。 家 族 の崩 壊 現 象 と コ

ン ピ ュ ー タ ラ イ ズ さ れ た 情 報 化 社 会 に お け る

「心 」 の 問題 は,と もに 人 の心 と心 を 結 ぶ コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョンに か か わ る 点 で共 通 項 を もつ 現 代 社

会 に 特 有 の 現象 と言 え る の で は な いだ ろ うか 。

4.5情 報化社会に生きる人間の教育

教育の場でコンピュータがどう使われるべきか

の議論がある。

そのなかでも現段階で最も重要と思われるのは

次の点である。 コンピュータ教育の究極の目的は

「コンピュータをどう使 うかではな く,ど うい う

ことに使 ったらいいのかということを考え出せる

人間を育てること」であるという。そのための第

一歩は,コ ンピュータのルールや手続きなどの知

識とともに,社 会や状況などとのかかわ りの中で

適切な判断ができる能力を養 うことである。特に

後者の能力を身につけるには一種の文化的 ・社会

的な土壌が要求される。コンピュータと自分だけ

の世界ができてしまうと,コ ンピュータと一体と

な りながらも,か えって周囲にどういう影響を及

ぼ しているかの実感がな くなる。それが世の中に

どう影響 しているかとか,相 手の存在を意識せず

に何をや ってもよいということになると暴走して

とり返 しのつかない事故につながることにもなる。

こうした状況を回避するためにも,情 報化社会に

生きる人間の教育は重要である。

5.ま とめ一人間中心の情報化に向けて

これまで述べてきたことの視点は,社 会と人間

と情報化(科 学技術の一端 としての)と の関わ

り,そ の現代的な意味を現象面から捉えようとす
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るところにあった。今日の時代社会や人間を取 り

巻く環境の変化は,そ の基底部分で情報化 と何 ら

かの関わ りを持っている。情報化の影響が直接的

に表出したこと,間 接的に介在 していること,深

層部分で密接な関連をもつことなど,そ の形態は

さまざまであるが,い ずれ も情報 と情報技術 とそ

の使い方の問題をわれわれに提起 している。

◆ 人間 ・社会 ・情報化 一それぞ れに求

め られるもの

今後の情報化社会の基本的な課題は,人 間と技

術の調和であ り融合である。情報の量と種類は激

増 し,情 報源と情報 ・通信メディアは多様化 ・分

散化 し,情 報技術は 目覚ましい革新を続けている。

これら情報,メ デ ィア,技 術の革新のテンポの速

さに比べて,人 間の心や営み,社 会のシステムは

それほどのスピー ドで変化 しているわけではない。

そのため,技 術革新 のみが追究 されてい くな ら

ぽ,人 間と技術が乖離 し,人 間性を疎外した情報

化社会を生み出す危険性を回避できな くなるので

はないだろ うか。

情報技術はあ くまでツールである。にもかかわ

らず,情 報化社会に主体的に生きる人間の在 り方

についての究明はあまりなされてこなかった。こ

れまでは情報化による生産 ・経済的効果や技術課

題の追究に重点が置かれてきたが,こ れからは人

間そのものの理解を踏まえた人間中心の情報化が

推進されなけれぽならない。

技術革新に求められることは,開 発の過程や結

果がもたらす影響を事前評価するアセスメント機

能を含む開発であ り,そ こには人間や社会のニー

ズと満足が認められなければならない。情報化社

会に主体的に生きる人間に求められるものは,個

としての目標の確立とそれに向けた自己実現能力

の獲得,社 会的な存在としての権利の追求 ,義 務

の分担,責 任の遂行である。そ して,社 会に求め

られるものは情報化を生かす基盤的環境の整備で

ある。そこには,都 市デザインから情報システム

や機器の配備,そ の利活用のための人材育成から

情報 リテラシーの醸成,情 報化のインパ クトとし

ての社会的課題への対処まで,幅 広い行政的,教

育的対応が含まれる。

人間中心の情報化社会の 目指すところが ,社 会

秩序を維持 した まま個人の自由を最大限に保証

し,情 報化を手段 として人間のさまざまな能力を

引き出し,望 むらくは創造性をも発揮 しうる環境

をもたらす社会であるとするならば ,そ の社会の

質は個人の資質に よって決定されるところが大き

いのは必然である。

そのような社会の実現のためには,技 術的アプ

ローチや法 ・制度的対応による解決を図ることと

あわせて,人 間の意識や自己啓発を養 う長期的な

教育 ・啓蒙活動も必要となろう。

一
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<情 報 産 業 界 の 動 向>

DEC(DigitalEquipmentCorp.)は,新 販 売

戦 略 を ヨ ー ロ ッパ で 推 進 しつ つ あ る 。1991年11月

11日 にPhilipsElectronicsを1億6,000万 ドル で 買

収 した の も こ の 一 環 で あ る 。PhilipsElec-tronic-

sは,年 商10億 ドル の ミニ コ ン ピ ュ ー タ ・ メ ー カ

で あ り,ヨ ー ロ ッパ の 金 融 業 や 中 小 企 業 に お い て

ビ ジ ネ ス を 展 開 し て き た 。DECは,こ の 買 収 に

よ り こ れ ら の シ ェ ア を 引 き 継 ぐ形 とな っ た 。

DECの 売 上高 は 現在139億 ドル で,こ の 内 の

半 分 以 上 は す で に ヨー ロ ヅパ か らの売 上 で 占め ら

れ て い る。 しか も,ア メ リカで の 業績 は,こ こ数

年 減 少 傾 向 に あ り,そ の 一方 ヨー ロ ヅパ で の そ れ

は 増 加 傾 向に あ る。DECは,こ の 買 収 に よ り,

特 にPhilipsの 顧 客 で あ った い くつ か の 大 手 銀 行

へ の売 り込 み を 強 化 す る計 画 で あ る。 また,同 社

は 中小 企 業 に焦 点 を あて た 新 しい 組 織DEE(D-

igitalEquipmentEnterprise)を 設 立 す る。DEE

で は,ワ ー クス テ ー シ ョ ンやPCそ して他 の低 価

格 機 器 を取 り扱 う こ とに な る。

〈政 策 ・制 度 〉

ア メ リカ で,「HighPerformanceComputing

andCommunication」 法 が成 立 した。 同法 は,高

速 の全 米 研 究 ・教 育 機 関 ネ ッ トワー クの構 築 お よ

び 並 列 処 理 や アル ゴ リズ ム,コ ン ピ ュ ー タ科 学 教

育 に対 し資 金 を 拠 出す る も の で,関 連 す る連 邦 機

関 に対 し10億 ドル以 上 の資 金 が 用 意 され る。

この よ うな趣 旨 の法 律 は お よそ10年 前 か ら ゴ ア

上 院議 員 か ら提 案 され て いた が,今 回 や っ と成 立

す る こと に な った 。

当初 こ の法 案 には,ア メ リカ製 コ ン ピ ュ ー タお

よび機 器 の購 入 を義 務 づ け るrbuyAmerican」 条

項 が 入 っ て お り,論 争 の的 とな って い た が,行 政

府 が拒 否 権 の発 動 を匂 わ せ た た め,こ の条 項 は 大

き く トー ンダ ウ ン し,外 国製 品 の取 扱 につ いて は

行 政 府 の裁 量 に委 ね る こ とに な っ た。

また,当 初 の 法 案 で は資 金 の使 い方 につ いて 議

会 に よ る多 くの チ ェ ッ クが盛 り込 まれ て い たが,

行 政 府 は,関 連 す る機 関 の 中 で の資 金 の割 当 て を

自 由に 動 か せ る よ うに す る必 要 が あ る と主 張 した

た め,多 くの 制 約 は 外 され た 。

〈エン ドユーザ環境〉

ダウンサイジングが大流行の昨今であるが,本

当に大幅なコス ト削減が可能となるのだろ うか。

企業が自社 コンピュータのダウンサイジングを実

施す る場合に,忘 れているのが,新 しい設備や新

しいソフ ト,人 員増加,教 育に掛かる費用である。

LAN環 境は思ったより複雑で,全 構成部のユー

ザを教育 しなおさなければならず,そ のために費

やす時間とお金は馬鹿にならない。

エンドユーザは,PCやWSの 使い方だけでな

く,ネ ットワーク環境下の卓上端末の運用方法に

ついても覚えなければならない。ネットワニク責

任者は,各 地に散らばった多くのノー ドを監督 し

なければならず,IS責 任者は,全 く新 しい管理

哲学を学ばなければならない。

教育の他には,サ ポー ト,メ ンテナンスの問題

もある。

現在はダウンサイジングへの移行期といえ,あ
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と3～5年 しな い とそ の 成 果 は ま だ見 え て こな い。

ダ ウ ンサ イ ジ ン グの 初 期段 階 で は ,か な りの投 資

が 必 要 に な るの は確 実 で,す ぐに コス ト削減 に結

び つ くこ とは な い よ うで あ る。

〈 ネ ッ トワー キ ング 〉

技 術 の進 歩 に よ り,ビ デ オ 会議 は 以 前 か らあ る

も のに 比 べ て も っ と低廉 な価 格 で利 用 で き る よ う

に な って き て い る 。 ビ デ オ 会 議 シ ス テ ム の 価 格

は,こ こ数 年 で250,000ド ル か ら25 ,000ド ル ま で

下 が った。 また,以 前 は ビデ オ会 議 用 の 特 別 な 部

屋 を作 る必 要 が あ った が,現 在 で は シス テ ムが ど

の オ フ ィス へ も持 ち運 べ るほ どの 小 さ さ とな った 。

さ らに1990年12月 に,CCITTが ビデ オ信 号 の

デ ジ タル 変 換 に 係 わ る標 準 勧 告(H.261)を 発 表

し,こ れ に 従 って,各 ベ ンダ が 開発 を進 め て い る

た め,ビ デ オ 会 議 用 ツー ル は いず れ フ ァ ック スや

モ デ ムな ど と同 じよ うに使 え る よ うに な る と考 え

られ る。 これ に よ り,マ ー ケ ッ トの 拡 大 も予 想 さ

れ る。

た だ し,H.261勧 告 は,デ ジ タル 信 号 を どの よ

うに変 換 して ス ク リー ンに 画像 を表 示 す るか を規

定 した も ので あ って,イ メ ー ジ圧 縮 方 法 につ いて

は 細 か く規 定 して い な い た め,こ れ だけ では 不 完

全 だ とい う意 見 もベ ンダ 内 あ る い は ユ ーザ 内 で 出

て い る。

網のバイパス,地 域電話会社が設備を更新 しない

ことへの不満などにより,地 域電話市場への競争

導入を求める声が高まってきている。

地域電話会社の規制は各州の公益事業委員会が

行っているが,現 在ニューヨーク州とイ リノイ州

が地域電話市場への競争導入に積極的であ り,他

州の公益事業委員会や連邦通信委員会(FCC)

は,両 州の進展を注意深 く見守っているところで

ある。

一方 ,企 業には競争導入を歓迎する向きが多い。

競争によりネ ットワークが高度化 し,高 速交換

サービスも提供されるようになって,わ ざわざ自

営網で持つ必要がなくなり,ま た料金も下がると

予想されるからである。

しか しながら,長 距離通信 と地域通信の価格体

系には,ひ とつの大きな違いがある。地域料金は

一般加入者コス トをビジネスユーザ料金で補填す

ることによって一般加入者料金を安 く抑える仕組

みになっている。おそらく地域電話市場に競争が

導入されても,州 の公益事業委員会は一般加入者

料金の値上げは認めないものと見られ,ビ ジネス

ユーザは依然としてコス トよりも高い料金を払わ

ざるを得ないであろう。

]

`

〈電気通信政策〉

アメリカは,長 距離通信事業こそ自由化 されて

いるものの,地 域電話事業に関しては必ず一地域

一事業者の独占体制である
。 これは地域住民に対

し無差別で同等なサービスを保証するための公共

事業規制の一環であるが,長 距離電話市場におけ

る顕著な競争効果や,自 営網による実質的な地域

39



わが国のネ ッ トワー クサー ビス事業 の現状

一平成3年 度情報ネ ッ トワークサービス事業実態調査結果 より一

近 年,産 業 界 の 情 報 化 の 進 展 は極 め て 著 しい も

のが あ る。 特 に ネ ッ トワー ク化 は これ ま で の各 企

業 レベ ル に お け る 企 業 内 オ ン ラ イ ンか ら企 業 間

ネ ッ トワ ー クへ と拡 大 し,広 域 的 な広 が りを み せ

つ つ あ る。

この よ うな 中 で,ネ ッ トワー ク構 築 の 効 率 化 や

円滑 な業 務 処 理 を 行 う上 で,情 報 ネ ッ トワ ー ク

サ ー ビス の利 用 は 重 要 な 役 割 を 果 た す もの と して

期 待 され て い る。

そ れ だ け に,産 業 界 全 体 と して ネ ヅ トワー ク化

を進 め る上 で,あ る いは,ユ ーザ ーの ニー ズ に 十

分 応 え る こ との で き るサ ー ビス 提供 の観 点 か ら,

情 報 ネ ヅ トワー クサ ー ビス の健 全 な あ り方 に つ い

て さ ま ざ まな 検 討 の 必 要性 が 指 摘 され て お り,そ

の 実 態 把 握 が 必 要 とな って い る。 そ のた め ,当 協

会産 業情 報化 推進 セ ンタ ー(CII)で は,昭 和

61年 度 以 来継 続 して,情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス

を提 供 して い る事 業 者 のサ ー ビス 内容,運 用 状 況

等 を 中心 に そ の実 態 を 調 査 して お り,平 成3年 度

の調 査 結 果 につ い て以 下 に 紹 介 す る。

1回 答者の業種別内訳

平成3年 度
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2.事 業の実施状況

一事業実施企業と未実施企業固定化一

これは,情 報提供業者の大半は情報処理業者で

あったためと思われる。

本年度 より 「情報ネ ットワークサービスの内

容」についての質問項 目区分を変更 してお り,従

来独立項 目としていた回線 リセールを基本通信の

中に含めることとした。また,情 報提供について

も情報処理の一部として扱うこととした。

サービスの実施状況をみると昨年とほとんど変

わ りのない回答比率であ り,既 にサービスを実施

する者は大半実施 してお り,そ の予定のない者の

はずっと実施せずにいる,と い う傾向がみられる。

無効回答の中には 「廃業した」ため返答せずと

いって返送 されてきたものもあることから,逆 に

本アンケー ト調査に回答を寄せてきている企業は

本当に実施 している企業が多 くなっているともい

える。

サービス内容については,先 述のとおり区分変

更したが,基 本通信提供企業がやや増加 したのみ

で,高 度通信,情 報処理等にそれ程変化がない。
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図2.事 業 の実施状 況

3.事 業者の規模

一デ ィジタル高速回線の導入により分布に変化一

資本金,年 商規模の分布に変化はないが,昨 年

より回答数の増えた分は,資 本金で1億 円以下の

小規模事業者であったことが推定される。

回線数規模については,20回 線以下の小規模事

業者が減 り,全 体として上方移行している。特

に,500回 線以上の大規模事業者への移行が顕著

にみられる。

一方 ,デ ィジタル高速回線の導入が急速に進ん

でいることを考えると,そ の単位回線への換算式

の違いにより,異 なる傾向が現れることも予想さ

れるので,今 後の調査方法については注意が必要

である。

一
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図3.事 業者の規模(資 本金規模)
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4.今 年度調査結果の特徴 業者21社,一 般第二種電気通信事業者228社 ,そ

の他32社 の計281社 から有効回答を回収 した。

本調査も第6回 目とな り,調 査項目を時代に即 特別第二種電気通信事業者をは じめとする有力

したものとするためい くつかの手直しを行 ってい 事業者を網羅することができ,ま た,回 収数 も詐

る。また,新 規参入業者が少な くなっているた 年の277社 に比べ4社 増となり,そ の うち65.3%

め,集 計上から新規 ・既存の区分を外 している。 が前年と同一企業であ りデータの継続性 という点

今回の調査においては,特 別第二種電気通信事 からも信頼性が高まっていることなど,本 調査は

一
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年々充実してきていると考えられる。

調査結果を概観 して,い くつかの特徴的な点に

ついて次に指摘 したい。

① 前回調査でも指摘 した,ビ ジネスの展 開方

針,売 上高,採 算性,設 備,運 用などの面でみ

られる二極化現象は今回の調査においても現れ

てお り,特 に大手業者がかつてよく議論された

「基幹VAN」 といった形でビジネスを展開 し

ていくと思われる。

元年度

採算がと

れている

② ま た,「 採 算 が とれ て い る 」 とす る も の が 今

回23.8%(前 年17%)に 達 し,約4社 に1社 が

採 算 が とれ て きた こ とに な る。

昭 和59年 ～61年 頃 の 業者 の大 量 登 録 ・届 出,

ビ ジネ ス 開始 時代 か らす る と,本 年 か ら来 年 に

か け て,設 備 の償 却 期 限(6年)を 迎 え る こ と

とな る。 初 期 投 資 の大 きい ビジネ ス で あ るだ け

に,償 却 負 担 が 減 少 し,単 年度 黒字 化 して くる

企 業 は増 え そ うで あ る。(図6,7)

将来は採算 関連事業として

がとれそう 採算性を考えている
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図6.事 業の採算性
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③ 事 業 の 狙 い(事 業 継 続 の動 機)と して将 来 性

を 見 込 ん で い る もの は 多 い が,新 しい ビジ ネ ス

チ ャ ンス とい う よ り,既 に展 開 して い る ビジ ネ

ス を 着実 に伸 ば して い こ う とい う意 識 が 感 じら

れ る。(図8)
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④ 回答 企 業 全 体 で の売 上 高 平 均 は,4,043百 万

門(平 成2年 度 は,3,662百 万 円)と か な りの額

に な っ て い る が,こ れ は 大 手 業 者(含 コ ン

ピ ュー タ メ ー カ ー系 業 者)の 数 字 に よる イ ンパ

ク トが大 きか った もの とみ られ る。(図9)
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⑤ 一 方,セ キ ュ リテ ィ対 策,障 害 対 策,運 用 体

制 に お い て は,依 然 と して不 十 分 な面 が あ る。

採 算性 を追 うた め お ろそ か に な っ て い る可 能 性

の あ る この 分野 に,今 後 充 分 な対 策 が 講 じられ

る こ とが 望 ま しい。(図10,11)
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⑥ 当 事 業 に 関 す る売 上 高 伸 び 率 の 全 事 業 者 の 平

均 は10.38%(昨 年18.7%)で あ るが,特 別 第 二

種 電 気 通 信 事業 者 は10.41%(昨 年21 .3%)で

あ る の に対 して,一 般 第 二 種 電 気 通 信 事 業 者 は

9.06%(昨 年17.4%)で あ った 。

昨年は,新 規参入業者や小規模業者の方が成長

率が高いのではないかとい う予測に反 し,大 規模

事業者の方が設備規模やサービスメニューの豊富

さを活か して高度成長していることを示 していた

が,今 年度はその差はあるものの ,全 体的に安定

成長していることが うかがわれる。

情報 セキ ュ リテ ィに関す る調査集 計結果 よ り

い 情報セキュリテ ィの実態

わ が 国 に お け る セ キ ュ リテ ィ対 策 の 実 態 を 把 握

す る ため 、平 成3年7月 に 「情 報 セ キ ュ リテ ィに

関 す る調 査 」 を 実 施 した 。 調 査対 象 は4,667事 業

体 で 、1,731事 業 体 か ら回答 が 寄 せ られ た 。 回 収

率 は37.1%で あ る。 この 調査 で は、 い ろ い ろな 興

味 深 い結 果 が得 られ て い る。

(1)情 報 シ ス テ ム の 資産 価 値

情 報 シ ス テ ム の資 産 価 値 を 評 価 した こ とが あ る

の は 、 わ ず か に3.1%に 過 ぎ な い 。 情 報 や 情 報 シ

ス テ ムを 資 産 と して と らえ る よ うに認 識 す る こ と

が必 要 で あ ろ う。

Q1.貴 社 では、情報 システムの資産 価値 を評価

した ことがあ りますか。

Q2.貴 社で は無 人運転 を採用 して いますか。

1 あ る 53件 3.1%

2 な い 1,636 94.5

無回答 42 2.4

計 L731 100.0

(2)無 人運転

情報システムに無人運転を採用 しているところ

が34.2%あ る。 この比率が高いか低いかについて

は判断が難 しいが、一般的には意外と高いとい う

印象を受ける。

1 い る 592件

一

34.2%

2 いない 1,126 65.0

無回答 13 0.8

計 1,731 100.0

(3)セ キ ュ リテ ィ管 理 者

専 任 の セ キ ュ リテ ィ管理 者 を置 い て い る の は、

11.7%に 過 ぎ な い。 セ キ ュ リテ ィ担 当者 に して も

16.6%が 置 い て い るに 過 ぎ ない 。

Q3.貴 社 には専任の セキ ュ リテ ィ管理者が い ま

すか。

1 い る 202件 11.7%

2 いない 1,519 87.8

無回答 10 0.6

計 1,731 100.0

Q4.貴 社 には専 任のセキ ュ リテ ィ担 当者が いま

すか。 、

1 い る 288件 16.6%

2 いない 1,433 82.8

無回答 10 0.6

計 L731 100.0一
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(4)シ ス テ ム ダ ウ ン か ら の 回復

基 幹 シス テ ムの 回復 許容 時 間 は 、30分 か ら3時

間 の 幅 の 中 で 設定 され て い る の が過 半 数 を超 え て

い る。 次 い で5分 か ら30分 が18.8%、3時 間 か ら

1日 が13.5%と な って お り、1日 以 下 が90%を 超

え て い る。

Q5.将 来的 に、貴社 で とるべ きバ ックア ッ

プ体制(現 行 と同 じ場合で も記入 して下 さい)

と して は、次 の どの項 目が必要 になる と思い

ますか 。次の中か ら該当す るもの を選んで下

さい。

(多重 回答)

一 一 ・

回 答 件 数 1,731件

1 手作業への復帰体制

(緊急時の手作業マニュWを 整備)

595件 34.4%

2
「

3
]

4

データおよびプログラムの分散保管
..・}一

1,309 75.6

計算センタとのバ ックア ップ契約
A'・

105 6.1

他社との相互バックアップ契約 85 4.9

5 バ ックアップサー ビス業者 との契約 185 10.7

6 バ ックアップ用 コンピュータの設置 491 28.4

7 独自のバ ックア ップセ ンタの設 置 137 7.9

8 特に対策が必要とは考えていない lll 6.4

9 その他 58 3.4

無 回 答 34 2.0

2.バ ッ ク ア ップ 対 策 の 現状

平 成3年 度 に セキ ュ リテ ィ対策 委 員 会 を設 置 し

て 、 バ ック ア ップ対 策 に つ い て調 査 研 究 を実 施 し

た 。 内容 は 、 第1章 ・バ ック ア ッ プ対 策 の必 要 性 、

第2章 ・バ ヅク ア ップ検 討 の た め の手 順 、第3章

・バ ック ア ップの 方 法 、 第4章 ・民 間 バ ッ クア ッ

プ サ ー ビス の現 状 、 とな って い る。

また 、 関 連 す る事 例 も収 録 して お り、 これ らは

実 務 に 参 考 にな る と思 わ れ る。 事 例 は 、

① 伊 藤 忠 商 事 の ヒ ュ ーマ ンエ ラー 防 止 対策

②IBMの 構 成 要 素 障 害 影 響 分析

③ ワン ビシ ア ー カイ ブズ の バ ック ア ップサ ー ビス

④NTTデ ー タ通 信 のB-SHIFTシ ス テ ム

な ど で あ る。

最 後 に、 参 考 資 料 と して 「バ ックア ップ マ ニ ュ

アル 作 成 の た め の 検 討 事 項」 を取 りま とめ て い る。

これ は 、 バ ック ア ップ.マニ ュ アル を作 成 す る た め

に 検 討 す べ き事 項 を 取 りま とめ た もの で あ る。 こ

れ に従 って 、 そ れ ぞ れ 細 目を 検 討 し決 定 す べ き事

項 を決 定 してい け ば 、 バ ック ア ップマ ニ ュアル を

作 成 す る こ とが 可 能 で あ る。

一
一
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平成3年 度事業実施報告

1.理 事会の開催

平成3年 度においては,理 事会を2回 開催 し,

以下の議案が承認されました。

(1)第1回 理事会

開催 日 平成3年5月30日

議 案 ・平成2年 度事業報告書について

・平成2年 度収支計算書 ,正 味財産

増減計算書,貸 借対照表および財

産 目録について

・平成3年 度補助金の受入れおよび

これに伴 う事業の実施について

活動状況

・新情報処理技術に関する総合的調査

研究について

・産業情報化推進センターの活動につ

いて

・中央情報教育研究所の活動について

(2)平 成4年 度事業計画について

(3)そ の他

3.賛 助会員研究会の開催

賛助会員研究会は,当 協会の事業にご支援 ・ご

協力をいただいている賛助会員の皆様を対象に,

当協会の事業についてより一層のご理解をいただ

く趣 旨で開催しています。

平成3年 度においては,以 下のとお り11回の研

究会を開催 しました。

(2)第2回 理事会

開催日 平成4年3月10日

議 案 ・平成4年 度事業計画について

・平成4年 度収支予算について

・平成4年 度における借入金の限度

額について

・役員の選任および議決について

・就業規則および給与規程の一部改

正について

2.評 議員会の開催

平成4年3月24日 に評議員会を開催 し,平 成3

年度事業の実施状況および平成4年 度事業計画等

について以下のとおり報告を行いました。

(1)平 成3年 度事業実施状況について

・全体

・特定事項

37回(平 成3年4月15日)

EDIの 企業経営に及ぼす影響

三木良治(当 協会産業情報化推進センター)

参加者39名

38回(平 成3年5月22日)

内外の コンピュータ産業の動向と90年代コン

ピュータ関連技術の展望

栗田昭平(評 論家,中 央大学講師)

参加者53名

39回(平 成3年6月20日)

通商産業省のコンピュータセキュリティ対策

一電子計算機システム安全対策基準(改訂版)

を中心に一

佐藤直一(通 商産業省機械情報産業局情報

処理振興課)

参加者61名

47



一
仁

40回(平 成3年7月8日)

システム監査の実態と将来動向

深田純夫(船橋市役所)

鳥居壮行(当協会情報セキュリティ対策室)

参加者75名

41回(平 成3年7月11日)

(a)平成2年 度 「情報処理教育実態調査」成果

より

情報処理専門学校における教育の現状につ

いて

西沢正樹(大 阪コンピュータ専門学校

副理事長)

情報処理技術者の需給動向について

佐野紳也(㈱ 三菱総合研究所市場開発部

主任研究員)

(b)平成2年 度 「遠隔地教育のための情報処理

教育 システムの実 現方策に関する調査 研

究」成果より

遠隔教育システムの調査研究の概要および

技術課題

都丸敬介(㈱ 日立テレコムテクノロジー

取締役)

遠隔教育システムの現状および実験 ・評価

について

田村武志(㈱ ハP-KDD調 査役)

遠隔教育システムの教授法からの展望

井上哲夫(エ デュコ教育研究所所長)

参加者51名

42回(平 成3年8月26日)

エキスパー ト・システムのW&T(Verificati-

on,Validation,andTestingofExpert

System)

鍛冶勝三(当 協会開発研究室)

参加者17名

43回(平 成3年9月18日)

新 しい情報処理技術の体系

一"よ り人間に近い,柔 らかな情報処理"技

術の実現をめざして一

麻生英樹(電 子技術総合研究所情報科学部

情報数理研究室)

参加者50名

44回(平 成3年10月19日)

国際ネットワークおよびネットワーク運用管

理

横塚 実(当 協会開発研究室)

参加者45名

45回(平 成3年11月27日)

音声認識技術とその応用 システムに関する現

状と将来動向

速水 悟(電 子技術総合研究所知能情報部

音声研究室)

参加者23名

46回(平 成4年3月3日)

米国における知的財産権をめ ぐる動向

ブレッド・グレギュラス

(FenwickandWest社 弁護士)

参加者39名

47回(平 成4年3月30日)

コンピュータ ・セキュリティとシステム監査

石崎純夫(産 能大学客員教授)

参加者49名

●● ● 開発 研 究 室 ●● ●

平成3年 度事業実施報告

1.リ ア ル タ イ ム シ ス テ ムの ソ フ トウ ェ アの 安 全

性 に 関 す る調 査 研 究

コ ン ピ ュー タ シ ス テ ムは ハ ー ドウ ェア と ソ フ ト

ウ ェア と の統 合 体 で あ るが,ハ ー ドウ ェア の安 全



性(Safety)に 関 して は,こ れ ま で対 策 技 術 や 使 用

実 績 ・経 験 の蓄 積 が あ り,今 後 コン ピュ ー タ シス

テ ムの 安 全 性 を 確 保 す るに は ,ソ フ トウ ェ アに よ

る安 全性 の確 保 お よび ソ フ トウ ェア 自体 の安 全 性

の 向上 が 重 要 に な って い ます
。

本 事 業 で は,こ の よ うな 状 況 か ら ,平 成3年 度

よ り2年 計 画 で,特 に 制 御 系 の シス テ ム等 リア ル

タイ ム シ ス テ ムに お け る安 全 性 の 確 保 を 取 り上

げ,「 ソ フ トウ ェ ア安 全性 調査 研 究 ワー キ ン グ グ

ル ー プ」 を 設 け ,調 査 研 究 を 行 うこ と と しま した。

第1年 目の 昨年 度 は,ソ フ トウ ェア の安 全 性 に

関 す る基 本 概 念,フ ェー ル セ ー フ シス テ ムに お け

る ソフ トウ ェア問 題,大 規 模 ソフ トウ ェア の信 頼

性 確 保 の 問 題,安 全 性 に 関 す る規 格 化 の動 向(代

表 的 な もの と して,IEC規 格 案 「プ ログ ラマ ブ

ル 電 子 シ ス テ ム の機 能 安 全 性 」 が あ る
。),ソ フ ト

ウ ェア が適 用 され た 際 に ,そ の安 全 性 が 問 題 とな

る領 域,例 えば 鉄 道,航 空 宇 宙 ,原 子 力 発 電 に お

け る実 用 化 研 究 の 動 向に つ い て 調査 研 究 を行 い ま

した。 これ らの成 果 は ,中 間報 告書 「リアル タイ

ム シ ス テ ム の ソフ トウ ェア の安 全 性 に関 す る調査

研 究 」 と して 取 りま と め ま した 。

2.グ ル ー プ ワ ー ク 支 援 シ ス テ ム の 開発 研 究

パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ(PC),ワ ー ク ス

テ ー シ ョン(WS)等 の 急 速 な 普 及 と
,そ れ らを

通信 回線 で結 び付 け たLAN等 の ネ ッ トワー ク技

術 の発 展 は,分 散 並 列 処 理,グ ル ー プ ウ ェア と呼

ば れ る新 しい ネ ッ トワー ク ・パ ラ ダイ ムの 可能 性

を 示 して い ます 。

この新 しい パ ラ ダ イ ム は ,グ ル ー プ の 協 調 作

業,距 離 と 時 間 の 制 約 を 克 服 す る遠 隔 分 散 作 業

等,従 来 の ス タ ン ドア ロン型 シス テ ムや 集 中型 シ

ス テ ムで は 扱 え な か った作 業 ス タ イ ル を可 能 と し

ます 。

この た め 本 事 業 で は ,平 成3年 度 か ら2年 計 画

で グル ー プ ワー ク支 援 シス テ ムに 関 して1ワ ー キ

ン グ グル ー プ(主 査 斉 藤 信 男 慶 応 義 塾 大 学

環 境 情 報 学 部 教 授)」 を 編成 し て 研 究 開 発 を 行 う

こ と と しま した 。

第1年 目の 昨年 度 は,グ ル ー プ の メ ンバ ー が協

調 して作 業 を行 うメ カ ニ ズ ム の研 究,各 メ ンバ ー

の 作 業 空 間 と グル ー プ の作 業 空 間 の 統 合 方 法
,グ

ル ー プ ワ ー ク支援 ソ フ トウ ェ アの構 成
,プ ロ トタ

イ プ の開 発 等 につ い て検 討 しま した。

グル ー プ ウ ェ ア の プ ロ トタイ プ研 究 に つ い て

は,PCの ネ ッ トワ ー ク上 で 画 面 共 用 ソ フ トウ
ェ

ア,協 同執 筆 ソフ トウ ェア ,電 子 メ ール 等 を利 用

しネ ッ トワー クを 介 した グル ー プ作 業 の 効 果
,問

題 点 等 に つ い て 検 討 し ま した 。

ま た,グ ル ー プ ウ ェア技 術 に 関 す る 動 向調 査 で

は,文 献 調 査 に 加 え ,平 成3年9月25日 ～10月6

日に 向 山 博 当協 会 開発 研 究 室 主任 研 究 員
,土

川 潤 当協 会 開 発 研 究 室 主 任 を米 国 に 派 遣 し
,

Univ.ofCalifornia-SanDiego ,MIT,MCC,

EDS等 の 訪 問 調査 を実 施 し ま した
。

な お,こ れ ら の成 果 は,中 間 報 告 書 「グル ー プ

ワー ク支 援 シス テ ムの研 究 開 発 報 告 書 」 と して取

りま とめ ま した。

3.講 演会等の開催

先進情報技術講i演会(CASEの 現状と将来)

・期 日 平成3年6月25日

・場所 中央大学駿河台記念館(東京都千代田区)

・参加者157名'

・プログラム

「ソフ トウェア工学とCASE」

松本 吉弘(京 都大学工学部教授)

rCASEの 動向と適用」

向山 博(当 協会開発研究室主任研究員)一
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「次世 代CASEと して の知 的CASE」

原 田 実(青 山 学 院 大 学 理 工学 部助 教 授)

r統 合 化CASEに よる一 環 支 援 とプ ロジ ェク

ト管 理1

津 田 道 夫(㈱ 日立 製作 所 ビ ジネ ス シ ス テ

ム開 発 セ ン タ課 長)

「リポ ジ トリとAD/CYCLEに よ る実 現」

横 田 隆 夫(日 本 ア イ ・ピ ー ・エ ム㈱SA

Aサ ポ ー ト ・セ ン タ ー室 長)

平成4年 度事業計画

1.リ ア ル タ イ ム シ ス テ ム の ソ フ トウ ェアの 安 全

性 に 関 す る調 査 研 究

コン ピ ュ ー タ シス テ ムは ハ ー ドウ ェア と ソフ ト

ウ ェアの 統 合 体 で あ るが,ハ ー ドウ ェア の安 全 性

に関 しては これ まで 対 策 技 術 や そ の 使 用 実績 ・経

験 の蓄 積 が あ り,今 後 コ ン ピ ュ ー タ シス テ ムの安

全 性 を確 保 す る には,ソ フ トウ ェ アに よ る安 全性

の確 保 お よび ソフ トウ ェア 自体 の 安 全 性 の 向上 が

重 要 に な って い ます 。

この よ うな状 況 か ら,特 に制 御 系 の シ ス テ ム等

リアル タイ ム シス テ ムに おけ る安 全 性 の確 保 を 取

り上 げ,技 術 的 ・管 理 的 な側 面 か らの ソフ トウ ェ

ア に よ る安 全 性 対 策 お よび ソ フ トウ ェア 自体 の安

全 性 に関 し,内 外 の 技 術 的 ・管理 的 問題,ボ トル

ネ ッ ク,今 後 の技 術 課 題,開 発 の た め の ガ イ ドラ

イ ン等 につ い て,調 査 研 究 を 行 い ます 。

2.ゲ ル ー プ ワ 一一ーク支 援 シ ス テ ム の開 発 研 究

最近 に お け るパ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ,ワ ー ク

ス テ ー シ ョン(WS)と ロ ー カル ・エ リア ・ネ ヅ

トワ ー ク(LAN)の 発 展 に よ り,オ フ ィス ワー

ク の ス タイ ル は 大 幅 に変 わ りつ つ あ り,グ ル ー プ

あ る い はチ ー ムを 形 成 して 行 うオ フ ィス ワー クや

ソ フ トウ ェア 開発 等 の グル ー プ ワー クを 支 援 す る

た め の コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム の研 究 が 課 題 とな っ

て きて い ます。

この よ うな 状 況 の下 で 昨年 度 に継 続 して,わ が

国 に お け るオ フ ィス 等 に お け る意 思決 定 支 援 シ ス

テ ムお よび ソ フ トウ ェ ア の 開 発 作 業 な ど の ニ ー

ズ,内 外 に お け る コ ン ピ ュ ー タ に よ る グル ー プ

ワー ク支 援 シ ス テ ム化 技 術 を 調査 す る と と もに,

グル ー プ ワー

ク支援 シス テ ム の プ ロ トタ イ プに つ い て 開 発研 究

を 行 い ます 。

● ● 情報セキュリティ対策室 ● ●

1.バ ックアップ対策に関する調査研究

情報システムが社会経済活動の中核的な役割を

果たすす ようにな り,各 種の業務処理の情報シス

テムに依存する割合は高まるばか りです。その結

果,シ ステムダウン等の発生により情報システム

が正常に稼働 しなくなった場合,大 きな混乱が予

想され社会問題化するようになってきています。

すなわち,情 報 システムのバックアップ対策のあ

り方がきわめて重要な課題になってきていると言

えます。

わが国におけ るバ ヅクア ップ対策 の現状は,

データやプログラムのコピーを他の場所に保存す

ることが主流であり,今 日の情報化の進展度合と

比較 してみた場合,必 ずしも満足できる状態には

あ りません。

このようなことを背景に,わ が国のバ ックアヅ

プ対策の現状を把握するとともに,ユ ーザは,ど

のような点に注意 して,ど のような手順で,バ ヅ

クアップ対策の検討を行えば よいのか等につい

て,調 査研究を続けています。



2.シ ステム監査の普及啓蒙活動

わが国では,シ ステ ム監査の普及が非常に遅

く,情 報化社会の安定化のためには早急な普及定

着が望まれます。 このような観点から,平 成3年

度には,普 及啓蒙活動の一環として ,シ ステム監

査を一般に広 く理解 してもらうための小冊子 「シ

ステム監査のイロハ」を作成 しました。

また,平 成4年 度には,企 業内でシステム監査

体制を整えようとされている方々の参考に資する

ため,シ ステム監査規定モデルを作成する予定で

す。

3.リ ス ク分 析 手 法 ・JRAMの 開発

過 去8年 間 に わ た り リス ク分析 の研 究 を 続 け て

きま した が,そ の集 大成 と して 当協 会 方 式 の リス

ク分 析 手 法 で あ るJRAM(JipdecRiskAnalysis

Method)を 開 発 し ま した 。

な お,本 成 果 に つ き ま して は ,7月9日 ～10日

に機 械 振 興 会 館 ホ ール に お い て成 果 発 表会 を 開催

す る と と もに,成 果 報 告 書 を と りま とめ広 く一 般

に頒 布 す る 予定 で す。

4.ア ンケ ー ト調 査

わ が 国 の セ キ ュ リテ ィ対 策 の 実態 を把 握 す るた

め,平 成3年 度 に は,情 報 セ キ ュ リテ ィに関 す る

ア ンケ ー ト調 査 を実 施 しま した 。 同調 査 は 平成4

年 度 も引 続 き実 施 す る予 定 で す 。

● ● ● 調 査 部 ● ● ●

平成3年 度事業実施報告

1.情 報 化 白書1992年 版 の 発 刊

「情 報 化 白書1992年 版 」 が5月25日(月)に 発

行 され ま した。

1992年 版 で は,総 論 の テ ーマ を 「新 局 面 を迎 え

る情 報 化 一 人 間 中心 の情 報 化 」 と し,最 近 の さ

ま ざ ま な情 勢 変 化 の も と で情 報 化 を取 り巻 く問題

点 を取 り上 げ,そ の な か か ら人 間 を 中心 に据 え た

情 報 化 の あ るべ き姿 を 考 察 して み ま した。

各 論 に つ い て は,例 年 どお り情 報 化 編 ,情 報 産

業 編,環 境 基 盤 整 備 編,国 際 編 ,デ ー タ編 とい う

構 成 で,各 分 野 に つ い て の 最新 動 向 を取 り上 げ て

い ます 。 な お,総 論 につ い て は ,寄 稿 ・解 説 欄 に

掲 載 して あ ります 。

書 店 では5月26日(火)か ら発 売 に な りま した。

最 寄 りの 書 店 また は 政 府 刊行 物 セ ンタ ー で お求 め

に なれ ま す が,販 売 に つ い て の お問 い合 わ せ ば
,

㈱ コン ピ ュー タ ・エ ー ジ社(舎03-3581-5201)ま

で 。

内 容照 会 に つ い て は財 日本 情 報 処 理 開 発 協 会

調 査 部 白書 担 当(宕03-3432-9382)ま で お 問 い

合 わ せ 下 さい 。

2.情 報化総合指標(13)

わが国の情報化の進展度については既に多方面

での研究がなされていますが ,指 標 として捉えて

いるものはあまりありません。調査部では 「情報

化総合指標に関する調査研究」 とい うテーマで19

86年か らこの問題に取 り組んでいます。この調査

研究では通商産業省の 「情報処理実態調査」の

データを用いてハー ドウェア ,ソ フトウェア,通

信能力の三分野について装備率を算出し,産 業お

よび地域の情報化の現況と将来予測を行っていま

す 。 ハ ー ドウ ェ アは 当 該 年 に保 有 して い る機 器 の

買取 り換算相当額を,ソ フ トウェアは耐用年数

(法定償却年限5年)の 累計金額を装備額として

います。通信能力は保有通信回線の種類別回線容

量(bps)を 求めています。これらを産業別 の場合

就業者数で,地 域別の場合者数で除 したものを装

^5i
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億率としています。

今年度は[情 報処理実態調査」の最新データで

ある1989年 度を算出 し,1985年 度から1989年 まで

の5年 分の実績データより1991年 と1995年 を推定

しました。産業別では各装備率ともに第三次産業

が第:.二次産業を 上回っており,推 定値に入るとそ

の差はさらに広が るとみ られます。 これはコン

ピュータ関連の設備投資が大きい金融業,情 報処

理サービス業,運 輸 ・通信業といった業種が第三

次産業に含まれているためです。

一方 ,地 域別での区分けは各通商産業局管内に

対応するので,関 東地区には東京,千 葉,神 奈川

等の首都圏を含む最多の11都県となっています。

そのため関東への集中は著 しく,ハ ー ドウェア,

ソフ トウェア,通 信能力の各装備率 ともに他地域

を圧倒しています。次いで 「近畿」「中割 という

ベル ト地帯を中心に高 くなってお り,ま た伸び率

もこれらの地域が押し上げています。

以上のメインとなる情報化総合指標の他に異な

る面から情報化の進展を捉える予備調査を毎年実

施 しています。今年度は人 口5万 人以上の都市と

47都道府県を対象 として地方行政サービスの各装

備率を調査しました。 これ らの結果は来年度以降

の本事業の計画にも活用できる見込みです。

3.コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査

わ が 国 の コ ン ピ ュー タ の利 用 状 況,お よび オ ン

ライ ン化 の状 況 を把 握 す る た め,1968年 よ り開 始

され,昨 年 度 で24回 を 数 え た 「コ ン ピ ュー タ利 用

状 況/オ ン ライ ン化 調 査 」 は,コ ン ピ ュー タユ ー

ザ に 対 す る調 査 と して は 最 も歴 史 の 古 い もの で あ

り,当 初 よ り一 貫 して,コ ン ピ ュ ー タの 基礎 的 な

利 用 の実 態 を 捉 え る と と もに,そ の 時 々の 動 向に

も 目を 向け なが ら,コ ン ピュ ー タ ユ ーザ お よび 関

係者 の方 々か ら の ご協 力 を 得 て 続 け て きて い ます 。

また,こ の調査の成果は,「情報化 白書」をは じ

め,各 方面に広 く利用され,わ が国のコンピュー

タ利用についての一つの有力な指標として評価を

受けています。

1991年 度においても,こ の調査の基本的な方針

に沿って調査を実施し,調 査結果をとりまとめた

ので,以 下に簡単に調査の概要を記し,併 せて今

年度の調査の予定についても若干ご報告 します。

なお,調 査の詳 しい内容は,当 協会発行の報告

書,ま たは前出の 「情報化白書1992」 に掲載して

いますのでこれをご利用下 さい。

(1)1991年 度 調査 結 果 か ら

本 調 査 は 昨 年9月30日 を 調査 時点 と し,4,467

件 の事 業 体 に 対 しア ン ケ ー トを 行 い,1,049件 か

ら 回答 を得 て,こ れ を 集 計,分 析 し ま した。 回答

事業 体 の平 均 規 模 は,

● 資 本 金12,295百 万 円(回 答 数941)

●年 商201,146百 万 円(回 答 数830)

● 従 業 員数2,226人(回 答 数1,049)

とい うよ うに,か な り大 手 の ユ ーザ を対 象 に して

い る こ とに ご注 意 下 さい 。

肖・γ

その他

＼

コ ンピュータ部門運用経費総計

全産業平均97,876千 円/月

図1コ ン ピュー タ部門 月間運用経費の費 目構成

}
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図2コ ンピ ュータ化業務の状況

2.3

昨年 度 調 査 で得 られ た結 果 で は,コ ン ピ ュー タ

投 資 の拡 大 見 通 し,お よび オ ン ラ イ ン化 に 関連 す

る情 報 化 の伸 び が5年 後 を 目安 と して,鈍 って き

て い る のが 特 徴 で す 。 また コ ン ピ ュー タ部 門 の運

用 経 費 は1990年 度 に 較 べ,か な り大 き く増 加 して

お り,1991年 度 が 量 的 な ピー クを迎 え て い るの で

は な い か と想像 され ます 。

一 方
,コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム の安 全 性 対 策,業

務 の コ ン ピ ュー タ化 達 成 度,シ ス テ ムの 有 用性 等

質 的 な レベ ル で は,例 年 に 較 べ 大 きな 変化 は見 ら

れ ず,ま た,オ ン ライ ン化 事 業 体 も回 答事 業 体 の

ほ ぼ9割 に 達 して お り,伸 び は緩 や か で あ るが 堅

実 な コ ン ピ ュー タ利 用 を進 め て い る との 印象 を 受

け ます 。

(2)1992年 度の調査予定

今年度についても,例 年どお り9月 末時点での

コンピュータ利用の状況を調査することを予定 し

ていますが,3年 ごとにとり上げている 「入力シ

ステムの利用状 況」の項 目を加 え ,ま た コン

ピュータ部門の組織的な変化についてもなんらか

の方法によって実情を把握するべく検討を進めて

いますので,ユ ーザの方々の本調査に対するご協

力を重ねてお願いいた します。

4.情 報化と社会制度等に関する調査研究

近年,自 然や人間 ・社会と調和する科学技術が

強 く志向されるようになってきました。このこと

は,科 学技術の二律背反する性質やその使い方が

自然や人間 ・社会にもたらす光と影の両面につい

て,光 の部分を追求するばか りでな く影の部分を

も見極める視点が重視され始めた表れであると言

えるで しょう。

同様に,情 報化を推進 し健全な情報化社会の発一
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腰を図る見地からは,情 報技術の革新的な進歩や

社会の情報化の進展によりもたらされる利点のみ

ならず,そ れによって生起する弊害や問題点につ

いても併せて検討する必要が指摘されます。

以1.1の観点に基づき,本 調査研究では,2年 間

にわたって人間と社会にとっての情報化の環境を

検証する作業を行ってきました。平成2年 度にお

いては,国 際問題も含めて現象面から社会の環境

変化とそこに見られる情報化の影響を捉え,社 会

の情報化環境の現況 と課題をまとめました。平成

3年 度においては,情 報化が個としての人間やそ

の集団社会に及ぼす影響に重点をおいて,バ ー

チャル ・リア リティなどの先端技術 と人間の内面

との関わ り,パ ソコンネットワークなどの電子的

コミュニケーションの広が りと情報化社会に生き

る人々の資質の問題などを検討し,人 間にとって

の情報化環境の現況と課題をまとめました。

5.海 外の情報産業および情報処理に関する調査

研究

わが国の情報化の推進に資するため,文 献調査

ならびに調査員の派遣に より,海 外の情報産業お

よび情報処理について調査研究を行いました。

(1)文 献 ・資料による調査

海外における情報処理技術の動向および情報産業

の実態を文献 ・資料によって把握するため,内 外

の新聞 ・専門誌等定期刊行物,ニ ューズ レター

類,海 外調査機関の各種報告書等を収集 し調査 ・

分析を行いました。

(2)調 査員の派遣

欧米における情報処理および情報産業の最新動

向を詳細に把握するため,調 査員を派遣 しました。

また,シ ンガポール,香 港,タ イにおける情報化

ならびにEDI(ElectronicDatalnter-change)の 現

状を把握す るために,調 査員を派遣 しました。

6.情 報 化 国 際 講 演 ・討 論 会

今 後,わ が 国 だ け で な く国 際 的 に重 要 な 意味 を

持 つ と考 え られ る 「情 報 セキ ュ リテ ィ」 を テ ー マ

と して,わ が 国 お よび 欧 米 の 講 師 に よ る情 報化 国

際 講 演 ・討 論 会 を次 の と お り開 催 しま した 。

・テ ー マ 国際 情 報 セ キ ュ リテ ィ

・期 日 平 成3年10月17日 ～18日

・場 所 新 高輪 プ リ ンス ホ テル 国際 館 パ ミール

・参 加 者757名

・内 容 基調 講演1

「21世紀 へ 向 け て の セ キ ュ リテ ィ戦 略 」

基 調 講 演 皿

「セ キ ュ リテ ィ対策 へ の政 府 と民 間 の

役 割 」

基 調 講 演 皿

「セ キ ュ リテ ィ対 策 に 関 す る国 際 協 力 へ

へ のOECDの 対 応 」

基 調 講 演w

「国際 情 報 化 社 会 と セ キ ュ リテ ィ構 造 の

の変 化 」 他

7.日 独情報技術フォーラムの開催

海外諸国との円滑な技術交流の一環として,日

独両国の政府 ・産業界 ・学界等の有識者の参加に

よる 「第7回 目独情報技術フォーラム」が,以 下

のとおり開催され,当 協会が引き続き日本側の事

務局を務めました。

・期 日 平成3年11月5日 ～7日

・場 所 経団連会館(東 京)

・参加者127名(日 本側74名 ,ド イツ側53名)

・内 容 両国議長ならびに両国政府挨拶

基調講演

3分 科会

(ニューメディア分科会,コ ンピュー

タ分科会,半 導体分科会)に おける

1

}
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8.情 報 化 に 関 す る海 外 向 け 広報

わ が 国 の情 報 化 の 実情 を海 外 に広 報 す るた め,

英 文 誌rJapanComputerQuarterly」(No.86～

No.89)を 発 行 し,海 外 の政 府 機 関,情 報 処理 関連

企 業,在 日外 国 大 使 館 等 に送 付 しま した。 主 な 内

容 は 以 下 の とお りで す 。

No.86VANサ ー ビス の 現 状

No.87ワ ー クス テ ー シ ョ ンの現 状 と動 向

No.88情 報処 理 関 連試 験 の紹 介

No.89新 情 報 処 理 技 術 の紹 介

9.コ ン ピ ュー タ ・ トップ セ ミナ ー の 開催

行 政 に おけ る情 報 化 の支 援 お よび 政策 担 当者 の

情 報 化 に 関 す る理 解 を 深 め る見 地 か ら政 府 各 省 庁

の 幹 部 を 対 象 に,夏 ・冬 の 年2回 ㈱ 日本 電 子 工 業

振 興 協 会 と共 催 で 実 施 し ま した。

(1)セ ミナ ーの カ リキ ュ ラム

① パ ソ コ ンを使 用 した コン ピュ ー タ実 習

② 情 報 化 を め ぐる各 分 野 の 専 門家 の講 演

③ コン ピ ュー タ メ ー カの 社 長 講話

④ 先 進 的 な 情 報 シス テ ムの 事例 見 学 お よび

講 義

(2)セ ミナ ーの 実施 状 況

第1回 開催 日:平 成3年8月28日 ～8月30日

参 加 者 数:20省 庁,21人

第2回 開 催 日:平 成4年1月29日 ～1月31日

参 加 者 数:23省 庁,24人

10.JlPDECジ ャーナルの編集 ・発行

当協会の活動状況や政府関連施策等の紹介 ・解

説を中心に編集 した広報誌であるJIPDEC

ジャーナルを発行 し,会 員,政 府各省庁,関 係団

体,公 立図書館,大 学図書館等へ配布しました。

各号の主要記事は次のとお りです。

75号 ① 情報化国際講演討論会

一インテ リジェントハイパーメデ ィ

アの動向一

② システム監査企業台帳に関する規則

について

76号 ① 情報化月間20周 年特集

一記念式典 ,表 彰者,20周 年記念作文

・論文コンテス ト入選作品の紹介一

② 情報処理振興審議会産業の情報化部

会報告

一産業の情報化に関する諸課題一

77号 ① 日本のセキュリティ政策

② 国際情報セキ ュリテ ィシンポジウム

11.協 会成果物の配布 ・頒布

当協会が実施 している各種事業の成果を取 りま

とめた報告書や資料を一般に周知すると共に,要

求に応 じて配布 ・頒布活動を行いました。

12.資 料室の運営 ・整備

当協会が収集した各種資料や協会の成果物等を

整備 し,事 業活動の便に供 しました。なお,協 会

の事業成果物については,配 布 ・頒布のほかに閲

覧 ・貸出を通 じて一般からの利用の要望に応えま

した。

平成4年 度事業計画

1.情 報化総合指標(ド)

平成4年 度は,従 来のわが国の装備率調査に加

えて,米 国及び欧州主要国の情報化装備率につい

ても調査する計画です。調査結果はわが国の装備

55
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率 と併 せ て,日 米 あ る いは 日欧 比 較 と して 取 りま

とめ る 予定 で す 。

2.情 報化と社会制度等に関する調査研究

平成4年 度においては,こ れまでの基礎調査の

結果から指摘される社会的な課題や教育上の課題

を体系的に整理 し,ポ イン トを絞って今後に向け

た対策を検討することとしています。

3.海 外の情報産業および情報処理に関する調査

研究

わが国の情報化の推進に資するため,文 献調査

ならびに調査員の派遣により,継 続 して海外の情

報産業および情報処理の実態と今後の動向を把握

していきます。

4.情 報化国際講演 ・討論会

情報化全般に関する国際的話題の中から特に今

後,わ が国において重要な意味を持つと考えられ

る話題をテーマとして取 り上げ,内 外の有識者を

講師として招き,東 京において情報化国際講演 ・

討論会を開催 します。

5.日 独情報技術フォーラムの開催

海外諸国との円滑な技術交流の一環として,日

独両国の政府 ・産業界 ・学界等の有識者が,参 加

して情報技術分野における研究交流を行 うための

国際 フォーラムである 「日独情報技術 フォーラ

ム」について,引 き続 き事務局を務めます。

6.情 報化に関する海外向け広報

わが国の情報化の実情を海外に広報す るため,

英文誌rJapanComputerQuarterly」 を年4回 発

行し,海 外の政府機関,情 報処理関連企業,在 日

外国大使館等に送付 します。

7.コ ン ピ ュー タ トップ セ ミナ ー の 開催

昨 年 度 に ひ き続 きθ 日本電 子工 業 振 興 協 会 と共

催 で,夏 ・冬 の 年2回 実 施 し ます 。

8、JlPDECジ ャーナルの編集 ・発行

協会の広報誌として,協 会の活動状況や政府施

策紹介等を中心に年4回 発行 します。

9.協 会成果物の配布 ・頒布

あらたに,と りまとめた成果を含め,一 般の利

用者の要望に応えられる資料等を充実 し,積 極的

に配布 ・頒布活動を進めます。

10.資 料室の運営 ・整備

ひき続き資料の収集整備に努め,関 係者の利用

の便に供 します。

M.講 演 ・セ ミナーの開催

協会の成果や政府施策等の中から,一 般からの

要望の強いテーマを選び適宜開催する予定です。

今年度実施が確定 しているものとして,「 コン

ビ=一 タセキュリティに関するリスク分析手法J

RAM発 表会」があります。実施の概要は次のと

おりです。

(1)プ ログ ラ ム:

・リス ク分 析 の 重 要 性 とJRAM

・JRAMの た め の 組織

・JRAM質 問 票

・JRAM質 問 票 の 使 い 方

・JRAM事 故 分析 の た め の ア プ ロ ーチ

・JRAM質 問 票 に よ るエ ラ ー と犯 罪 の 分 析

・JRAM報 告 書 の 作成

(2)日 時:平 成4年7月9日(木)～10日(金)

両 日 と も午 前10:00か ら
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(3)場 所:機 械 振 興 会 館B2ホ ール

(4)参加 費:一 般35,000円,会 員28,000円

● ㊨ ● 開 発 部 ● ● ●

平成3年 度事業実施報告

平成3年 度開発部において実施した業務は次の

とおりです。

1シ ス テ ム開 発 業 務

意 匠機 械 検索 シス テ ム

アル コー ル販 売 ・需 給 管 理 シ ス テ ム

揮 発 油販 売 業 者 管 理 シ ス テ ム

文 書 情 報 交 換 シ ス テ ム

産 業 連 関 表 シ ス テ ム

ネ ッ トワ ー ク シス テ ム

ソフ トウ ェ ア開 発 支援 ツー ル

2.コ ンサルテーション等業務

CAIシ ステム評価

SI開 発管理システム評価

運行管理規程の策定

石油情報システムの評価

3.シ ステム運用業務

流通データサービス作業

換地システム運用

中小企業の経営指標 ・原価指標の作成

商工会等運営管理システム運用

電力需要調査集計 ・作表システム運用

輸出入統計処理

各種試験システム運用

平成4年 度事業計画

開発部で平成4年 度に計画 している事業の主な

ものについて,以 下に説明します。

1.意 匠機械検索システムの開発

意匠機械検索 システムは,意 匠審査官に対する

審査支援システムであり,フ ァイル作成機能,検

索照会機能,検 索補助機能,運 用支援機能に大別

できます。

昭和60年 度よりシステム開発をスター トし,基

本的機能は既に開発済みであ り,平 成4年 度は操

作性の向上,検 索機能の強化を目的 としたシステ

ム開発 ・改良を行います。

2.lCOT業 務 支 援 作 業

第 五 世 代 コ ン ピ ュー タ研 究 開発 の促 進 に寄 与 す

る こ とを 目的 と して,昭 和61年 度 よ りICOTの

各種 業 務 の支 援 作 業 を実 施 してお り,平 成4年 度

は,「 ネ ッ トワー クの管 理 作 業 並 び に 開 発 支 援 シ

ス テ ム の開 発 支 援 作 業」 と 「ソ フ トウ ェ ア開 発 支

援 ツ ール の 整備 並 び に管 理 作 業 」 を行 い ま す。

前 者 は 以 下 の4つ の業 務 か ら な ります 。

・並 列推 論制 御 ソフ トウ ェアの 開 発 支 援 並 び に

利 用 支 援

・ネ ッ トワー ク ソフ トウ ェ アの 拡 充 並 び に利 用

支 援

・ネ ッ トワー ク運 用 並 び に管 理 作 業

・知 識 ベ ース 管 理 ソ フ トウ ェア シ ス テ ム の開 発

支 援

また,後 者 に は 次 の2業 務 が あ ります 。

・知 識 処 理 ソ フ トウ ェア開 発 支 援 ツ ール の 整 備

並 び に利 用 支 援

・ソフ トウ ェア開 発 支 援 ツ ール 動 作 環 境 の 整備

並 びに 管 理一



」一

3.各 種システム評価

毎年各種 システムの ドキュメント検査及びプロ

グラムの動作検査を実施 しており,平 成3年 度に

は[シ ステム ・インテグレーション」,「中小企業

支援CAIシ ステム」について検査を実施 しまし

た。平成4年 度は,前 者は引き続 き行い,他 のシ

ステムについても新たに行 う予定です。

実施の手順は,

① 中間検査仕様書の作成

② 中間開発物の検査

③ 最終検査仕様書の作成

④ 最終開発物の検査の実施

の4段 階であ り,そ れぞれの段階で報告書を取 り

まとめます。

4.流 通 デ ー タ サ ー ビス 作業

中 小 小 売 店 へ のPOS普 及 の促 進,POS情 報

活 用 ノ ウハ ウの 開 発 等 を 目的 と して,昭 和60年 度

よ り財 団 法 人 流 通 シス テ ム開 発 セ ン タ ーが 実 施 し

て い る事 業 で あ り,当 協 会 開 発 部 で は この 事 業 に

係 る シ ス テ ム開 発 及 び シ ステ ム運 用 を 担 当 して い

ます 。

具 体 的 に は,全 国 約300店 舗 のPIP(Pos

InformationProvider:ノ 」・売 店)よ りPOSデ ー

タを 収 集 し,コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム を用 い て デ ー

タ のチ ェ ッ ク,各 種 フ ァ イ ル の 更 新 処 理 等 を 行

い,各 種 レポ ー トを 作 成 し,結 果 をPIP,DB

S(DataBaseService:2次 デ ー タ サ ー ビス)に 配

送 す る もの です 。

5.中 小企業の経営指標 ・原価指標の作成

建設業,製 造業,卸 売業,小 売業,そ の他販売

業,サ ービス業,自 動車整備業の7業 種について

中小企業経営調査 票を入力帳票 として,コ ン

ピェータ処理を行い,経 営指標,原 価指標に関す

る帳票を作成 します。また,こ れらの帳票の一部

については,冊 子印刷のため当該データを記録 し

た磁気テープを作成 します。

作成する帳票,磁 気テープは下記のとお りです。

・経営指標に関する帳票

① 主要計数業種別推移表

② 業種別主要計数表

③ 業種別規模別計数表

④ 従業員数別計数表

⑤ 小売業業態別 ・都市別区分計数表

⑥ 標準偏差 ・変動係数一覧表

⑦ 県別 ・従業員規模別企業分布表

⑧ 平均損益計算書

⑨ 業種別主要財務諸表

・原価指標に関する帳票

① 損益分岐点図表計数表

(損益分岐点図表を作成するために必

要な計数の一覧表)

② 損益分岐点図表(グ ラフ)

③ 業種別原価額 ・原価構成表

・磁気テープ

経営指標に関する帳票の うち,②,③,④,

⑤,⑨ に関するデータを記録した磁気テープおよ

び原価指標に関する帳票の うち,③ に関するデー

タを記録 した磁気テープを作成 し芦す。

6.電 力需要調査集計 ・作表システム運用

平成2年 度より実施 している業務であ り,大 口

電力の主要業種における生産動向,電 力の使用実

態及び自家発の動向について調査した結果を,開

発部で開発 したシステムを用いてコンピュータ処

理を行い,需 要電力量,電 力原単位等について,

地域別,業 種別,製 品別等を分析 します。さら

に,業 務用電力の業種別電力量,冷 暖房需要の使

用実態,業 務用コジェネの動向について調査分析



を行 う もの です 。

e●Al・ プアジィ振興センター ● ●

平成3年 度事業実施報告

1.Al機 器 等 共 同 利 用 セ ン ター の 運 営

AI機 器 等 共 同 利 用 セ ン タ ー 「AIオ ー フ。ンハ

ウス」 は 開所 後4ヶ 年 余 を経 過 しま した の で ,こ

れ を機 会 に 目的,運 営方 針 等 につ い て見 直 しを 行

い,AI関 連 国家 プ ロジ ェク ト研 究 成 果 のAIソ

フ トウ ェ ア(以 下AIソ フ トウ ェ ア とい う
。)を

産 業 界 に 普 及 す るた め,平 成3年9月 ～10月 にA

Iソ フ トウ ェ ア の 利 用 環 境 と し て ワ ー ク ス テ ー

シ ョ ンお よび ネ ッ トワー クを設 置 しま した 。 この

AI機 器 等 を 常 設 す るrAIオ ー プ ン ハ ウス 」

は,当 初 目的 を達 成 しま した ので3年 度 末 を も っ

て閉 鎖 しま した 。

2.Alの 技術 と市場の動向に関する調査研究

わが国におけるAI利 用の現状 と将来方向およ

びAI技 術動向についての実情を的確に把握する

ために,rAI動 向調査委員会」(委 員長 大須賀

節雄 東京大学先端科学技術研究センター長

教授),rAI利 用専門委員会」(委 員長 高橋

三雄 筑波大学大学院教授),rAI技 術専門委員

会」(委員長 上坂 吉則 東京理科大学理工学

部教授)お よび,rAI技 術全体動向ワーキング

グループ」(主査 古川 康－ICOT研 究所

次長)を 設けて調査研究を実施 しました。

本調査研究の概要は次のとおりです。

(DAl利 用動向

主要産業におけるAIシ ステムの導入利用状況

について,コ ンビ=一 タユーザーおよびAIセ ン

ター会員を対象に調査票を郵送する方式で調査 し

ま した。 これ ら回答 結 果 は 集 計 分析 を行 い ,産 業

別,従 業 員 別,売 上 高別 等 のAI利 用 状 況,個 別

AIシ ス テ ムの 導 入 利 用 状 況,未 導 入 事 業 所 のA

Iシ ス テ ム利 用 の 意 向等 に つ いて 明 らか に しま し

た。

ま た,定 性 的 なAIの 利 用 動 向 を 把 握 す る た

め,建 設,鉄 鋼,情 報 処 理 サ ー ビス の3業 種 を対

象 に,情 報 処 理 に お け るAI利 用 の 必 要 性 ,エ キ

ス パ ー トシス テ ム事例 ,AI利 用 の 効 果,将 来 の

AI利 用 等 に つ い て取 りま とめ ま した。

(2)Al技 術 動 向

全 体 動 向 と して,推 論 ・知 識 表 現,学 習 ,知 識

ベ ース 技 術 ,自 然 言 語 処 理,自 動 プ ロ グ ラ ミン

グ,協 調 問題 解 決,グ ル ー プ ウ ェア ,エ キ ス パ ー

トシ ス テ ム等 の主 要 な研 究 分 野 につ い て 内外 にお

け る最 新 の 研 究 動 向を 調 査 しま した 。 また ,ハ イ

ライ ト技 術 と して 「ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク(N

N)とAIの 統 合 」 を 取 り上 げ ,NN技 術 の 展

望,NNとAIに お け る知 的情 報 処 理 の特 性 ,N

N技 術 のAIへ の応 用,統 合 化 の課 題 等 につ い て

取 りま とめ ま した 。

3.音 声の知的処理に関する調査研究

音声による人間とコンピュータとの対話システ

ムは,よ り人間に使い易いマン・マシン ・インタ

フェースを実現するためのAIの 応用対象の1つ

です。

最近,音 声認識技術のうち音韻のモデル化の側

面でい くつかの大きな進展があり,こ れまで困難

とされていた大語彙,不 特定話者および連続音声

を考慮 した音声認識システムの実現化が図られつ

つあります。今後は,実 用 レベルでの連続音声認

識,自 然な会話による音声対話システムなどの技

術開発が求められています。

このため 「音声の知的処理技術調査研究委員一
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会」(委員長 田中 和世 通商産業省工業技術

院電子技術総合研究所知能情報部音声研究室長)

を設置 して実施 しました。昨年度は,音 声認識関

連技術の動向(シ ーズ),音 声認識応用システム

の事例(ニ ーズ),音 声認識研究用データベース

等について調査研究を行いました。これらの成果

は,中 間報告書r音 声の知的処理に関する調査研

究1と して取 りまとめました。なお,音 声認識研

究用データベースについては,日 本音響学会の協

力を得て同学会作成の対話テキス トにもとついた

音声データベースを作成 し,希 望する大学や研究

所等の音声認識研究に供 しています。

4.Alに 関 す る普 及 啓 蒙

(1)Al関 連 国 家 プ ロ ジ ェ ク ト研 究 成 果 の普 及 啓

蒙

① 人 工 知能CESPプ ロ グ ラ ミン グ セ ミナ ー の

開 催

CESPはAI言 語 の1つ で,第 五 世代 コ ン

ビ ュー タ フ.ロジ ェク トの 成 果 を 受 け て ㈱AI言

語 研 究 所 が 開発 した も の です 。

・期 日 平成3年11月6日 ～8日 参 加 者10名

平 成4年1月21日 ～23日 参 加 者8名

平 成4年3月10日 ～12日 参 加者10名

・場 所 当協 会AIオ ープ ンハ ウス

・講 師 黒 沢 芳 夫(㈱ ラデ ックス)

内藤 祐 介(ヒ ューマ ン シ ステ ム㈱)

中 間 正 人(㈱ オ ー キ ッ ト)

(各 回 とも)

②AI関 連 国 家 プ ロジ ェク ト研 究成 果説 明会 の

開催

a.人 工 知 能 用 言 語CESP説 明会

・期 日 平成3年9月27日 参 加 者39名

平成3年11月29日 参 加 者54名

平 成4年1月17日 参 加 者34名

・場所 当協会中央情報教育研究所教室

・講師 中澤 修(㈱AI言 語研究所主任研究

員)

b.文 法開発支援環境LINGUIST説 明会

・期日 平成3年11月15日 参加者67名

・場所 当協会中央情報教育研究所教室

・講師 田中 裕一(勧 新世代コンピュータ技

術開発機構研究所第6研 究室長)

佐野 洋(㈲ 新世代コンピュータ技

術開発機構研究所主任研究員)

c.EDR電 子化辞書説明会

・期日 平成4年2月4日 参加者45名

・会場 当協会中央情報教育研究所教室

・講師 横井 俊夫(㈱ 日本電子化辞書研究所

所長)

②Al講 演会の開催

a.第20回

・期 日 平成3年9月11日 参加老35名

・会場 中央大学駿河台記念館430号 室

・テーマ 流通 と高度情報化(AI技 術)

・講師 江原 淳(専 修大学商学部助教授)

b.第21回

・期日 平成3年10月16日 参加者51名

・会場 中央大学駿河台記念館430号 室

・ア ー マ

知識獲得支援ツールから発想支援ツールへ

・講師 國藤 進(㈱ 富士通研究所国際情報

社会科学研究所第2研 究部第2研 究室長)

c.第22回

・期 日 平成4年2月17日 参加者27名

・会場 中央大学駿河台記念館430号 室

・テーマ 知識システムのシステム化技術

・講師 寺野 隆雄(筑 波大学大学院経営シス

テム科学専攻助教授)

一 ノ



③ 公設機関対象Al技 術集会の開催

中小企業および地域へのAIの 普及啓蒙を図る

ため,地 域の技術振興に従事している都道府県庁

の中小企業指導担当課,お よび公設試験研究機関

の職員を対象にAI技 術集会を次のとおり開催 し

ました。

・期 日 平成4年3月18日 ～19日

・会場 当協会中央情報教育研究所教室

・内容

〔第1日 目〕

・講義 エキスパー トシステムの基礎知識

工藤 隆司(日 本ユニシス㈱知識

システム部応用システム課主任)

エキスパー トシステム構築の実際

工藤 隆司(前 掲)

〔第2日 目〕

・特別講義

知識システムのシステム化

寺野 隆雄(筑 波大学大学院経営システ

ム科学専攻助教授)

・公設試験研究機関によるAI関 連事例研究発表

コメンテータ 寺野 隆雄(前 掲)

「エキスパー トシステム構築ツールの開発と

その応用(ス ケジューリング)」

佐藤 和人(秋 田県工業技術センター

専門研究員)

「和装の故障原因判定におけるエキスパー ト

の応用」

井上 進(京 都市染織試験場主席

研究員)

「笹かまぼこ製造ライン用 自動制御用焼き炉

の開発(フ ァジィ関連)」

小野寺 隆(宮 城県工業技術センター

指導部相談科長)

「電気計測器の校正相談エキスパー トシステ

ム の開 発 」

猪 野 欽 也(東 京 都 立 工業 技術 セ ン ター

計 測 制御 部 主 任研 究 員)

・参 加 者 公 設 試験 研 究機 関17機 関19名

(4)rAl白 書」 の発 行

わ が 国 に お け るAIの 実 情 を紹 介 す るrAI白

書1992一 人工 知 能 技 術 と利 用 一」 を前 年 に引 き続

き発 行 す るた め編 集 作 業 を 行 い ま した 。 本 書 は,

平 成2年 度 人 工 知 能 の 技 術 と市 場 に 関 す る動 向調

査 報 告 書 を 主 体 に,AI関 連 政 策,海 外 動 向 等 の

状 況 を 加 え て 作 成 して い ます 。

(5)rAlセ ンタ ー だ よ り」 の発 行

AIセ ン タ ー お よ び 関 連 機 関 の 活 動 状 況 の 紹

介,登 録 会 員 間 の情 報 交 流 等 を 目的 にrAIセ ン

タ ー だ よ り」 第19～22号 を発 行 し登 録 会 員 等 に 配

布 しま した 。

主 な 内 容 は 次 の とお りで す 。

・第19号 わ が 国 に お け るAI利 用 状 況
,大 規 模

デ ー タベ ー ス(VLDB)の 現 状

・第20号 大規 模 知 識 ベ ー ス(VLKB)の 動 向

・第21号KE(ナ レ ッジ エ ンジ ニ ア リン グ)育

成 カ リキ ュラ ム試 案

・第22号 次 世 代 知 識 処 理 シ ン ポ ジ ウ ム報 告

(6)Al展 等 へ の 出 展

人 工 知 能(AI)展 等 にAIセ ン ター の活 動 概

要,第 五 世 代 コ ン ピ ュー タ開 発 プ ロジ ェク ト,人

工 知 能(AI)言 語CESPの 開発 状 況 等 につ い

て パ ネ ル お よび ビデ オ に よ り出展,紹 介 しま した 。

・人 工知 能(AI)展(日 本 経 済 新 聞 社 主 催)

平成3年7月9日 ～11日(東 京 流 通 セ ン タ'一)

・中部21情 報 フ ェア(中 部21情 報 フ ェア実 行委 員

会 お よ び当 協 会 の 共催)

平 成3年10月2日 ～4日

(名 古 屋 市 中 小 企 業 振興 会 館)
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(7)Alセ ンタ ー 登 録 会 員 の 状 況

AIセ ン タ ー事 業 に 賛 同 す る事 業者 団体,企 業

等 を 対 象 に した 登 録 会 員 の 数 は,平 成3年 度 末 現

在997会 員 に 達 しま した 。 そ の 内訳 は ユ ーザ ー56

8会 員(57%),ソ フ トウ ェアハ ウ ス ・情 報 サ ー

ビス等279会 員(28%),コ ン ピ ュー タ メ ー カ ー

78会 員(8%),大 学 ・研 究 所72会 員(7%)と

な って い ます 。

5.フ ァジィ技術に関する普及啓蒙

ファジィ技術に関する普及啓蒙事業の実施につ

いて,ア ドバイスを得るため 「ファジィ技術の普

及啓蒙に関する企画委員会」(委 員長 菅野 道

夫 東京工業大学大学院教授)を 設置 し,本 委員

会のアドバイスにもとづき,以 下の事業を実施 し

ました。

(1)フ ァジィ技術に関するシンポジウムの開催

・主題 ファジィ技術の現状と将来展望

・期 日 平成3年9月25日

・会場 三省堂新宿ホール(東 京)

・参加者71名

・プログラム テーマおよび講師

「なぜ ファジィか!」

菅野 道夫(東 京工業大学大学院教授)

「最近のファジィ技術の動向」

廣田 薫(法 政大学助教授)

「ファジィ技術とその応用(事 例1)」

船橋 誠壽(㈱ 日立製作所システム開発

研究所主管研究員)

「ファジィ技術とその応用(事 例2)」

五百旗頭 正(㈱ 明電舎技術本部課長)

パネル討論 「ファジィ技術応用の将来展望」

コーディネータ 向股 政男(明 治大学理工学

部教授)

パネ リス ト 五百旗頭 正(前 掲)

廣田 薫(前 掲)

船橋 誠壽(前 掲)

(2)フ ァジィ技術に関する講演会の開催

a.札 幌

・期日 平成3年12月17日 参加者26名

・会場KKR札 幌(旧 石狩会館)

3階 会議室 「鳳厘`j

・テーマおよび講師

「ファジィ技術とは!」

河 口 至商(北 海学園大学教授)

「ファジィ技術とその応用事例 〔家電製品,地

下鉄への応用を例 として〕」

安信 誠二(㈱ 日立製作所システム開発

研究所主任研究員)

b.広 島

・期 日 平成4年1月30日 参加者23名

・会場 八丁堀シャンテ2階 会議室 「真珠」

・テーマおよび講師

「ファジィ技術 とは!」

村上 周太(九 州工業大学教授)

「ファジィ技術 とその応用事例 〔ファジィ温調

器ほか〕」

高田 邦雄(オ ムロン㈱ ファジィ推進セ

ンター課長)

c.富 山

・期日 平成4年2月13日 参加者36名

・会場 富山技術交流センター 研修室

・テーマおよび講師

「ファジィ技術とは!」

田中 一男(金 沢大学工学部助手)

「ファジィ技術とその応用事例 〔家電製品への

応用を例として〕」

野村 博義(松 下電器産業㈱中央研究所

主任研究員)

d.大 阪一



・期日 平成4年3月25日 参加者26名

・会場 大阪桐杏学園 会議室

・テーマおよび講師

「世界的な広が りを見せるファジィ技術の最新

動向」

向殿 政男(明 治大学工学部教授)

「ファジィ技術とその応用事例 〔白モノ家電製

品におけるファジィ実用化技術〕」

松實 孝友(シ ャープ㈱電化システム研

究所第一開発部主任)

(3)フ ァジィ技術広報誌rFUZZYTREND」 の発

行

ファジィ技術の基礎知識,応 用事例 ,フ ァジィ

関連産業およびファジィ製品化の動向,国 際ファ

ジィ工学研究所や 日本ファジィ学会等関連機関の

活動状況な どの紹介を行 うため,3年 度にフ ァ

ジa技 術広報誌rFUZZYTREND」(A

4判20頁 程度)を 創刊,引 き続き2号 と3号 を発

行 し,当 協会の賛助会員をはじめ関係機関等に配

布しました。各号の主要記事は次のとお りです。

・創刊号 ファジィ技術応用の将来展望

(パネル討論会より)

・第2号 ファジィ工学の行方

寺野 寿郎(国 際ファジィ工学

研究所長)

・第3号 最近のファジィ技術の動向

廣田 薫(法 政大学工学部

助教授)

(4)フ ァジィ技術に関する小冊子の作成

ファジィ技術の正しい理解と普及のため 「ファ

ジィ技術に関する小冊子編集委員会」(委 員長

大里 有生 長岡技術科学大学助教授)を おいて

企画 ・編集を行いファジィ技術に関す る小冊子

「ファジィ技術21の キーワード」(A5判20頁)を

作成しました。

6.フ ァ ジ ィ工 学 の 研 究 開 発 の推 進 に関 す る国 際

協 力

当 協会 で は,技 術 研 究組 合 国際 フ ァジ ィ工 学 研

究所,日 本 フ ァジ ィ学 会 と共催 して,平 成3年11

月13日 ～15日 にr国 際 フ ァ ジ ィ工 学 シ ンポ ジ ウ

ム」(IFES'91)」 を 実 施 し ま した 。 参 加 者 は

20ヶ 国 か ら約480名 あ りま した。

この シ ンポ ジ ウ ムは,国 際 フ ァジ ィ工 学 研 究所

に お け る2年 半 に わ た る研 究 の成 果 を公 開す る と

と もに,内 外 の研 究者 や技 術 者 に よる フ ァジ ィに

関す る理 論,技 術,あ る い は応 用 に つ い て の研 究

論 文 の発 表 と意 見 交 換 を行 い,フ ァジ ィ工 学 の 一

層 の発 展 を期 待 して実 施 され ま した 。

11月13日 午 前

〔開 会 式 〕

主催者挨拶

来賓祝辞

基調講演

特別講演

11月13日 午 後 ～15日

フ ァ ジ ィ制 御,

エ キ ス パ ー トシ ス テ ム ,

情 報 処 理,フ ァ ジ ィ コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ シ ス テ

ム,フ ァ ジ ィ ニ ュ ー ロ技 術 の8セ ヅ シ ョ ン が 行 わ

れ,発 表 さ れ た 論 文 数 は109件 で した 。 こ れ ら の

論 文 は,「ProceedingsoftheIFES'91-Fuzzy

EngineeringtowardHumanFriendlySystems-」

と し て 取 り ま と め ま し た 。

展 示 会 に は,12機 関 か ら18シ ス テ ム が 展 示 され

影 山 衛 司(当 協 会 会 長)

寺 野 寿 郎(組 織 委 員 長 ・国際

フ ァ ジ ィ工学 研 究 所 所 長)

広 沢 孝 夫(通 商 産 業 省 機 械 情 報

産 業 局 電 子 政 策 課 課 長)

「フ ァジ ィ工 学 の行 方 」

寺 野 寿 郎(前 掲)

「フ ァ ジ ィ理論if-thenル ー ル」

L.A.ザ デ ー博 士

(米 国 カ リフ ォル ニ ア大 学)

テ ク ニ カル セ ッシ ョン

フ ァジ ィ数 学,フ ァ ジ ィ技術,

フ ァ ジ ィ応 用,フ ァ ジ ィ
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デ モ ン ス トレー シ ョンが 行 わ れ ま した 。

(1)国 際 フ ァジ ィ工 学 研 究 所

LIFEPLANTフ 。ロジ ェク ト:

フ ァ ジ ィモ デ ル に よる焼 却 炉 の予 測 制 御

LIFECOMプ ロ ジ ェ ク ト:

ロボ ッ トの 行 動 決 定 の た め の 言 語 理 解

LIFEFCPフ 。ロジ ェ ク ト:

フ ァ ジ イ コ ン ピ ュー タ

ーFutureBoardSystem-

LIFEIUプnジ ェク ト:

言 語 に よ る顔 写 真 検 索 シス テ ム

LIFEROBOTプ ロジ ェ ク ト:

自律 的 に行 動 を決 定 す る ロボ ッ ト

LIFEFAMプ ロジ ェク ト1

フ ァ ジ ィニ ュ ー ロ ンス テ ムに よ る円 盤型 ヘ リ

コプ タ ー の飛 行 制 御

LIFEDSSプ ロジ ェ ク ト:

外 国為 替 取 引 の エ キ ス パ ー トシ ス テ ム

② ㈱ 明電 舎 … ヒ ュー マ ン フ レン ド リな 自動

搬 送 シ ステ ム

③ 松 下 電 器 産 業 ㈱ … 家 電 へ の フ ァジ ィ技 術

の応 用

④ 東 京 工 業 大 学 … 産 業 用 ヘ リ コ プ タ ー の

フ ァ ジ ィ制 御

⑤ 日本 イ ン フ ラ ロジ ック㈱ …

フ ァジ ィ規 則 の 自動 生 成

⑥ オ ム ロ ン㈱ … フ ァ ジ ィテ ン プ レー トを 用

い た サ イ ン照 合 シ ス テ ム

⑦ ㈱ 東 芝 … フ ァジ ィニ ュー ラル ネ ッ トワー

クの エ レベ ー タ群 管 理 へ の応 用

⑧ 富 士 電 機 ㈱ … フ ァ ジ ィ コ ン トロー ラ とそ

の 模 型 車捕 獲 へ の 適 用

⑨ マ イ コ ム ㈱ … ス テ ッ プ モ ー タ ー の フ ァ

ジ ィ制 御

⑩ ミノル タ カ メ ラ㈱ …

フ ァジ ィオ ー トフ ォー カ ス,オ ー

トア イ ス,自 動 絞 り搭 載 カ メ ラ

⑪ ㈱ 日立 製 作 所 … フ ァ ジ ィエ キ ス パ ー トシ

ス テ ム構 築 支 援

⑫ 日産 自動 車㈱ … フ ァジ ィ制 御 に よ る車 の

自動 変 速 装 置

な お,シ ン ポ ジ ウ ムに先 立 ってM.ゼ マ ン コー

ワ博 士(独ORマ ネ ジ メ ン ト研 究 所会 長)ほ か

4人 の講 師 に よ り専 門 家 向け チ ュ ー トリアル が11

月11日,12日 の両 日(参 加 者35名)開 催 され ま し

た 。 ま た12日 午 後 に はL.A.ザ デ ー博 士(前

掲)に よ る市 民 対 象 の 一 般 講 演 会 が 実 施 され ま し

た 。(参 加 者400名)

平成4年 度事業計画

1.Alの 技術と市場の動向に関する調査研究

人工知能(AI)技 術は,広 い分野にわたる技

術の高度化に中核的役割を果たす ものとして,内

外の関連企業および大学等で研究開発を進めてい

ます。

しかし,さ らに研究開発を効率的に行い,広 く

AI技 術の普及を図るためには,内 外の人工知能

技術および市場の動向について的確に把握するこ

とが重要です。このため,昨 年度に継続 して,A

Iの 技術動向,製 品化状況,市 場動向について調

査研究を行います。

2.音 声の知的処理に関する調査研究

音声に よる人間とコンピュータとの対話システ

ムは,よ り人間が使い易いマン ・マシン ・インタ

フェースを実現するためのAI応 用の研究対象の

1つ となっています。

最近,音 声認識技術の うち音韻のモデル化の研

究に大きな進展があり,こ れまで非常に困難とさ



れていた,大 語彙,不 特定話者 ,連 続音声等の認

識システムの実現に明るい見通 しが得られつつあ

ります。 また,関 連 した,概 念辞書をは じめとす

る大規模な電子化辞書の研究開発が,自 然言語処

理の進歩に寄与 し,音 声対話の理解に大きなイン

パク トとなっています。

本調査研究では,こ のような状況にかんがみ ,

昨年度に引き続 き音声認識,音 声理解 ,音 声対話

技術等の研究動向およびソフ トウェアの調査を行

うとともに,将 来を展望 した音声の知的処理技術

(特にソフ トウェア)の 課題について調査研究を

行います。

3.Al・ フ ァジ ィに関 す る普 及 啓 蒙

(1)Al・ フ ァジ ィに関 す る普 及 啓 蒙

AI技 術 の正 しい 理 解 と利 用 の 普及 啓 蒙 を行 う

こ とを 目的 と して,昨 年 度 に継 続 して㈱ 新 世 代 コ

ン ピ ュー タ技 術 開発 機 構 と共 同 で 「ICOT-JIPD -

ECAIセ ン ター」 を運 営 し ,AIに 関 心 を も つ

事 業 者 団 体,地 域 技 術 振 興 団 体,企 業 等 を対 象 に

AIセ ン タ ー会 員 登 録 制 度 を 設 け ,一 層 の会 員 拡

大 を 図 る と と もに,会 員 を 対 象 にAIセ ン タ ー機

関誌 の発 行,AI講 演 会等 の 開催 等 を行 い ます 。

ま た,第 五 世 代 コ ン ピ ュー タ ・プ ロジ ェク ト等 の

AI国 家 プ ロジ ェク ト成 果(AIソ フ トウ ェア)

の普 及(普 及 版 の 開 発 を 含 む 。)お よ び 利 用 説 明

会 の 開催 等 を 行 い ます 。

一 方
,わ が 国 で は,こ れ まで フ ァジ ィ技 術 を 応

用 した運 転 制 御,プ ロセ ス制 御,エ キ スパ ー トシ

ス テ ム等 の実 用 シ ス テ ムが 開発 され ,最 近 で は家

電 製 品 へ の 応 用 が 行 わ れ て い ます 。 しか し,フ ァ

ジ ィ技術 の 適 用 分 野 は な お 限 られ て お り,そ の普

及啓 蒙 が要 請 され て い ます 。

こ のた め,フ ァジ ィ技 術 につ い て正 しい理 解 と

利 用 を促 進 す る こ とを 目的 と して,地 域 や 中 小 企

業 を対 象 とす る フ ァジ ィ技 術 に関 す る講 演 会 の 開

催 フ ァジ ィ技 術 関 係 文 献 ・資 料 等 の 整 備 啓 蒙

用 小 冊 子 等 の 発 行 を 行 い ます 。

(2)Al白 書 の発 行

AIの 技 術 お よび利 用 の動 向 調査 の成 果 を主 体

に,政 府 施 策,AI関 連 の標 準 化 ,人 材 育 成 等 を

加 え たrAI白 書 」 を 発 行 し ま した 。

購 入 の お 申 し込 み は,㈱ コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ

社(TelO3-3581-5201)ま で 。

● マイコンシステム技術者試験部 ●

平成3年 度事業実施報告

マイコンシステム技術者試験部では ,昭 和60年

からマイクロコンピュータ応用システム開発技術

者試験を実施しています。 この試験は,半 導体技

術の急速な進歩 とそれに伴 う応用分野の急激な拡

大により,関 連技術者の不足が顕在化 してきたこ

とに対処するために,技 術者育成の一環として実

施しているものです。

平成3年 度の試験は,11月17日(日)に 全国9

都市で実施 しました。平成3年 度までの試験の実

施状況は,次 表のとお りです。
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表 マイクロコンピ ュー タ応用 システ ム開発技術者試験 推移 表

年度

初 級 中 級

応賭 数i受験者数 合格者数 合格率 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

昭和60年

人

4,600

人

3,634

人

1,779

%

49.0

人
一

人
一

人
一

%
一

昭和61年 6,499 5,199 2,272 43.7 一 一 一 　

昭和62年 7,883 6,023 1,194 19.8 2,594 2,013 245 12.2

一'

昭和63年 7,793 5,671 904 15.9 2,007 1,466 146 10.0

平成元年 6,523 4,868 902 18.5 1,439 1,013 117 1L5

一'一 「 一

平成2年 6,975 5,122 L946 38.0 1,585 1,147 190 16.6

平成3年 7,032 5,117 1,543 30.2 1,967 1,383 203 14.7

合計 47,305 35,634 10,540 29.6 9,592 7,022 901 12.8

平成4年 度事 業計 画

平成4年 度の試験は,11月15日(日)に 昨年同

様全国9都 市で実施 します。試験案 内書(願 書

付)は,8月1日(月)か ら配布の予定です。な

お,本 年度の初級試験では,rC言 語」が選択問題

として,出 題 される予定です。詳細は試験案内書

で確認して ください。

平成4年 度マイクロコンピュータ応用システム開

発技術者試験

実施要領

(1)試 験日 平成4年11月15日(日)

(2)試 験種別 初級,中 級の2種 類

(3)試 験地 札幌 ・仙台 ・東京 ・横浜 ・静岡 ・

名古屋 ・大阪 ・広島 ・福岡の9都

市

(4)試 験案内書8月1日(月)か ら配布の予定

配布場所

札 幌:財 北海道環境科学技術センター

曾011-758-1161

仙 台:情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ン タ ー東 北 支 部

宕022-227-0901

東 京:財 日本 情 報 処 理 開発 協 会

奮03-3432-9385

''

名古屋:名 古屋商工会議所

大 阪:社 日本システムハウス協会近畿支部

近畿システムハウス事業協同組合

広

福 岡:

5)願 書の受付期間:

島:財 中国地域技術振興センター

社日本システムハウス協会九州支部

中 央 情 報 教 育 研 究 所

宕03-3435-6511

産 業 部

盈052-221-7211

留06-447-0780

宕06-447-1978

宕082-249-6720

奮092--411-7391

平成4年9月1日(火)～30日(水)

6)受 験手数料 初級

郵送 の み受 付

:4,120円,4,635円

(税 込 み)



一

● 中央情報教育研究所 ●

中央情報教育研究所は,わ が国情報化の円滑な

推進に資するため,高 度情報処理技術者の育成研

修をは じめとする各種研修事業のほか技術者教育

に関わる調査研究ならびに普及 ・啓蒙事業等を実

施 しています。

平成3年 度事業実施報告

1.研 修事業

(1)高 度情報処理技術者の研修

産業社会が指向する高度情報化社会の担い手と

してその育成確保が急務 とされている 「高度情報

処理技術者」の育成研修,な らびに公的機関等か

らの委託による研修を昨年度に引き続 き実施 しま

した。

コ ー ス 回数 人 数 地方開催地

1.高 度情報処理技術者研修 41 911
{Dア プ リケーシ ョン ・エ ンジニア養成 (15) (310> 大阪〔D、松 山m
② システム監査 ・エ ンジニア養成 (5) (63)
{31ネ ットワーク ・エ ンジニア養成 (5) (152> 大阪ω、福岡川
〔のナ レッジ ・エ ンジニア養成 (1) (8)
{5)データベ ース ・エ ンジニ ア養成 (3) (79)
⑥ プロダクシ ョン ・エンジニア養成 (2) 〈35)

〔7激育工学活用エンジニア養成 (2) (58) 大阪川
{8)マイコン応用システム開発技術者養成 (2) (14)
〔9)システムエ ンジニ ア(共 通)養 成 (2) (74>
0ωシニアプログラマ関連 コース (4) (118)

∬.特 別 テ ー マ コ ー ス 24 541 沖縄(D

合 計 65 1,452 4都 市(6回 〉

(2)情 報処理技術インス トラクタの研修

情報処理専修学校のインス トラクタを対象とし

た研修を昨年度に引き続き実施 しました。

・ 一 ス1回 数 人数 地方開催地
　

1,基 礎指導法コース 15 193
〔1)情報処理科目教育上のポイント (3) (29) 仙台{D
(2)コンピュータ入門 (2) (22)
(3}ソフ トウェア (2) (32) 札幌ω
ωハー ドウェア (2) (36) 福岡(D
{5)C言 語プログラ ミング (3) (29)
〔6}「演習教材作成」一バーFウxア (2) (33) 札幌ω
{7}「演習教材作成」一ソフトウェア (D (12> 金沢(D

H.実 践指導法 コー ス

川COBOL

11il6・

(2パ ほ6)

..

高松〔u
② アセ ンブラ (2) (33) 新潟ω
〔3}システム開発 ・設計 (2) (29、

〔引オフコン/シ ステム分析 ・設計 (D u9) 岡山〔D
(5)C言 言吾 (2) (34)
〔6}表現技法 (2} dP

IH.専 門技術指導法 コー ス 10 139
(Dシ ステム技術の最近の動向 (2) (29、

12情報通信 ネッ トワー ク ・システム (2) (45)
(3)デ ー タベ ー ス (2) (18) 松山(D
〔41AIの 基礎 (2) (23)
(5)オペ レーテ ィング ・システムの基礎 (2) (24)

IV.教 育技術指導法 コース 9 134
ω教育基礎技術修得 (4) (50) 鹿児島川
12敵育心理学入門 (3) (52) 大阪(D
(3)CAIと その実践的活用法 (D (10)
川プログラム設計とその教え方 (D (22)

V.そ の他 2 33
{5経営科学 (1) d8)
〔6経営情報 システム (D 日5)

合 計 47 661 10都 市(ll回)

(3)企 業内研修 リーダの養成

「企業内で情報処理技術者(特 にSE)を 教育

する担当者」を養成するための研修を昨年度に引

き続き実施 しました。

コ ー ス 回数 人 数 地方開催地

川実践型インストラクタ養成 10 127 札幌、名古屋、大阪 、広島

熊本

② コ ミュニケーシ ョン技法 12 210 札幌、秋田、富山、大阪、

神戸、小郡、福岡、熊本

〔3澗題 発見 ・解決技法 ll 145 札幌、仙 台、松本、大阪 、

広島、山 口、福岡、那覇

ω ソフ トウェア開発技術 16 317 札幌、仙台、静岡、名古屋

富山、福井、神戸 、岡山

鳥取、松山、徳島、大分

那覇

〔5}プロ ジェ クト管理 15 332 札幌、仙台、新潟、富山、

岡山、鳥取 、小郡、高松

北九州 、大分、那覇

⑥SE向 け戦略的育成プラン 5 70 松 山、大阪、福岡'
作成技法

合 計 69 1,201 24都 市(50回)

2.調 査研究事業

(D情 報処理教育実態調査

わが国の情報処理教育の現状と課題を経年的に
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把握 し,施 策検討等に資するため,引 続き 「情報

処理教育実態調査委員会」(委 員長 宮川公男

一橋大学商学部教授)の 下に,企 業および大学等

教育機関へのアンケートならびに資料による調査

を実施 した(発 送件数:企 業2,078件,学 校841

件,回 収率:企 業19%,学 校39%)。 本年度は,固

定テーマである情報処理教育の実施内容,方 法,

課題に関する最新データの把握に加え,新 たに,

企業の一般社員を対象とした情報 リテラシーに関

す る調査を行いました。

(2)先 進的情報処理教育システムに関する調査研

究

欧米における先進的な情報処理教育の実施状況

や研究動向を把握 し,わ が国の情報処理教育推進

の参考に資するため,米 国における情報処理教育

の実態,な かでも技術系の専門学校における 「教

育カリキュラム」,「教育メディア」および 「学校

と企業 との連携」等に焦点を当て,実 態調査を実

施しました。

(3)情 報処理教育人材育成に関する調査研究

今後,情 報処理技術者の質,量 両面にわたる確

保を一層推進するために,そ の育成が重要視され

ているESE(EducationalSystemsEngineer)

に関する調査研究を昨年度に引 き続 き,「情報処

理教育システム ・エンジニア育成調査研究委員

会」(委員長 江村潤朗 中央情報教育研究所技

術顧問)の 下に実施し,現 実の企業環境や教育環

境に則 した,実 現可能性の高い育成 カリキュラム

を作成 しました。

(4)遠 隔地教育のための情報処理教育システムの

実現方策に関する調査研究

情報処理技術者の育成確保に向けて,地 域にお

ける情報処理技術者教育の活性化が一つの課題と

なってお り,そ こで,今 後の地域におけるニーズ

の増大や一層効果的かつ高度な教育を推進するた

め 「遠隔教育システム」をとり上げ,昨 年度から

「遠隔教育システム調査研究委員会」(委 員長

都丸敬介 ㈱ 日立テ レコムテクノロジー 技師

長)の 下に,調 査研究を進めてきました。

本年度は,昨 年度実施 した実験成果等を踏 ま

え,4地 域(札 幌,東 京,川 崎,名 古屋)を 対象

とした衛星回線による実験および3地 域(浦 和,

東京,横 浜)を 対象としたISDN回 線による実

験を行い,受 講者の属性を含めた教育効果の可能

性等を把握しました。

(5)情 報処理教育インス トラクタ ・カリキュラム

の作成

通商産業省が進めている 「インストラクタ登録

・認定制度」の検討に基づ き現状の情報処理分野

で必要とされるインス トラクタすなはち,SE共

通教育インス トラクタ,初 級情報処理教育インス

トラクタ,情 報 リテラシー教育インス トラクタ3

種類のインス トラクタの育成に向けて,各 インス

トラクタを 目指す者の学習カリキュラムを作成 し

ました。

(6)企 業内情報処理教育指針の作成

個々の企業が自社 として明確に必要と認めた人

材像に基づき,そ の育成を現実の企業環境におい

て実現させるために,既 存の教育カリキュラムに

加えて,よ り実践的な参考となる 「企業内教育の

実施のためのガイ ドライン」を 「企業内情報処理

教育指針策定委員会」(委員長 岡野壽夫 筑波

技術短期大学教授)の 下に作成 しました。

(7)高 度情報処理技術者育成のための教育 メデ ィ

アの開発

高度情報処理技術者が担当するシステム開発の

上流工程を対象とし,要 求定義,構 造化設計等の

各種技法に関する解説とその具体的な活用につい

ての学習ビデオを制作するとともに,イ ンス トラ

クタが教材としても利用できるように教授手順を

「



まとめた指導テキス トを作成 しました。

(8)情 報処理教育機関等における先進的教育シス

テムの事例研究

通商産業省が進めている 「情報化人材育成連携

機関委嘱校制度」の一環として経年的に実施 して

いるもので,本 年度は ,「米国における情報処理

教育」を対象に委嘱校から調査研究テーマを募集

した結果,21件 の応募があり,所 定の審査の結果

9件を選定 し,そ れぞれの応募先に調査研究を委

託 しました。

3.普 及 ・啓蒙事業

(1)情 報化人材育成連携機関(委 嘱校)に 対する

普及啓蒙

産業界のニーズに即 した情報処理技術者教育の

推進と地域における情報処理技術者教育を活性化

し,地 域の情報化の推進に資するため ,全 国142

校の情報化人材育成連携機関(委 嘱校)を は じめ

とする情報処理専修学校の教職員ならびに地域の

情報処理企業等を対象に情報処理教育セ ミナー等

を実施 しました。

(2)情 報処理技術者教育向上のための普及啓蒙

事業成果や情報処理教育に関する新 しい話題等

を掲載した広報誌 「CAIT」10～12号(各2,000

部)を 作成 し,委 嘱校をはじめ,全 国の情報処理

関連企業およびユーザ企業に配布 しました。

また,コ ンピュータ ・ユーザ,情 報サービス産

業の管理者,教 育担当者および専修学校の教員を

対象に中央情報教育研究所の調査研究事業をテー

マとした発表会を開催しました。

(3)情 報処理技術者育成に関する国際交流

英国の工業大学,コ ンサルタン ト企業,台 湾の

情報産業団体等からの調査団の受入れを行いまし

た。また,事 業成 果の紹介を主 と した 「英文

ニュース レター」3～4号(各300部)を 作成 し,

海外の情報処理関連機関,大 学,図 書館,在 日大

使館等に配布 しました。

平成4年 度 事業計画

1.研 修事業

(1)高 度情報処理技術者の研修

通商産業省の総合的人材育成対策の推進に資す

るため,産 業社会が指向する高度情報化社会の担

い手としてその育成確保が急務とされている 「高

度情報処理技術者」の育成のための研修を昨年度

に引き続 き実施します。

なお,本 年度は,構 造化技法を用いたソフ ト

ウェア開発 コース,オ ブジェク ト指向分析コース

等4コ ースを新たに開設 します。(コ ース概況は

3年 度を参照)

(2)情 報処理技術インス トラクタ研修

本事業は,通 商産業省の 「情報化人材育成連携

機関(委 嘱校)」 に指定された専修学校等のイン

ス トラクターを対象とした研修事業であ り,本 年

度は,こ れまでの5コ ース,25教 科のカリキュラ

ムに,2教 科(基 礎指導法に 「通信ネットワー

ク」を,専 門技術指導法に 「財務情報システム」

を追加)を 加え,5コ ース,27教 科で実施します。

(コース概況は3年 度を参照)

(3)企 業内研修 リーダの養成

本事業は,「企業内で情報処理技術者(特 にS

E)を 教育する担当者」を養成することを 目的と

した研修事業であ り,本 年度 は ,こ れまでの6

コースに,コ ンサルテ ィング技法を加え ,計7

コースで東京ならびに地方27都 市において実施

します。(コ ース概況は3年 度を参照)

2.調 査研究事業

(1)情 報処理教育実態調査
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本事業は,わ が国における情報処理教育の全体

動向に関す る最新データを把握 し,施 策検討に資

することを目的として,毎 年,継 続 して実施 して

いるものです。本年度も,固 定テーマとして,学

校教育機関(全 国の高等学校,専 修学校,高 等専

門学校,短 期大学,大 学)お よび企業(全 国の情

報処理関連企業,ユ ーザ企業)に おける情報処

理教育の内容,方 法,課 題に関するアンケー ト調

査を実施するほか,特 定テーマとして時宜に適 し

たテーマを選定し,最 新事例等の調査を行います。

(2)高 度情報処理技術者育成のための基盤整備

本事業は,今 後の情報処理教育を的確かつ円滑

に推進することを 目的として今後,育 成すべき人

材とその育成方法,そ の実現へ向けての環境整備

あるいは施策への展開等を総合的な視点から継続

的に調査研究するものです。

本年度においては,当 面,ダ ウンサイジングや

エン ドユーザコンピューテ ィング等の最近の環境

変化が技術者の需給動向に どのような変化をもた

らしたかについての検討を行います。

(3)遠 隔教育のための情報処理教育システムの実

現方策に関する調査研究

情報処理技術者の育成確保に向けて,地 域にお

ける情報処理技術者教育の活性化が重要な課題と

なっています。そこで,遠 隔教育システムをとり

あげ調査研究を進めてきましたが,本 年度は,そ

の最終年度 として,高 度情報処理技術者を対象と

した遠隔教育カリキュラムを作成するとともに,

その運用を円滑に実施するためのシステム構想を

提案します。

(4)情 報処理教育システムエンジニア育成に関す

る研究開発

ESE(EducationalSystemsEngineer)を 育

成するための具体的な研修の実施に向けて,過 去

2年 にわたる調査研究によって作成 した当人材の

育成カリキュラムに基づき,ハ イパーメディアを

活用 した教育ソフトおよびケースメソッドの研究

開発を行います。

(5)情 報 リテラシー ・ガイ ドラインの策定

パーソナル コンピュータをは じめとする情報機

器の小型化,高 機能化,低 廉化にともない,こ れ

らの機器が職場や家庭で日常的に利用されるよう

になっています。そこで,通 商産業省における検

討結果を受けて,情 報 リテラシー酒養のための基

準 ・規範等について検討 し,そ のガイ ドラインを

策定 します。

⑥ セキュリティ教育カリキュラムの作成

情報セキュリティについては,そ の対策として

これまで各種の技術的研究や対策基準等の策定が

進められてきましたが,昨 今ではコンピュータウ

イルスに代表されるような広 くユーザにかかわる

問題への新 しい対応が必要となってきました。

そこで,情 報処理技術者や利用者に広 くかつ適

切なセキュティ対策の知識 ・技術の習得および倫

理上の認識を高めるために効果的な教育カ リキュ

ラムの枠組みを策定 します。

3.普 及 ・啓蒙事業

(1)情 報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対す

る普及啓蒙

産業界のニーズに即したソフ トウェア技術者教

育の推進と地域におけるソフトウェア技術者教育

を活性化 し地域の情報化の推進に資す るため,全

国142校 の情報化人材育成連携機関(委 嘱校)を

は じめとする情報処理専門学校の教職員等を対象

に,「地域交流セ ミナー」を実施します。

(2)情 報処理技術者教育向上のための普及啓蒙

中央情報教育研究所の事業成果や情報処理教育

に関する新しい話題等を掲載した広報誌CAIT

を作成 し,官 公庁,団 体,企 業等の情報処理関連



部門,大 学,コ ンピュータ専門学校,図 書館等に

配布 します。

また,わ が国の情報処理教育の現状をニュース

レターとして作成 し,海 外の主要情報処理教育機

関に提供するとともに海外からの調査団の受入れ

を中心とした国際交流の推進を図ります。

● 情報処理技術者試験センター ●

平成4年 度春期情報処理技術者試験結果

4月19日 に 全 国47地 区 で 実施 した春 期 試 験 の合

格 者 を6月 に 発 表 し ま した。 合 格 者 は第1種8,39

9名,第2種9,965名 で した。

(1)応 募者数等

応募者数

受験者数

合格者数

合 格 率

(2)女 性合格者数

第1種

712名

(3)平 均年齢

応 募 者

合 格 者

(4)試 験地別の状況

第1種

109,298名

63,990名

8,399名

13.1%

第2種

1,882名

第1種

26.8歳

25.6歳

第2種

194,585名

117,260名

9,965名

8.5%

第2種

23.1歳

23.6歳

平成4年 度春期情報処理技術者試験試験地別一覧表(全 国)
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(5)勤 務先別構成

勤 務 先 別 構 成 比i平 成4晒 醐)

第[種

第2積

(応募者,

3,8 1.4

2.3

第1種

第2禰

` [OlOlO i{EoEo

(合 格 者)

2.T

t〕eese:aox

/
'

4.1

eIoloIo`oiOeeTOlogoleaX

①⊂コ 電算機製造 ・販売企婁 ⑥(二 学校 ・研究機関②■
ソフトウェア企業 ⑦ 自営

譜 重継翼ぷ ス欲8鴎 警士醐 等
⑤■1官 公庁 ⑩霧 その他

⑪騒 無記入
(○数字はグラフ上での左からの順序)

(6)研 修先別構成

第1電

(応募者)

1.8

第2種 15.3
学校

2.5 |.3

第1覆

9 IcleIc `05⑬60

(合 格 者)

tO`ogoLoo%

z4

第2種 1T,了
学校

2.T

0!Ote;Oto50

譜 鍛 ∵璽除く、 器
(釧■*専 修学校・各種学校 ⑦■
④薗 通信教育 ⑧⑨口

(○数字はグラフ上での左からの順序)

eoTOeoeo川 驚

電算機製造企業等の教育
各種セ ミナー
独学
その他
無記入

(7)学 歴別構成

最 終 学 歴 別 構 成 比(平 成4軽 醐)

第1檀

第2檀

3.9

(応募者)

2.4

1.0 2.i

39.0
専修学校 ・各種学校

第1種

第2積

0 oO～e10 405060

(合 格 者)

70se

7
↓

2

se!ooX

4.5 ↑
22

29,9

専修学校 ・各種学校

0`OZbseIO5060TOse'OtOOX

大学院 ⑥灘 中学

大学 ・旧制高校 ⑦■ 小学校短大 ⑧(コ 専修学校 ・各種学校

高専 ⑨繋 その他
高校 ・旧領中学 ⑩iiii無 記入

(グ ラフ上での左からの順序)
)最 終学歴には在校生 も含む

(8)経 験年数別構成

)

O

男

5

(

lo

10

2tr

tO

e

経験なし1年 末潰

(s)
50

4e

lo

2D

]o

応募者

1-・33～55～1010～1515年 以上

合格者

o
経験なし1年 未満1-33～55～1010～1515年 以上

■ 第1田 隈 第2積



● ● 産業情報化推進センター ● ●

産業情報化推進センターでは,産 業界における

情報化の健全な発展と普及啓蒙を図るため,各 業

界との連携を図 りつつ各種の課題に取 り組んでい

ます。

特に,企 業活動におけるネ ットワーク化の基盤

として広 く活用されているEDIの 標準化活動,

OSIやISDNの 利用促進,F手 順の開発,シ

ステム構築支援 ・動向調査等について,産 業情報

化推進センターの主要なテーマとして積極的に取

り組んでお り,平 成4年 度については次にご紹介

するような広範な活動を行っています。

1.EDlに 関 す る調 査 ・研 究 等

(DC日 トラ ンス レー ター の 開 発

今後 のEDIの 広 範 な普 及 のた め に は,標 準 化

され たEDI規 格 と と もに,そ れ をサ ポ ー トす る

ツ ール の 安 価 な 供 給 が 不 可欠 で あ ります 。

この よ うな 状 況 を 鑑 み,ビ ジネ ス プ ロ トコル の

標 準 と して 国 内 向け に 普 及 す る こ とが期 待 され て

い るCIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル を サ ポ ー トす る

ツ ール で あ る 『CIIト ラ ン ス レー タ ーの 開発 』

を 平 成3年 度 に 行 い ま した 。

この 開発 で は,内 外 の ベ ン ダ ー18社 に よ る共 同

プ ロジ ェ ク トを組 み,各 社 競 作 の形 で 開 発 を 行 い

ま した。 第1期 グル ー プ(平 成3年7月 に 開 発 開

始)は,す で に実 際 に販 売 す る製 品 の プ ロ トタイ

プ の 開発 を完 了 し,平 成3年 度 末 に他 社 開 発 プ ロ

ダ ク ト間 との デ ー タ交 換 テ ス トを行 い ま した。 第

2期 グル ー プ は,現 在 プ ロ トタイ プ の 開発 中 で あ

り,平 成4年9月 ごろ 交 換 テ ス トを行 う予 定 です 。

CIIト ラ ンス レー タ ーの 実 際 の製 品 は,平 成

4年7月 か ら販 売 され る こ とに な って い ま す。 石

油 化 学 業 界 で は,こ の 製 品 を 活 用 して,平 成4年

7月 からEDIの 標準化に踏み切ることとしてお

り,数 社が トライアルを実施することになってい

ます。その他,建 設業界,住 宅資材業界,鉄 鋼業

界,電 力業界そ して電線業界と電子機器業界/電

機機器業界もCIIト ランスレーターを導入した

EDI標 準化の トライアルの実施に向けて準備を

行っています。

(2)業 際EDlパ イロットモデルの調査 ・研究 ・

開発

本事業は,物 流の合理化を図るため,荷 主,輸

送業者などが参加 して,物 流に係わるEDIの 具

体的なモデル構築 と,そ のモデルに沿った具体的

なシステムを構築 してデータ交換実験を行い,そ

の評価を行 って今後の物流業際EDIの 構築に資

することを目的としています。物流問題を抱えて

いる輸送業界や倉庫業界から大いに期待されてい

るプロジェクトです。

(3)EDlに 関する国際協調

①ISO/TC154へ の参加および協力

行政機関や商業,工 業界における情報交換の為

のデータ記録,表 現の標準化を進めているISO

/TC154Pメ ンバー(わ が国を代表する審議団

体)に 指定されていることから,引 き続 き国内審

議委員会の運営などTC154へ の対応を行ってい

ます。

②UN/ECE/WP.4へ の参加および協力

国際連合欧州経済委員会貿易手続簡易化作業部

会(UN/ECE/WP.4)で は,UN/ED

IFACT(行 政,商 業および運輸のための電子

データ交換に関する国連統一規則)に 係わる開

発,保 守,普 及等の国際標準化活動が行われてい

ますが,こ れらのUN/ECE/WP.4へ の積

極的な参加 ・協力を行 っています。一



2.ユ ーザシステムの高度化に関する調査研究等

(1)rF手 順」の開発

従来,業 界ごとに標準化された通信手順はベー

シック手順(BSCな ど)を 基本とし,テ キス ト

メッセージの送 ・受信を主体するJCA手 順ある

いは全銀手順などがあ ります。 これらの手順は業

界横断あるいは国際間のEDIに は対応できない

面があるため,近 年OSIに 準拠したEDIの 必

要性が高まってきました。当センターではこの要

望に応えるべ く,rF手 順検討WG」 を設置 し,O

SIの1つ のプロフィルであるFTAMを ベース

としたファイル転送ツールとしてrF手 順」の開

発を行 ってきました。昨年度は機能仕様書(暫 定

版)を 制定(7月)し,そ の後提供ベンダーを増

し,8社(日 電,三 菱,富 士通,IBM,東 芝,

ユニシス,沖,日 立)体 制で接続実験を行い,そ

の結果を踏まえて,製 品化および導入促進のため

のマニュアル等の整備お よび仕様の正式提供に向

けての接続確認試験の実施方法について検討する

こととしています。

(2)lSDN利 用促進

高度情報化社会のインフラス トラクチャーとし

て整備されつつあるISDNの 利用促進を図るた

めrOSIユ ーザ懇談会」の作業部会としてユー

ザおよびベンダーの代表者を集めたrISDN高

度活用WG」 を設置 し具体的利用事例の検討を行

いました。

(3)OSl利 用促進

マルチベンダ環境とダウンサイジングの促進の

結果,「 異機種間接続」のニーズの高 まりを踏 ま

え,OSIを 導入する上で何が問題なのか,そ の

解決策を具体的に研究するためrOSI導 入 ワー

キング委員会」を設置 し,報 告資料等の内容検討

を行 う予定です。

3.産 業界のシステム化調査および構築支援

(1)情 報化動向調査および構築支援

EDIを 始めとす る産業界における情報システ

ムのネ ヅトワーク化動向 ・ニーズ等について,幅

広 く調査(業 種,業 態,地 域などの視点)を 行い

情報化動向についての概況を取 りまとめることと

しています。昨年度では,各 種業界VAN,地 域

VAN,お よびEDIの 実態調査等を行いました。

また,特 定の業界を選定 して長期的視野に立っ

た業界ごとの情報ネ ットワーク化の方法を検討

し,シ ステム構築上の問題点を中立的な立場から

取 り上げ分析を行い,産 業界のシステム構築(特

に,業 界共同ネ ットワークの構築)を 支援するこ

ととしています。昨年度では,機 械工具,管 工機

材,自 動車部品販売業等の構築支援を行いました。

(2)電 子取引に関する調査研究

最近では,企 業間における商取引において,こ

れまでの書類を中心 とした取引形態か らネ ット

ワークを利用 した電子データ交換への動 きが活発

化 しています。

電子データ交換を円滑 に推進するに当たって

は,通 信プロトコル,ビ ジネスプロトコル等の各

種の取 り決めについての標準化やルール化が必要

不可欠であるとともに,法 的諸問題への対処を検

討,整 備する必要があ ります。

そこで当センターでは,「電子取引調査研究委

員会」を設けて,主 に法的側面から電子取引の実

態把握 と問題の分析,対 策等の検討を行 ってきま

した。

昨年度においては,主 に受発注業務を対象とし

て,電 子取引の法的問題への対処に関する考え方

について,法 律専門家委員を中心とするグループ

による検討を行い,そ の成果を取 りまとめました。

今後は企業実務家サイ ドからの検証を加えつつ,

検討をさらに深めてゆくこととしています。



4.普 及 啓 蒙 活 動

(1)EDlCOM'92の 開 催

ア ジ ア ・太 平 洋 地 域 で 開 催 され るEDIに 関す

る国 際 的 な 講 演 展 示 行 事 で あ るEDICOMを,

本 年6月15日,16日 の2日 間 に 渡 り,東 京 新 宿 京

王 プ ラザ ホテ ル で 開催 しま した 。

実 施 に あた って は,EDIに つ い て の 内外 の先

進 企 業 お よび 有 識 者 の 参 加 に よ る講 演 に よ り,わ

が 国 を 始 め 欧 米,ア ジ ア ・太平 洋 地 域 に おけ るE

DIの 現 状 と今後 の 動 向 を 内外 に紹 介 す る他,0

SI-EDI接 続実験,EDIの 関連機器サービ

ス等の製品展示を行いました。その詳 しい内容に

ついては,本 誌次号で紹介 します。

(2)広 報誌 「産業と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向を広 く関係方面に周

知するため,前 年度に引き続き 「産業と情報」を

発行 し,会 員等へ配布 しています。

最近では,情 報産業分野で話題となっているE

DI,オ ーフ.ンシステム,CADの 標準化動向に

ついて,研 究成果報告などを掲載 し発行しました。

一



OSlに 係るオ7iジェクト登録覧騰講撫 三2星羅 一

1.オ ブジェク ト登録とは?

OSIに よる通信を行 う場合には,そ の当事者

同士が共通に認識 しておくべき事柄が多数ありま

す.つ ま り,ど この誰 と,ど のような方法で,何

をわたすのか等をあらかじめ認識 しておくことが

必要とな ります。

OSIの 世界では,こ れらの認識すべ き対象を

オブジェク トと呼び,こ れに識別子を付与して,

国際的あるいは国内的に登録管理することによっ

てOSIに よる開かれた通信が可能 となる よう

に,制 度的な枠組みが国際的 レベルで規定されて

います。

当協会では,通 商産業省告示第502号 に基づ き,

日本の国内登録機関 として国際的に指定されてい

る日本工業標準調査会(JISC)よ り業務を移

管され,平 成3年3月1日 より,日 本におけるオ

ブジェクト登録の国内登録機関 として,登 録申請

の受付,オ ブジェクト識別子の付与,公 開など,

オブジェク ト登録全般に関わる業務を行ってお り

ます。

2.オ ブジェク ト登録の対象

オブジェクト登録の対象 となるものには以下の

2つ があ ります。

① 組 織

政府機関,地 方公共団体,そ の他すべての法人

格を有する団体及び法人格を有さない団体をいい

ます。

組織を登録することによって各組織は一意な組

織登録番号を付与され,各 組織に固有なオブジェ

ク トの識別子を一意に定めるための一部(オ ブ

ジェク ト識別子構成要素値)と して使用できます。

また,OSIの 世界で情報のや りとりを行 う場

合,こ の組織登録番号をネットワークア ドレスの

構成部分として使用することも出来ます。

② 国内標準

JISや 国際標準としては標準化されていない

が,共 通に認識すべきOSI関 連の規約をいいま

す。

国内標準 として登録されるべきOSI関 連の規

約 としては,当 面のところJIS別 冊参考となっ

ているFTAM,MOTIS(MHS)お よびO

DA等 が考えられますが,今 後のOSI普 及のな

かで対象範囲は次第に広がるものと思われます。

国内標準を登録することにより,コ ミュニケー

ションの対象となる例えば文書の型(文 書型)が

コミュニケーションの当事者間で共通にしかも一

意に認識できるようにな ります。

3.登 録のあらまし

(1)登 録申請者

組織の登録は,原 則として実際に活動を行って

いる組織を対象としてお り,一 つの組織単位につ

いて一回の登録です。

国内標準の登録は,そ の仕様を開発 した任意団

体 ・組織,あ るいは国内登録機関より認定された

国内標準作成団体が行います。

(2)登 録申請に必要な書類

組織の登録に必要な書類は以下の通 りです。

① 登録申請書

② 登記簿,あ るいは公的機関が発行した登

記簿の記載内容を照明できる文書(法 人

登記されている組織の場合)

国内標準の登録に必要な書類は以下の通 りです。



① 登録申請書

② 登録するオブジェクトに関する仕様説明

書一式

(3)登 録の結果通知

審査に合格 した場合には,下 記の結果をすみや

かに郵送にて通知 します。

〔組織の場合〕

① 組織登録番号(申請順に付与 した8桁 の番号)

② オブジェク ト識別子構成要素値

(=組 織登録番号+100000)

〔国内標準の場合〕

① オブジェク ト識別子

(4)登 録の更新,変 更

組織の登録有効期限は3年 間ですので3年 ごと

に更新手続が必要です。更新時にはその旨を通知

させて頂きます。

また,登 録 した組織の名称,住 所,電 話番号等

及び国内標準の仕様を変更した場合には,変 更手

続が必要です。

(5)登 録 ・更新料

組織の登録 ・更新には以下の料金が必要です。

① 登録料20,000円(消 費税は含まず)

② 更新料10,000円(消 費税は含まず)

4.組 織及び国内標準の登録状況について

(1)組 織の登録

登録を完了 した組織は次表の43組織です。

一



平成4年5月13日 現在

組 織 名 称 組織登録番号 オブジェ外識別子構成要素値

財団法人情報処理相互運用技術協会(iNTAP) 100000 200000

富士通株式会社 100001 200001

日本 ア イ ・ピー ・エム株 式 会社 100002 200002

日本電気株式会社 100003 200003

シャープ株式会社 100004 200004

日本ユニ シス株式会社 100005 200005

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ通 信株 式会 社 100006 200006

松下電器産業株式会社 100007 200007

沖電気工業株式会社 100008 200008

日本電信電話株式会社 100009 200009

株式会社日立製作所 100010 200010

三菱電機株式会社 100011 200011

株式会社東芝 100012 200012

富士ゼ ロックス株式会社 100013 200013

住友電気工業株式会社 100014 200014

株式会社アステ ック 100015 200015

株式会社 日立情報システムズ 100016 200016

横河ディジタルコンピュー タ株式会社 100017 200017

東京電気株式会社 100018 200018

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ンター ネ ッ ト株 式 会社 100019 200019

住友海上火災保険株式会社 101001 201001

共栄火災海上保険相互会社 101002 201002

興亜火災海上保険株式会社 101003 201003

三井海上火災保険株式会社 101004 201004

大成火災海上保険株式会社 101005 201005

大東京火災海上保険株式会社 101006 201006

第一火災海上保険相互会社 101007 201007

千代田火災海上保険株式会社 101008 201008

東京海上火災保険株式会社 101009 201009

同和火災海上保険株式会社 101010 201010

東洋火災海上保険株式会社 101011 201011

日動火災海上保険株式会社 101012 201012

日産火災海上保険株式会社 101013 201013

日新火災海上保険株式会社 101014 201014

日本火災海上保険株式会社 101015 201015

富士火災海上保険株式会社 101016 201016



組 織 名 称 組織登録番号 オプジェク職 別子構成要素値

安田火災海上保険株式会社 101017 201017

朝日火災海上保険株式会社 101018 201018

太陽火災海上保険株式会社 101019 201019

大同火災海上保険株式会社 101022 201022

オールステー ト自動車火災保険株式会社 101023 201023

ジャル ・インターナショナル傷害 火 災保険 株 式会 社 101024 201024

ア リアンツ火災海上保険株式会社 101025 201025

(2)国 内標 準 の 登 録

現 時 点 で は,以 下 の 情 報 オ ブ ジ ェ ク トを,正 式

に国 内標 準 と して 登 録 して お ります 。

No 標準種別 登録オブジェク ト名称 オブジェク ト識別子

1 MOTIS
/MHS

JP1テ キ ス ト

鵠 凛ll-body(2)・392mhs(6)・

2 FTAM INTAP-1
レコー ドフ ァイ ル

iso(1),member-body(2),392,ftam(10),
document-type(2),intap-record-file(1)

3 FTAM INTAP-AS1

抽象構 文 ;1㍑ 漂 瓢li;誤 鵠110)・

4 FTAM INTAP-TS1転送 構文
{離漂 識 別!i!艦1締10)・

なお,こ れらの国内標準の登録申請者は全て財

情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す。

また,こ れらの国内標準について,仕 様の閲覧

を御希望の方は下記まで御連絡下さい。

☆ 当協 会 で は,オ ブ ジ ェク ト登 録 に 関 す るパ ン フ

レ ッ トお よび組 織 の オ ブ ジ ェク ト登 録 用 の ガイ ド

を用 意 して お ります 。 オ ブ ジ ェ ク ト登 録 に つ き ま

して,さ らに詳 し くお知 りに な りた い方,ま た 登

録 申 請 書類 等 御 希 望 の方 は下 記 ま で御 連 絡 下 さい 。

〒105東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8機 械振 興 会 館 内

㈲ 日本 情 報 処 理 開 発協 会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン ター

オ ブ ジ ェ ク ト登 録管 理 係

担 当 関 本,福 井

TELO3-3432-9394

FAXO3-3432-4323一
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通商産業省 編

システム監査企業/安 全対策実施認定事業所総覧

情報化の進展に伴い,コ ンピュータウイルスや個人情報保護,セ キュリティ対策などの問題が発生し,

システム監査の重要性が高まってきています。

また,こ のような諸問題を孕んだ状況の中で外部へ情報処理業務を委託する場合,安 全対策を万全に

行 っている事業所か どうか ということが選定の 目安として挙げられます。

本書は,通 商産業省が公表 した 「システム監査企業台帳」登録企業全44社 および1情 報サービス業電子

計算機 システム安全対策実施認定事業所」全170事 業所を収録 したものです。システム監査を行 う際,ま た

情報処理業務を外注する際の業者選定の目安として,ぜ ひご利用 ください。

なお,ご 注文は当協会で承 ってお りますので,ご 希望の方は下記までFAXに てお申込み ください。

B5版204ペ ージ 定価 一般1,500円 会員1,300円(税 込み,送 料別)

情報化 月間20周 年記念誌

わ が 国 の

☆
情 報

/...V'ノ/

35の キ ー ワ ー ドに見 る現 状 と動 向

化

6ゾ
情 報化 月 間 は,昭 和47年 に情 報 化 週 間 と して ス ター トして か ら,昨 年 で20周 年 を 迎 え ま した.本 誌 は こ

れ を 記念 し,10月1日 の情 報化 月 間記 念 式 典 の折,来 賓 を は じめ 関 係者 に記 念 と して配 布 した も ので す 。

内容 は,わ が 国 の,情 報 化 の 現 状 と動 向 につ いて35の キ ー ワー ドを 取 上 げ,わ か りや す く解 説 した もの

で,読 物 と して も,資 料 と して も ご利 用 い ただ け ます 。

現 在,残 部 を実 費(1,110円,税 込 み,送 料 別)で お頒 け して お ります の で,入 手 を ご希 望 の方 は下 記 ま

でFAXに て お 申込 み くだ さ い。

〈お申込み先〉

〒105東 京都港区芝公園3-5-8

(財)日本情報処理開発協会

調査部普及振興課 行

TELO3-3432-9384

FAXO3-3432-9389
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